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労働基準局所管の分科会等における審議状況 
（令和３年５月13日以降） 

 
○ 裁量労働制に係る実態調査及び新たな検討会の開催について

（労働条件分科会）【別紙１】 

６月 25 日に公表された裁量労働制実態調査の結果及び学識者による検討

会の開催等について報告を行った。 

 

○ 労働者災害補償保険法施行規則等の一部を改正する省令案につ

いて（労災保険部会）【別紙２】 
令和３年５月14日（第97回）の労働条件分科会労災保険部会において、 特

別加入制度についての検討及び関係団体へのヒアリングが行われ、その後 

令和３年６月18日（第98回）労働条件分科会労災保険部会において、以下の

２業種を特別加入の対象とすることについて意見がとりまとめられた。 

・自転車を使用して行う貨物の運送の事業 

・情報処理システムの設計等の情報処理に係る作業 

これを受け、労働者災害補償保険法施行規則及び労働保険の保険料の徴収

等に関する法律施行規則等について所要の改正を行ったもの。 

（令和３年６月18日諮問・答申。令和３年７月20日公布、令和３年９月１

日施行。） 

 

○ 特別加入制度の拡大に係る意見募集について（労災保険部会）

【別紙３】 
令和３年７月30日（第99回）の労働条件分科会労災保険部会において、 特

別加入制度の拡大に係る意見募集を随時実施することについて、意見がとり

まとめられた。 

これを受け、令和３年８月６日から同年９月17日までの間、厚生労働省HP

において、特別加入制度の拡大に係る意見募集を実施したところである。 

 

○ 事務所衛生基準規則及び労働安全衛生規則の一部を改正する省

令案要綱について（安全衛生分科会）【別紙４】 
事務所における室の作業面の照度の基準、作業場における便所の設置基準

等を見直すもの。（令和３年７月28日諮問。） 
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○ 各分科会における目標の評価及び設定【別紙５】 

安全衛生分科会の目標について、別紙のとおり評価を行った。 

 

【参考】分科会等開催実績 

・労働条件分科会 7/19 

・労災保険部会 5/14、6/18、7/30 

・安全衛生分科会 7/28 
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「裁量労働制実態調査」の結果を公表します 

 
 

厚生労働省では、このほど、「裁量労働制実態調査」の結果を取りまとめましたので公表

します。 

「裁量労働制実態調査」は、裁量労働制の制度の趣旨に適った対象業務の範囲や働く方の

裁量と健康を確保する方策等についての検討に資するため、専門業務型及び企画業務型それ

ぞれの裁量労働制の適用・運用実態や裁量労働制の適用・非適用による労働時間の差異等を

把握することを目的としたものです。 

この調査の対象は、①全国の裁量労働制が適用されている事業場11,750か所（適用事業場

調査）、②全国の裁量労働制が適用されていない事業場（注）15,499か所（非適用事業場調

査）、③①の事業場において裁量労働制が適用されている労働者104,985人（適用労働者調

査）、④②の事業場において裁量労働制が適用される業務に相当する対象業務に従事する労

働者104,375人（非適用労働者調査）で、令和元年10月31日現在の状況等について同年11月

～12月に調査を行い、適用事業場6,489か所、非適用事業場7,746か所、適用労働者47,390人

及び非適用労働者40,714人から有効回答を得ました。 

厚生労働省は、今回の調査結果を踏まえ、今後、裁量労働制のあり方について検討してい

きます。 
 

注 事業所母集団データベース（平成29年次フレーム）における適用事業場を除く常用労働者５人以上の民営

事業場であって、裁量労働制対象業務従事労働者がいると確認された事業場の中から、適用事業場の地域・

業種・労働者規模の構成を踏まえて無作為に抽出 
 
   

【調査結果のポイント】 

〔① 適用事業場調査〕  

１ 適用労働者がいる適用事業場における１か月の労働時間の状況の平均（１人当たり）

は171時間36分、１日の労働時間の状況の平均は８時間44分（注１）、１か月の労働日数

の平均（１人当たり）は19.64日である。【18頁・表１-７-２】 

２ 裁量労働制に対する意見別事業場割合は、専門型裁量労働制の適用労働者がいる適用

事業場においては、「特に意見はない」（39.5％）が最も高く、次いで、「今のままで

よい」（37.9％）、「制度を見直すべき」（15.8％）である。企画型裁量労働制の適用

労働者がいる適用事業場においては、「制度を見直すべき」（39.7％）が最も高く、次

いで、「今のままでよい」（33.9％）、「特に意見はない」（23.8％）である。【32

頁・図１-17-１】 

令和３年６月 25日 

【照会先】 

労働基準局 労働条件政策課 

    課 長 黒澤 朗 

    課長補佐 田中 里愛子 

法規係（内線 5388・5349） 

(代表電話) 03(5253)1111 

(直通電話) 03(3502)1599 
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〔② 非適用事業場調査〕 

１ 非適用事業場における１か月の労働時間の平均（１人当たり）は169時間21分、１日

の労働時間の平均は８時間25分（注１）、１か月の労働日数の平均（１人当たり）は

20.12日である。【46頁・表２-６-２】 

２ 裁量労働制に対する意見別事業場割合は、専門型裁量労働制対象業務従事労働者がい

る非適用事業場においては、「特に意見はない」（55.1％）が最も高く、次いで、「分

からない」（19.3％）、「今のままでよい」（15.7％）である。企画型裁量労働制対象

業務従事労働者がいる非適用事業場においては、「特に意見はない」（51.9％）が最も

高く、次いで、「分からない」（19.0％）、「今のままでよい」（17.5％）である。

【50頁・図２-９-１】 
 

〔③ 適用労働者調査〕 

１ 適用労働者における１週間の平均労働時間数は45時間18分、１日の平均労働時間数は

９時間０分（注１）、１週間の平均労働日数は5.03日である（注２）。【58頁・表３-２-

２】 

２ 適用労働者における健康状態の認識状況別労働者割合は、「よい」（32.2％）が最も

高く、次いで、「ふつう」（29.4％）である。【63頁・図３-７-１】 

３ 適用労働者における裁量労働制が適用されていることに対する満足度別労働者割合は

「満足している」（41.8％）が最も高く、次いで、「やや満足している」（38.6％）で

ある。【73頁・図３-18-１】 

４ 裁量労働制に対する意見別労働者割合は、専門型裁量労働制の適用労働者では、「今

のままでよい」（33.0％）が最も高く、次いで、「特に意見はない」（28.8％）、「制

度を見直すべき」（28.3％）である。企画型裁量労働制の適用労働者では、「今のまま

でよい」（41.0％）が最も高く、次いで、「特に意見はない」（26.4％）、「制度を見

直すべき」（26.0％）である。【75頁・図３-19-１】 
 

〔④ 非適用労働者調査〕 

１ 非適用労働者における１週間の平均労働時間数は43時間２分、１日の平均労働時間数

は８時間39分（注１）、１週間の平均労働日数は4.97日である（注２）。【83頁・表４-２

-２】 

２ 非適用労働者における健康状態の認識状況別労働者割合は、「ふつう」（33.8％）が

最も高く、次いで、「よい」（30.0％）である。【86頁・図４-６-１】 

３ 裁量労働制に対する意見別労働者割合は、専門型裁量労働制対象業務従事労働者で

は、「特に意見はない」（35.0％）が最も高く、次いで、「制度を見直すべき」

（25.2％）、「今のままでよい」（19.7％）である。企画型裁量労働制対象業務従事労

働者では、「特に意見はない」（34.7％）が最も高く、次いで、「制度を見直すべき」

（23.8％）、「今のままでよい」（21.4％）である。【93頁・図４-13-１】 
 

注１：労働日数加重平均により算出した値 

注２：労働者調査における１週間の平均労働時間数、１日の平均労働時間数及び１週間の平均労働日数

については、１週間に実際に働いた労働時間の合計を１時間単位で回答した調査票のみを集計して

いるもの。 
  
詳細は別添「調査結果の概要」をご覧ください。 
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これからの労働時間制度に関する検討会 

開催要綱 

 

１．趣旨・目的 

労働時間制度については、働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する

法律（平成 30 年法律第 71 号）により、罰則付きの時間外労働の上限規制や高度プ

ロフェッショナル制度が設けられ、働く方がその健康を確保しつつ、ワークライフ

バランスを図り、能力を有効に発揮することができる労働環境整備を進めていると

ころである。 

こうした状況の中で、裁量労働制については、時間配分や仕事の進め方を労働者

の裁量に委ね、自律的で創造的に働くことを可能とする制度であるが、制度の趣旨

に適った対象業務の範囲や、労働者の裁量と健康を確保する方策等について課題が

あるところ、平成 25 年度労働時間等総合実態調査の公的統計としての有意性・信

頼性に関わる問題を真摯に反省し、統計学、経済学の学識者や労使関係者からなる

検討会における検討を経て、総務大臣承認の下、現行の専門業務型及び企画業務型

それぞれの裁量労働制の適用・運用実態を正確に把握するための統計調査を実施し

たところである。当該統計調査で把握した実態を踏まえ、裁量労働制の制度改革案

について検討する必要がある。 

また、裁量労働制以外の労働時間制度についても、こうした状況を踏まえた在り

方について検討することが求められている。 

このため、裁量労働制その他の労働時間制度について検討を行うことを目的とし

て、「これからの労働時間制度に関する検討会」（以下「本検討会」という。）を開催

する。 

 

２．検討事項 

本検討会においては、次に掲げる事項について検討を行う。  

・  裁量労働制の在り方  

・  その他の労働時間制度の在り方  

 

３．運営 

⑴ 本検討会は、厚生労働省労働基準局長が学識経験者（別紙）の参集を求めて開

催する。 

⑵ 本検討会においては、必要に応じ、⑴の参集者以外の者の出席を求めることが

ある。 

⑶ 検討会、会議資料及び議事録については、原則として公開とする。ただし、個

社のヒアリング等、公開することにより、特定の者に不当な利益を与え又は不利

益を及ぼすおそれがある場合等において、座長が非公開が妥当であると判断した

際には、非公開とすることができる。なお、非公開とする場合には、その理由を

明示するとともに、議事要旨を公開する。 

⑷ 本検討会の座長は、参集者の互選により選出し、座長代理は座長が指名する。 

⑸ 本検討会の庶務は、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において行う。 
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（別紙） 

 

これからの労働時間制度に関する検討会 

参集者名簿 

 

 

荒木
あらき

 尚志
たかし

   東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

小畑
おばた

 史子
ふみこ

   京都大学大学院人間・環境学研究科教授 

 

川田
かわた

 琢之
たくゆき

      筑波大学ビジネスサイエンス系教授 

 

黒田
くろだ

 祥子
さちこ

      早稲田大学教育・総合科学学術院教授 

 

島貫
しまぬき

 智行
ともゆき

      一橋大学大学院経営管理研究科教授 

 

堤
つつみ

 明純
あきずみ

      北里大学医学部教授 

 

藤村
ふじむら

 博之
ひろゆき

   法政大学大学院イノベーション・マネジメント研究科教授 

 

 

 

                      （敬称略・五十音順） 
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1 

 

 労働者災害補償保険法施行規則等の一部を改正する省令案の概要 

 

１ 改正の趣旨 

〇 労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号。以下「労災保険法」とい

う。）において、フリーランスとして働く者等の労働者でない者については

労災保険の強制加入の対象とはなっていないところ、第 83 回労働政策審議

会労働条件分科会労災保険部会建議（令和元年 12 月 23 日）において「・・・

社会経済情勢の変化も踏まえ、特別加入の対象範囲や運用方法等について、

適切かつ現代に合った制度運用となるよう見直しを行う必要がある。」とさ

れ、また、成長戦略実行計画（令和２年７月 17 日閣議決定）において「フ

リーランスとして働く人の保護のため、労働者災害補償保険の更なる活用

を図るための特別加入制度の対象拡大等について検討する。」とされた。 

 〇 これを踏まえ、国民に対する意見募集及び関係団体からのヒアリングを

行い、労働政策審議会労働条件分科会労災保険部会において議論いただい

たところ、以下の事業又は作業を行う、労働者以外の者について特別加入制

度の対象範囲とするべきとされた。 

  ・自転車を使用して行う貨物の運送の事業 

・情報処理システムの設計等の情報処理に係る作業 

 〇 したがって、上記の事業又は作業について、特別加入制度の対象範囲とす

るよう所要の改正を行う。 

 〇 なお、併せて、これまで通達において特別加入の対象と認めてきた原動機

付自転車についても、省令において、明確に規定することとする。 

 

２ 改正の内容 

  （１） 労働者災害補償保険法施行規則（昭和 30 年労働省令第 22 号。以下

「労災則」という。）第 46 条の 17 を改正し、「原動機付自転車又は自転

車を使用して行う貨物の運送の事業」を一人親方等が行う事業として

同条第１号に追加する。 

  また、労災則第 46 条の 18 を改正し、「情報処理システムの設計等の 

情報処理に係る作業」を特定作業従事者として新たに追加する。 

 （２） 第２種特別加入保険率について、情報処理システムの設計等の情報処

理に係る作業については 1000 分の３として新たに設定する。 

     ※ 原動機付自転車又は自転車を使用して行う貨物の運送の事業につい

ては、既存の自動車を使用して行う旅客又は貨物の運送の事業と同じ

く 1000 分の 12 とする。 

 （３） その他、所要の規定の整備を行う。 

 

３ 根拠条文 

・労災保険法第８条の２第２項第１号、第 33 条第３号及び第５号並びに第 50 条 

・労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和 44 年法律第 84 号）第 14 条第

１項 

 

資料３－２ 
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４ 施行期日等 

公布日：令和３年７月中旬（予定） 

施行期日：令和３年９月１日（予定） 
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報道関係者 各位 

 

 

「労災保険制度における特別加入制度」の対象範囲の拡大を 

検討するにあたり、国民の皆さまから提案・意見を募集します 

～募集期間：８月６日～９月 17 日～ 

 

厚生労働省は、このたび、「労災保険制度における特別加入制度」の対象範囲のさらな

る拡大を検討するにあたり、国民の皆さまから提案・意見を募集します。募集期間は、８

月６日（金）から９月 17 日（金）までです。 

働き方が多様化し、雇用類似の働き方も拡大する中、フリーランスとして働く人の保護

のため、セーフティネットの強化が求められています。 

厚生労働省では、このような社会経済情勢の変化を踏まえ、労災保険における特別加入

制度の対象範囲を拡大してきています。令和３年４月から、芸能従事者、アニメーション

制作従事者、柔道整復師、創業支援等措置に基づく事業を行う高年齢者を対象に追加し、

令和３年９月からは自転車配達員、IT フリーランスを対象に追加する予定です。 

今回の提案・意見募集に関する詳細は、以下および添付の資料をご確認ください。 

 

■ 募集概要：添付の募集要項をご参照ください 

■ 募集期間：８月６日（金）～９月 17日（金） 

■ 応募先  ：以下の URL からウェブ専用フォームにアクセスし、必要事項をご入力の上、 

ご応募ください。 

■ ＵＲＬ  ：https://www.mhlw.go.jp/form/pub/mhlw01/0806 

 

「特別加入制度とは」 

労災保険は、本来、労働者の業務または通勤による災害に対して保険給付を行う制度で

すが、労働者以外でも、その業務の実情、災害の発生状況などからみて、特に労働者に準

じて保護することが適当であると認められる一定の人に任意で加入を認めている制度であ

り、特別加入の手続きなどは特別加入団体を通じて行います。 

この特別加入団体は、特別加入制度への加入・脱退や保険料の納付を始めとする労災保

険事務を担うにとどまらず、そもそも労働災害が起きないようにするために災害防止措置

を講ずる重要な団体として、制度上位置づけられています。 

令和３年８月６日 

【照会先】 

労働基準局労災管理課 

課長補佐 高橋 香苗 

調整係長 小林 勇気 

(代表)  03(5253)1111(内線 5439) 

(直通) 03(3502)6292 
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2 

 

 

＜その他 参考＞ 

 

・特別加入制度に係るリーフレット等 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousai/kan

yu.html 

 

・労働政策審議会労働条件分科会労災保険部会における関連資料 

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-rousei_126970.html 

 

・令和３年４月１日から対象が拡大された職種について 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousai/kan

yu_r3.4.1.html 

 

 

募集要項 「労災保険制度における特別加入制度の対象範囲の拡大」に係る提案・意見に関する募集要項 

別添１  労災保険特別加入制度について 

別添２  労災保険の特別加入制度の拡大について 
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事務所衛生基準規則及び労働安全衛生規則の一部を改正する省令案（概要）

第１ 事務所衛生基準規則の一部改正

１ 照度の基準

現在の事務所則第10条第１項において、事業者は、室の作業面の照度を表１の作業の区分に応
じて、同表の基準に適合させなければならない（ただし、感光材料の取扱い等特殊な作業を行な
う室については、この限りでない。）旨規定されている。

（１）作業の区分を「一般的な事務作業」及び「付随的な事務作業」の２区分に変更すること。

（２）照度基準については、一般的な事務作業においては300ルクス以上、付随的な事務作業に

おいては150ルクス以上とすること。

作業の区分 基準

精密な作業 三百ルクス以上

普通の作業 百五十ルクス以上

粗な作業 七十ルクス以上

表１ 現行

作業の区分 基準

一般的な事務作業 三百ルクス以上

付随的な事務作業 百五十ルクス以上

表２ 改正案

※精密な作業を行うときは、JIS Z9110等を
参照し、対応する作業に応じてより高い照
度を事業場で定める。

現行

改正の内容
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２ 便所の設置基準

現在の事務所則第17条第１項においては、以下の事項等が規定されている。

現行

改正の内容

事業者は、次に定めるところにより便所を設けなければならない。

 男性用と女性用に区別すること。

 男性用大便所の便房の数は、同時に就業する男性労働者六十人以内ごとに一個以上とすること。

 男性用小便所の箇所数は、同時に就業する男性労働者三十人以内ごとに一個以上とすること。

 女性用便所の便房の数は、同時に就業する女性労働者二十人以内ごとに一個以上とすること。

（１）基本方針

男性用と女性用に区別して設けることが原則であること。

（２）少人数の事務所における例外

同時に就業する労働者が常時十人以内である場合は、現行で求めている、便所を男性用と女
性用に区別することの例外として、独立個室型の便所を設けることで足りることとすること。

（３）男性用と女性用に区別した便所を各々設置した上で付加的に設ける便所の取扱い

男性用と女性用に区別した便所を設置した上で、独立個室型の便所を設置する場合は、男性

用大便所の便房、男性用小便所及び女性用便所の便房をそれぞれ一定程度設置したもの※とし
て取り扱うことができるものとする。

※男性用大便所又は女性用便所の便房の数若しくは男性用小便所の箇所数を算定する際に基準とする

当該事業場における同時に就業する労働者の数について、独立個室型の便所1個につき男女それぞれ

十人ずつ減ずることができることとすること。
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第２ 労働安全衛生規則の一部改正

１ 便所

第１の２同様の改正を行うこととすること。

２ 救急用具

現在、労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号。以下「安衛則」という。）においては以
下のとおり規定されている。

３ その他

その他所要の改正を行うこととすること。

現行

（救急用具）
第六百三十三条 事業者は、負傷者の手当に必要な救急用具及び材料を備え、その備付け場所及び使用方法を労
働者に周知させなければならない。
２ 事業者は、前項の救急用具及び材料を常時清潔に保たなければならない。
（救急用具の内容）
第六百三十四条 事業者は、前条第一項の救急用具及び材料として、少なくとも、次の品目を備えなければなら
ない。
一 ほう帯材料、ピンセツト及び消毒薬
二 高熱物体を取り扱う作業場その他火傷のおそれのある作業場については、火傷薬
三 重傷者を生ずるおそれのある作業場については、止血帯、副木、担架等
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２ 救急用具（続き）

安衛則第633条において事業者に備えることを求めている救急用具に関し、少なくとも備えなけ
ればならない品目を定めている安衛則第634条を削除する。

「負傷者の手当に必要な救急用具及び材料」の備え付けについて、事業場において労働災害等
により労働者が負傷し、又は疾病にり患した場合には、その場で応急手当を行うことよりも速や
かに医療機関に搬送することが基本であること及び事業場ごとに負傷や疾病の発生状況が異なる
ことから、事業場に一律に備えなければならない品目についての規定は削除することとする。

改正の内容

公布日：令和３年９月（予定）

施行期日：公布日（第１の１については令和４年９月１日）（予定）

第３ 施行期日等

３ その他

その他所要の改正を行うこととすること。

18



各分科会における目標の評価について 

 

○ 安全衛生分科会において設定された目標の動向 

・ 2018 年度から 2022 年度までを計画期間とする「第 13 次労働災害防止計画」（以下「13 次防」と

いう。）においては、対 2017 年比で、死亡者数を 15％以上、休業４日以上の死傷者数（以下「死傷

者数」という。）を５％以上減少させることを目標としており、2021 年度は 13 次防の４年度目であ

る。 

・ 2020 年の死亡者数は 802 人と、対 2017 年比で 18.0％（176 人）減少、休業４日以上の死傷者数は

131,156 人と、対 2017 年比で 8.9％（10,696 人）増加となった。 

・ 死亡災害については、13 次防における重点業種別で、建設業において 258 人と、対 2017 年比で

20.1％（65人）減少、製造業において 136 人と、対 2017 年比で 15.0％（24 人）減少、林業におい

て 36人と、対 2017 年比で 10.0％（４人）減少となった。更なる減少に向け、建設業における墜落・

転落、製造業におけるはさまれ・巻き込まれ、林業における激突されなどによる労働災害防止対策

を進める。 

・ また、死傷災害については、13 次防における重点業種別で、陸上貨物運送事業において 15,815 人

と、対 2017 年比で 7.5％（1,109 人）増加、死傷年千人率（以下「千人率」という。）で 6.33％（0.53

ポイント）増加、小売業において 15,341 人と、対 2017 年比で 10.5％（1,460 人）増加、千人率で

9.30％（0.19 ポイント）増加、社会福祉施設において 13,267 人と、対 2017 年比で 51.8％（4,529

人）増加、千人率で 42.5％（0.92 ポイント）増加、飲食店において 4,953 人と、対 2017 年比で 4.9％

（232 人）増加、千人率では 5.19％（0.11 ポイント）増加となった。死傷者数のうち高年齢労働者

の占める割合の増加を踏まえ、高年齢労働者の労働災害防止対策、転倒災害防止対策を進める。 

別紙５ 
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資料３－２

職　業　安　定　局　関　係
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職業安定局所管の分科会等における審議状況 
（令和３年５月13日以降） 

 

○ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律及び雇用保険法の一部を改正する法律の施行に伴う職

業安定法施行令の改正（職業安定分科会、労働力需給制度部会）

【別紙１】 
・ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

及び雇用保険法の一部を改正する法律（令和３年法律第 58 号）により、出

生時育児休業に係る規定が新設されたこと等を受けて、当該規定に違反する

求人者を求人不受理の対象にするため職業安定法施行令（昭和 28 年政令第

242 号）の改正を行うもの。 

（令和３年８月24日諮問・８月26日答申。令和３年９月公布（予定）・令和

４年４月１日施行。令和４年１月公布（予定）・令和４年10月１日施行） 

 

○ 雇用保険法施行規則の一部を改正する省令（職業安定分科会、雇

用保険部会）【別紙２－１，２－２，２－３，２－４，２－５】 
・ 新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由により、急激に事業活動

の縮小を余儀なくされた事業主に対し、雇用維持の支援を図るため、雇用

調整助成金制度の特例措置を講ずることを内容とする雇用保険法施行規則

（昭和50年労働省令第３号）の改正を行うもの。 

（令和３年５月20日諮問・答申。令和３年５月21日公布・施行） 

（令和３年６月22日諮問・答申。令和３年６月23日公布・施行） 

（令和３年７月27日諮問・答申。令和３年７月28日公布・施行） 

（令和３年９月14日諮問・答申。令和３年９月15日公布・施行） 

 

・ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律及び雇用保険法の一部を改正する法律（令和３年法律第 58 号）（以下、

育介法等改正法という。）により、原則として育児休業給付金の支給要件に

係るみなし被保険者期間について、育児休業開始日を起点として算定し、

要件を満たさない場合は産前休業開始日（厚生労働省令で定める理由によ

り当該日によることが適当でないと認められる場合においては、厚生労働

省令で定める日）を起点とする制度改正を行ったところ、当該厚生労働省

令で定める理由及び日を定めるための雇用保険法施行規則の改正を行うも

の。 

（令和３年６月21日諮問・６月22日答申。令和３年７月21日公布・令和３年

９月１日施行） 
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・ 雇用保険法等の一部を改正する法律（令和２年法律第 14号）により、複

数の事業主に雇用される 65 歳以上の労働者を対象に、本人の申出を起点

に、２つの事業所の労働時間を合算して「週の所定労働時間が 20時間以上

である」こと等を基準として雇用保険を適用する制度が創設されたところ、

当該申出に係る具体的な手続等を内容とする雇用保険法施行規則の改正を

行うもの。 

（令和３年６月21日諮問・６月22日答申。令和３年７月21日公布・令和４年

１月１日施行） 

 

・ 育介法等改正法により、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う

労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76号）における有期雇用労働

者の育児・介護休業の取得要件として、「その事業主に引き続き雇用された

期間が１年以上である者であること」という要件が削除されたことを踏ま

え、育児休業給付金及び介護休業給付金の支給の対象となる休業について

も、当該要件を削除するための雇用保険法施行規則の改正を行うもの。 

（令和３年６月21日諮問・６月22日答申。令和３年７月21日公布・令和４年

４月１日施行） 

 

・ 新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由により、急激に事業活動

の縮小を余儀なくされた事業主に対し、雇用維持の支援を図るため、産業

雇用安定助成金制度について資本関係、取引関係、人的関係等において密

接な関係性を有する事業主間で行う出向のうち、職業安定局長が定める要

件を満たすものを助成対象とする等の特例措置を講ずることを内容とする

雇用保険法施行規則（昭和50年労働省令第３号）の改正を行うもの。 

（令和３年７月27日諮問・７月27日答申。令和３年７月28日公布・令和３年

７月28日施行） 

 

・ 「規制改革実施計画」（令和３年６月18日閣議決定）において、各種申請

等で提出する写真のサイズ等を統一するとされたことを踏まえ、国民から

写真の提出を求めている雇用保険関係様式の見直しを行うため、雇用保険

法施行規則の改正を行うもの。 
（令和３年８月25日諮問・８月26日答申。令和３年９月27日公布（予定）・

令和３年９月28日施行） 

 

○ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律施行規則等の一部を改正する省令（職業安定分科会、雇

用保険部会）【別紙３】 
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・ 育介法等改正法により、育児休業給付金の支給の対象となる育児休業を２

回に分割して取得可能としたことや出生時育児休業給付金の創設等の制度

改正を行ったことを踏まえ、当該改正に対応するための雇用保険法施行規

則の改正を行うもの。 

（令和３年８月25日諮問・８月26日答申。令和３年９月公布（予定）・令和４年

10月１日施行） 

 

 

○ 新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険

法の臨時特例等に関する法律施行規則の一部を改正する省令案

（職業安定分科会、雇用保険部会）【別紙４】 
 

・ 新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止の措置の影響により休業

させられた労働者のうち、休業手当の支払いを受けることができなかった

労働者に対して支給する新型コロナウイルス感染症対応休業支援金につい

て規定する新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険

法の臨時特例等に関する法律施行規則（令和２年厚生労働省令第 125 号）

の改正を行うもの。 

（令和３年５月17日諮問・５月20日答申。令和３年５月21日公布・施行） 

（令和３年６月21日諮問・６月22日答申。令和３年６月23日公布・施行） 

（令和３年７月21日諮問・７月27日答申。令和３年７月28日公布・施行） 

（令和３年９月８日諮問・９月14日答申。令和３年９月15日公布・施行） 

 

○ 職業訓練の実施等による特定求職者の就職支援に関する法律施

行規則の一部を改正する省令（職業安定分科会）【別紙５】 
・ 職業訓練受講手当の支給対象に認定職業訓練の実践コースのオンデマン 

ド型訓練を加えるとともに、職業訓練受講手当の収入要件を緩和する暫定措

置（令和３年９月 30日まで）について、当該暫定措置の期限を令和４年３

月 31日までに延長するための改正を行うもの。 

（令和３年８月26日諮問・答申。令和３年９月中旬公布（予定）・令和３年

10月１日施行） 

 

○ 職業安定法施行規則等の一部を改正する省令案（職業安定分科

会）【別紙６】 
・ 職業安定法施行規則（昭和 22年労働省令第 12 号）第 18 条及び第 25条

の３、雇用保険法施行規則（昭和 50年労働省令第３号）第 143 条の２及び

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律
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施行規則（昭和 61年労働省令第 20 号）第１条の２に必要な書類の規定が

あるところ、必用な書類として、登記事項証明書を明確化する改正を行う

もの。 

（令和３年８月 26日諮問・令和３年９月３日答申。令和３年９月下旬公

布・施行（予定）。） 

 

○ 職業安定法施行規則等の一部を改正する省令案（障害者雇用分

科会）【別紙７】 
・ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35年法律第 123 号）第 51 条

第１項に規定する助成金の支給の申請に必要な書類として、登記事項証明

書を明確化する改正を行うもの。 

 （令和３年８月 26 日諮問・令和３年９月３日答申。令和３年９月下旬公

布・施行（予定）） 

 

 

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者の雇用の

促進等に関する法律施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定め

る様式の一部を改正する件（障害者雇用分科会）【別紙８】 
・ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者の雇用の促進等に

関する法律施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式（昭和 51年

労働省告示第 112 号）において定めている様式について、国又は地方公共

団体の任命権者の記名押印又は署名を不要とする改正を行うもの。 

（令和３年５月20日諮問・令和３年５月21日答申。令和３年５月31日告示・

適用） 

 

○ 2020年度の年度目標に係る評価及び2021年度の年度目標の設定

について（職業安定分科会、障害者雇用分科会）【別紙９－１，９

－２，９－３，９－４，９－５，９－６】 
・ 職業安定分科会及び障害者雇用分科会における2020年度の年度目標の評

価及び2021年度の年度目標の設定を行った。（障害者雇用分科会：令和３年

９月３日、職業安定分科会：令和３年９月14日） 

 

【参考】分科会等開催実績 

・職業安定分科会 5/20，6/22，7/27，8/26，9/14 

・職業安定分科会雇用保険部会 5/17，6/21，7/26，8/25，9/8 

・職業安定分科会労働力需給制度部会 5/28，6/28，7/30，8/24，8/30，
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9/13 

・障害者雇用分科会 5/21，6/29，9/3 

・職業安定分科会地方連携部会 9/1 
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育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 

及び雇用保険法の一部を改正する法律の施行に伴う職業安定法施行令の改正について 

１．制度の概要 

○ 職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）第５条の５において、職業紹介事業者等に対し、求人の

全件受理の義務を課しているところ、求職者の就業継続に重大な影響を及ぼす求人を未然に排除

するため、同条第１項第３号において、一定の労働関係法令に違反する求人者からの求人につい

ては受理しないことができることとしている。 

 

○ 違反した場合に求人不受理にできる対象条項は職業安定法施行令（昭和 28 年政令第 242 号）、

対象となるケースは職業安定法施行規則（昭和 22 年労働省令第 12 号）で規定している。 

＜求人不受理の対象となる主な場合＞ 

・労働基準法（昭和 22年法律第 49 号） 

・最低賃金法（昭和 34年法律第 137 号） 

⇒過去１年間に２回以上、同一条項違反で是正指導を受けた場合：是正後６か月経過まで不受理 

  送検・公表された場合：送検後１年経過まで不受理 

・職業安定法 

・雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113 号） 

・育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76

号。以下「育介法」という。） 

⇒法違反の是正を求める勧告等に従わずに公表された場合：是正後６か月経過まで不受理 

 

２．改正内容 

○ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一

部を改正する法律（令和３年法律第 58 号。以下「改正法」という。）の施行に伴い、育介法に以

下の規定が新設されることから、職業安定法施行令において、これらの規定に違反し、是正を求

める勧告に従わずに公表された場合についても求人不受理とすることができる対象に追加する。 

 資料１－１ 別紙１ 

① 妊娠又は出産等についての申出をしたことを理由とした不利益取扱いの禁止（改正育介法第

21 条第２項） 

資料１－１ 別紙２ 

 ② 出生時育児休業申出に関する事業主の雇用管理上の義務（改正育介法第９条の３第１項） 

③ 出生時育児休業申出をしたこと等を理由とした不利益取扱いの禁止（改正育介法第 10条） 

 

３．施行期日等 

 公布日：①令和３年９月下旬（予定）、②③令和４年１月（予定） 

 施行日：①令和４年４月１日、②③令和４年 10 月１日 
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雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案について（概要） 

 

１．趣旨 

 新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由により、急激に事業活動の縮小を余儀

なくされた事業主（以下「新型コロナウイルス感染症関係事業主」という。）に対し、

雇用維持の支援を図るため、雇用調整助成金制度の特例措置を講ずることを内容とする

雇用保険法施行規則（昭和 50 年労働省令第３号）の改正を行う。 

 

２．改正の概要 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24年法律第 31 号。以下「特措法」とい

う。）第 32 条第１項に規定する新型インフルエンザ等緊急事態宣言（令和３年４月 23

日にされたものに限る。）に係る同項第２号に掲げる区域（以下「対象区域」という。）

の属する都道府県の知事が対象区域について同項第１号に掲げる期間に同法第十八条

第一項に規定する基本的対処方針に沿って行う新型インフルエンザ等対策特別措置法

施行令（平成 25 年政令第 122 号。以下「特措令」という。）第 11 条第１項に規定する

施設における休業、営業時間の変更、当該施設の収容率若しくは当該施設を利用できる

人数の制限又は飲食物の提供を控えることその他職業安定局長が定める措置の実施の

要請を受けて、新型コロナウイルス感染症関係事業主が行った当該期間中の休業等（令

和３年６月 30 日までに行ったものであって、対象区域にある施設におけるものに限る。

以下この２において同じ。）及び当該期間の末日の翌日から当該期間の末日の属する月

の翌月の末日までの期間中の当該要請を受けた施設における休業等について、以下の特

例措置を行う。 

（※）・日額上限：15,000 円 

・助成率： ４／５ 

（令和３年１月８日以降解雇等を行っていない場合 10／10） 

 

３．根拠法令 

 雇用保険法（昭和 49年法律第 116 号）第 62条第１項第１号及び第２項 

 

４．施行期日等 

 公布日：令和３年５月下旬（予定） 

施行期日：公布の日から施行し、令和３年４月 25 日以降に開始した休業等について

適用する。 
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雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案について（概要） 

 

１．趣旨 

 新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由により、急激に事業活動の縮小を余儀

なくされた事業主（以下「新型コロナウイルス感染症関係事業主」という。）に対し、

雇用維持の支援を図るため、雇用調整助成金制度の特例措置を講ずることを内容とする

雇用保険法施行規則（昭和 50 年労働省令第３号）の改正を行う。 

 

２．改正の概要 

① 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行った休業等について、１日当たり支給上

限額を 13,500 円、助成率を２／３（中小企業にあっては４／５）（令和２年１月 24

日以降解雇等を行っていない場合には、助成率を３／４（中小企業にあっては９/10））

とする特例措置の対象となる期間を令和３年７月 31 日まで延長する。 

 

② 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行った休業等について、地域特例（※１）

及び業況特例（※２）の対象となる期間を令和３年７月 31日まで延長する。 

 

 （※１）緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域に

おいて、知事による、新型インフルエンザ等対策特別措置法第 18 条に規定す

る基本的対処方針に沿った要請を受けて同法施行令第 11 条に定める施設にお

ける営業時間の短縮等に協力する事業主に対する特例 

   ※ まん延防止等重点措置を実施すべき区域においては、知事が定める区域・業

態に係る事業主が対象 

   ※ 各区域における緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の実施期間の末日

の属する月の翌月末までの休業等（令和３年７月 31 日までに行ったものに限

る。）に適用 

 （※２）特に業況が悪化しているものとして職業安定局長の定める要件に該当する事

業主に対する特例 

なお、（※１）及び（※２）の助成率は以下のとおり。 

・１日当たり支給上限額：15,000 円 

・助成率       ： ４／５ 

（令和３年１月８日以降解雇等を行っていない場合 10／10） 

 

③ 継続して雇用された期間が６か月未満の雇用保険被保険者についても助成するこ

ととする等の措置の適用対象を雇用調整助成金の対象期間の初日が令和２年１月 24

日から令和３年７月 31日までの間にある場合に変更する。 

 

④ 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行った休業等について、支給上限日数に加

えて支給を受けることができること等とする期間を令和２年４月１日から令和３年

７月 31 日までに変更する。 

 

⑤ 雇用調整助成金の対象期間の初日が令和２年１月 24 日から同年 12 月 31 日までの

間にある場合には、雇用調整助成金の対象期間を令和３年 12 月 31 日までとする。 

 

 

３．根拠法令 

 雇用保険法（昭和 49年法律第 116 号）第 62条第１項第１号及び第２項 

 

４．施行期日等 

 公布日：令和３年６月下旬（予定） 

施行期日：公布の日 
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雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案について（概要） 

 

１．趣旨 

 新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由により、急激に事業活動の縮小を余儀

なくされた事業主（以下「新型コロナウイルス感染症関係事業主」という。）に対し、

雇用維持の支援を図るため、雇用調整助成金制度の特例措置を講ずるとともに、産業雇

用安定助成金制度の特例措置を講ずることを内容とする雇用保険法施行規則（昭和 50

年労働省令第３号）の改正を行う。 

 

２．改正の概要 

 

（１）雇用調整助成金関係 

① 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行った休業等について、１日当たり支給

上限額を 13,500 円、助成率を２／３（中小企業にあっては４／５）（令和２年１月

24 日以降解雇等を行っていない場合には、助成率を３／４（中小企業にあっては９

/10））とする特例措置の期間を令和３年９月 30日まで延長する。 

 

② 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行った休業等について、地域特例（※１）

及び業況特例（※２）の対象となる期間を令和３年９月 30日まで延長する。 

 

 （※１）緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域に

おいて、知事による、新型インフルエンザ等対策特別措置法第 18 条に規定す

る基本的対処方針に沿った要請を受けて同法施行令第 11 条に定める施設にお

ける営業時間の短縮等に協力する事業主に対する特例 

   ※ まん延防止等重点措置を実施すべき区域においては、知事が定める区域・業

態に係る事業主が対象 

   ※ 各区域における緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の実施期間の末日

の属する月の翌月末までの休業等（令和３年９月 30 日までに行ったものに限

る。）に適用 

 （※２）特に業況が悪化しているものとして職業安定局長の定める要件に該当する事

業主に対する特例 

なお、（※１）及び（※２）の助成率は以下のとおり。 

・１日当たり支給上限額：15,000 円 

・助成率       ： ４／５ 

（令和３年１月８日以降解雇等を行っていない場合 10／10） 

 

③ 継続して雇用された期間が６か月未満の雇用保険被保険者についても助成する

こととする等の措置の適用対象を雇用調整助成金の対象期間の初日が令和２年１

月 24 日から令和３年９月 30 日までの間にある場合に変更する。 

 

④ 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行った休業等について、支給上限日数に

加えて支給を受けることができることと等とする期間を令和２年４月１日から令

和３年９月 30 日までに変更する。 

 

 

 

31

IAUDL
テキスト ボックス
2021年07月27日開催
第166回職業安定分科会
資料１－２




 

 

 

（２）産業雇用安定助成金関係 

① 資本関係、取引関係、人的関係等において密接な関係性を有する事業主間で行う

出向のうち、職業安定局長が定める要件を満たすもの（以下「企業グループ内出向」

という。）について、産業雇用安定助成金制度の助成対象とすることとする。 

 

（ア） 企業グループ内出向に係る出向運営経費助成（※１）の助成率は、大企業1/2、

中小企業 2/3 とする。ただし、出向元事業主が解雇等を行っていない場合の助

成率の上乗せは行わないこととする。 

（※１）出向運営経費助成 

    出向元事業主及び出向先事業主に対して、賃金、教育訓練及び労務管理に関する調整経

費等、出向中に要する経費の一部を助成するもの。企業グループ内出向以外の出向につい

て、助成率は、大企業 2/3（出向元事業主が解雇等を行っていない場合 3/4）、中小企業

4/5（出向元事業主が解雇等を行っていない場合 9/10） 

   

（イ） 企業グループ内出向については、出向初期経費助成（※２）の対象としない。 

（※２）出向初期経費助成 

出向元事業主及び出向先事業主に対して、就業規則や出向契約書の整備費用、出向元事

業主が出向に際してあらかじめ行う教育訓練、出向先事業主が出向者を受け入れるため

の機器や備品の整備等の出向の成立に要する措置を行った場合に助成する。 

 出向元事業主 出向先事業主 

助成額 各 10 万円/１人（定額） 

加算額（※） 各５万円/１人（定額） 

（※）出向元事業主（雇用過剰業種の企業や生産性指標要件が一定程度悪化した企業から

の送り出し）または出向先事業主（異業種からの受入れ）がそれぞれ一定の要件を満

たす場合に助成額の加算を行う。 

 

② 公益の目的のために、大量の被保険者を出向させる必要があると職業安定局長が

認める出向については、出向運営経費助成及び出向初期経費助成について、１事業

所につき 1000 人まで助成の対象とすることができることとする。ただし、出向運

営経費助成の支給対象期間は３ヶ月までとする。 

 

【現行の措置】 

① 資本関係、取引関係、人的関係等において密接な関係性を有する事業主間で行われる

出向については、助成の対象としない。 

 

② 出向運営経費助成及び出向初期経費助成については、１事業所につき 500 人まで支給

する。 

 

３．根拠法令 

 雇用保険法（昭和 49年法律第 116 号）第 62条第１項第１号及び第２項 

 

４．施行期日等 

 公布日：令和３年７月下旬（予定） 

施行期日：（１）については公布日。（２）については、令和３年８月１日施行。 
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雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案について（概要） 

 

１．趣旨 

 新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由により、急激に事業活動の縮小を余儀

なくされた事業主（以下「新型コロナウイルス感染症関係事業主」という。）に対し、

雇用維持の支援を図るため、雇用調整助成金制度の特例措置を講ずるとともに、産業雇

用安定助成金制度の特例措置を講ずることを内容とする雇用保険法施行規則（昭和 50

年労働省令第３号）の改正を行う。 

 

２．改正の概要 

① 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行った休業等について、１日当たり支給

上限額を 13,500 円、助成率を２／３（中小企業にあっては４／５）（令和２年１月

24 日以降解雇等を行っていない場合には、助成率を３／４（中小企業にあっては９

/10））とする特例措置の期間を令和３年 11 月 30 日まで延長する。 

 

② 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行った休業等について、地域特例（※１）

及び業況特例（※２）の対象となる期間を令和３年 11 月 30 日まで延長する。 

 

 （※１）緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域に

おいて、知事による、新型インフルエンザ等対策特別措置法第 18 条に規定す

る基本的対処方針に沿った要請を受けて同法施行令第 11 条に定める施設にお

ける営業時間の短縮等に協力する事業主に対する特例 

   ※ まん延防止等重点措置を実施すべき区域においては、知事が定める区域・業

態に係る事業主が対象 

   ※ 各区域における緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の実施期間の末日

の属する月の翌月末までの休業等（令和３年 11月 30 日までに行ったものに限

る。）に適用 

 （※２）特に業況が悪化しているものとして職業安定局長の定める要件に該当する事

業主に対する特例 

なお、（※１）及び（※２）の助成率は以下のとおり。 

・１日当たり支給上限額：15,000 円 

・助成率       ： ４／５ 

（令和３年１月８日以降解雇等を行っていない場合 10／10） 

 

③ 継続して雇用された期間が６か月未満の雇用保険被保険者についても助成する

こととする等の措置の適用対象を雇用調整助成金の対象期間の初日が令和２年１

月 24 日から令和３年 11月 30 日までの間にある場合に変更する。 

 

④ 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行った休業等について、支給上限日数に

加えて支給を受けることができること等とする期間を令和２年４月１日から令和

３年 11月 30 日までに変更する。 

 

３．根拠法令 

 雇用保険法（昭和 49年法律第 116 号）第 62条第１項第１号及び第２項 

 

４．施行期日等 

 公布日：令和３年９月中旬（予定） 

施行期日：公布日 
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雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案 概要

令和３年６月
職業安定局雇用保険課

１．改正の趣旨

○ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険

法の一部を改正する法律(令和３年法律第 58 号)により、育児休業給付金におけるみなし

被保険者期間の算定方法の見直しに関する規定が公布の日から起算して３月を超えない

範囲内において政令で定める日（令和３年９月１日を想定）から施行される。

○ これに伴い、雇用保険法施行規則（昭和 50 年労働省令第３号）の一部の規定について

所要の規定の整備を行う。

２．改正の概要

○ 育児休業給付金の支給に当たっては、みなし被保険者期間（注）が休業開始前２年間に

12 か月以上あることを要件としているところ、当該期間は被保険者が育児休業を開始し

た日を起点として算定している。

（注） 育児休業給付の被保険者期間は、「育児休業を開始した日」を「被保険者でなくなった日」とみ

なして、基本手当と同様の方法で算定することとしている。(雇用保険法（昭和 49 年法律第 116

号）第 61条の７第２項)

○ 女性が育児休業をする場合、育児休業前に産前産後休業を取得していることが一般的で

あるが、１年程度勤務した後、産前休業を開始したようなケースにおいて、出産日に応じ

て、育児休業開始日が定まることから、そのタイミングによってはみなし被保険者期間の

要件を満たさない場合がある。

○ この点、改正後の雇用保険法第 61 条の７第３項により、同条第２項によって計算され

るみなし被保険者期間が 12 か月に満たない場合においては、「労働基準法第 65 条第１項

の規定による休業（産前休業）を開始した日（厚生労働省令で定める理由により当該日に

よることが適当でないと認められる場合においては、厚生労働省令で定める日）」を起点

としてみなし被保険者期間を算定することとされた。

〇 本省令案においては、当該厚生労働省令で定める理由及び日について下記のとおり定め

ることとするほか、所要の規定の整備を行う。

理由 日

１ 育児休業の申出に係る子について、産前休

業を開始する日前に当該子を出生したこと

当該子を出生した日の翌日

２ 育児休業の申出に係る子について、産前休

業を開始する日前に当該休業に先行する母

性保護のための休業をしたこと

当該先行する母性保護のための休

業を開始した日

３．根拠法令

改正後の雇用保険法第 61 条の７第３項の規定により読み替えて適用する同条第１項

４．施行期日等

公 布 日 令和３年７月中旬(予定)

施行期日 令和３年９月１日(予定)
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雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案 概要

令和３年６月

職業安定局雇用保険課

１．改正の趣旨

○ 雇用保険法等の一部を改正する法律（令和２年法律第 14号）により、高年齢被保険者

の特例（※）に関する規定が令和４年１月１日から施行される。

（※）複数の事業主に雇用される 65 歳以上の労働者について、本人の申出に基づき、雇

用保険の高年齢被保険者となることができることとするもの

○ これに伴い、雇用保険法施行規則（昭和 50年労働省令第３号）の一部の規定について

所要の整備を行う。

２．改正の概要

○ 雇用保険法（昭和 49年法律第 116 号）第６条第１項第１号において「１週間の所定労

働時間が 20時間未満である者」については、雇用保険法の適用除外とされているところ、

令和４年１月１日より、65 歳以上の労働者を対象に、本人の申出を起点に、２つの事業

所の労働時間を合算して「週の所定労働時間が 20時間以上である」ことを基準として雇

用保険を適用する制度（※）が施行されることとなる。

※ 制度の対象者となる要件（雇用保険法第 37 条の５第１項各号）

① ２以上の事業主の適用事業に雇用される 65 歳以上の者

② ①のそれぞれ１の事業主の適用事業における１週間の所定労働時間が 20 時間未満

③ ①のうち２の事業主の適用事業における１週間の所定労働時間の合計が 20 時間以上

○ 当該申出により高年齢被保険者となろうとする者又はなった者について合算した週の

所定労働時間等の就業状況を、その雇用する事業主が把握し、各種の手続を行うことは困

難である。そのため、通常事業主がその事業所を管轄する公共職業安定所に対して行う雇

用保険に関する事務について、当該労働者本人が本人の住居所を管轄する公共職業安定

所に対して行うこととし、これに伴う所要の規定の整備を行う。

○ また、今般の改正法において、介護休業給付及び育児休業給付については、全ての事業

所において休業していることを要件としたことを踏まえた規定の整備を行うほか、今般

の特例の対象者について、原則として雇用安定事業等における各種助成金の算定対象と

しないこととするなど所要の規定の整備を行う。

３．根拠法令

雇用保険法第 37 条の５第 1 項及び第２項、第 60条の２第４項、第 81 条第１項及び第２

項並びに第 82条

４．施行期日等

公 布 日 令和３年７月中旬（予定）

施行期日 令和４年１月１日
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雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案 概要

令和３年６月
職業安定局雇用保険課

１．改正の趣旨

〇 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険

法の一部を改正する法律(令和３年法律第 58 号)により、育児休業、介護休業等育児又は

家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育介法」とい

う。）における有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和に関する規定が令和４年

４月１日から施行される。

○ これに伴い、雇用保険法施行規則（昭和 50 年労働省令第３号）の一部の規定について

所要の規定の整備を行う。

２．改正の概要

〇 有期雇用労働者については、育介法に基づく育児休業の取得要件として、

① その事業主に引き続き雇用された期間が１年以上である者であること、

② その養育する子が１歳６か月に達する日までに、その労働契約(労働契約が更新さ

れる場合にあっては、更新後のもの)が満了することが明らかでない者であること、

介護休業の取得要件として、

① その事業主に引き続き雇用された期間が１年以上である者であること、

② 介護休業開始予定日から起算して 93 日を経過する日から６か月に達する日までに、

その労働契約(労働契約が更新される場合にあっては、更新後のもの)が満了すること

が明らかでない者であること、

が課されていたところ、雇用形態にかかわらず育児・介護休業を取得しやすくするよう、

無期雇用労働者と同様の取扱いとするべく、令和４年４月１日以後に開始される育児・介

護休業について、①の要件を削除することとされた。

〇 上記の改正を受け、雇用保険法施行規則においても同様に、育児休業給付金及び介護休

業給付金の支給の対象となる休業について、期間を定めて雇用される者については、①の

要件を削除することとする。

３．根拠法令

雇用保険法第 61 条の４第１項及び第 61 条の７第１項

４．施行期日等

公 布 日 令和３年７月中旬(予定)

施行期日 令和４年４月１日
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雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案 概要 

令和３年８月 

職業安定局雇用保険課 

 

１．改正の趣旨 

○ 令和３年６月に閣議決定された「規制改革実施計画」（令和３年６月 18 日

閣議決定）において、「各種申請等で提出する写真について、サイズや撮影時

期が多岐にわたり不便なことから、原則として、サイズを運転免許証サイズ・

履歴書サイズ・大型サイズ又はパスポート規格のいずれかに統合し、撮影時期

が現状６か月未満のものは６か月以内に統一する」こととされている。 

※ 以下の４種類のいずれかに統合することとされている。 

① 運転免許証サイズ（3.0cm×2.4cm） 

② 履歴書サイズ（4.0cm×3.0cm） 

③ パスポート規格（4.5cm×3.5cm で顔中心の人物配置） 

④ 大型サイズ（6.0cm×4.0cm） 
 

○ これを踏まえ、国民から写真の提出を求めている雇用保険関係手続につい

て見直しを行うため、雇用保険法施行規則（昭和 50 年労働省令第３号）につ

いて所要の整備を行う。 
 

２．改正の概要 

○ 以下に掲げる写真の提出を求める雇用保険関係様式について、提出を求め

る写真のサイズを「３×2.5」から「３×2.4」に改めることとする。 

・ 雇用保険被保険者離職票－２（様式第６号（２）） 

・ 雇用保険受給資格者証（様式第 11 号） 

・ 雇用保険高年齢受給資格者証（様式第 11 号の２） 

・ 雇用保険特例受給資格者証（様式第 11 号の３） 

・ 教育訓練給付金及び教育訓練支援給付金受給資格者証（様式第 33 号の２の

３） 
 

○ その他所要の規定の整備を行う。 
 

３．根拠法令 

雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条及び第 82 条 
 

４．施行期日等 

公 布 日 令和３年９月下旬（予定） 

施行期日 令和３年９月 28 日 
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【雇用保険法施行規則の一部改正（概要）】 

１．改正の趣旨 

○ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一部を

改正する法律（令和３年法律第 58号。以下「改正法」という。）の施行等に伴い、雇用保険法施行規則

（昭和 50年労働省令第３号）について所要の規定の整備を行う。 

 

２．改正の概要 

○ 改正法第 5 条の規定の施行に伴い、育児休業給付金の支給の対象となる休業の分割及び出生時育児

休業給付金の創設等の改正が行われることに対応するため、下記に掲げる規定の整備等を行う。 

⑴ 休業開始時賃金証明書について、同一の子について２回以上の育児休業をした場合にあっては、初

回の育児休業についてのみ提出を求めることとすること。 

⑵ 育児休業給付金の支給の対象となる育児休業について、１歳以降の育児休業の取得を柔軟化した

改正法の内容を踏まえ、育児休業の延長期間中に夫婦で交代して育児休業を取得する場合も含むこ

と等とすること。 

⑶ 育児休業給付金の支給の対象となる育児休業は、改正法により同一の子についてする２回目まで

の育児休業となっているところ、取得回数の制限について下記に掲げる例外を設けることとするこ

と。 

・ 別の子の産前産後休業等が始まったことにより育児休業を中断した場合であって、当該子の死

亡等により新たな休業が終了した場合 

・ 配偶者が死亡した場合   等 

⑷ 出生時育児休業給付金の支給に当たり、休業期間における就労日数及び時間の上限は、休業取得期

間に比例して変動させることとし、最大（４週間取得した場合）で 10 日（10 日を超える場合は 80

時間）とすること。 

⑸ 出生時育児休業給付金の支給申請手続は、出生の日（出産予定日前に子が出生した場合にあって

は、当該出産予定日）から起算して８週間を経過する日の翌日から、当該日から起算して２か月を経

過する日の属する月の末日までの期間に申請しなければならないこととすること。 

○ その他所要の規定の整備を行う。 

 

３．根拠法令 

雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 61条の７第１項及び第２項、第 61条の８第１項並びに第 82

条等 

 

４．施行期日等 

公 布 日：令和３年９月下旬（予定） 

施行期日：改正法附則第１条第３号に掲げる日（令和４年 10 月１日予定） 
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新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険法の臨時特

例等に関する法律施行規則の一部を改正する省令案 概要 

 

１．改正の趣旨 

○ 新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険法の臨時特例等に

関する法律（令和２年法律第 54 号。以下「特例法」という。）第４条に規定する新型

コロナウイルス感染症対応休業支援金は、新型コロナウイルス感染症及びそのまん延

防止の措置の影響により休業させられた労働者のうち、休業手当の支払いを受けるこ

とができなかった方を対象として支給してきたところ。 

 

○ 令和３年４月 23 日付けで緊急事態宣言が発令されたこと等を踏まえ、新型コロナ

ウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険法の臨時特例等に関する法律施

行規則（令和２年厚生労働省令第 125 号）の一部の規定について改正を行う。 

 

２．改正の概要 

○ 先般の改正により、新型コロナウイルス感染症対応休業支援金の対象となる休業の

期限については、令和３年６月 30日まで延長したところ。 

当該延長した期間である令和３年５月 1 日から同年６月 30 日までの間の休業につ

いては、原則として一日当たりの支給上限額を 9,900 円としている。 

 

○ 令和３年４月 23 日付けで緊急事態宣言が発令されたことを踏まえ、当該宣言に係

る緊急事態措置実施地域の労働者についてもこの特例の対象とすることとし、当該地

域の属する都道府県の知事が、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法

律第 31 号）第 18条第１項に規定する基本的対処方針に沿って時短要請等の要請を行

った場合に、当該要請を受けて事業主に休業させられた労働者については、同法第 32

条第１項第１号に定める期間の初日の属する月の初日から当該期間の末日の属する

月の翌月の末日までの間に限り、引き続き１日当たりの支給上限額を 11,000 円とす

るほか所要の改正を行う。 

 

３．根拠法令 

特例法第８条 

 

４．施行期日等 

公 布 日 ：令和３年５月下旬（予定） 

施行期日：公布の日 
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新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険法の

臨時特例等に関する法律施行規則の一部を改正する省令案 概要

１．改正の趣旨

○ 新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険法の臨時特例等に

関する法律（令和２年法律第 54 号。以下「特例法」という。）第４条に規定する新型

コロナウイルス感染症対応休業支援金は、新型コロナウイルス感染症及びそのまん延

防止の措置の影響により休業させられた労働者のうち、休業手当の支払いを受けるこ

とができなかった方を対象として支給してきたところ。

○ 今般、足下の新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえ、新型コロナウイルス感

染症等の影響に対応するための雇用保険法の臨時特例等に関する法律施行規則（令和

２年厚生労働省令第 125 号）の一部の規定について改正を行う。

２．改正の概要

○ 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金の対象となる休業の期限を令和３年６

月 30 日から同年７月 31日まで延長する。

○ また、まん延防止等重点措置実施地域又は緊急事態措置実施地域については、令和

３年５月１日から同年６月 30 日までの間の休業を対象に、一日当たりの支給上限額

を 11,000 円とする地域特例を実施しているところ、この期間延長と併せて、当該地

域特例の対象となる休業の期限についても同年７月 31 日まで延長することとする。

○ その他所要の改正を行う。

３．根拠法令

特例法第８条

４．施行期日等

公 布 日 ：令和３年６月下旬（予定）

施行期日：公布の日
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新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険法の

臨時特例等に関する法律施行規則の一部を改正する省令案 概要

１．改正の趣旨

○ 新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険法の臨時特例等に

関する法律（令和２年法律第 54 号。以下「特例法」という。）第４条に規定する新型

コロナウイルス感染症対応休業支援金は、新型コロナウイルス感染症及びそのまん延

防止の措置の影響により休業させられた労働者のうち、休業手当の支払いを受けるこ

とができなかった方を対象として支給してきたところ。

○ 今般、足下の新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえ、新型コロナウイルス感

染症等の影響に対応するための雇用保険法の臨時特例等に関する法律施行規則（令和

２年厚生労働省令第 125 号）の一部の規定について改正を行う。

２．改正の概要

○ 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金の対象となる休業の期限を令和３年７

月 31 日から同年９月 30日まで延長する。

○ また、まん延防止等重点措置実施地域又は緊急事態措置実施地域については、令和

３年５月１日から同年７月 31 日までの間の休業を対象に、一日当たりの支給上限額

を 11,000 円とする地域特例を実施しているところ、この期間延長と併せて、当該地

域特例の対象となる休業の期限についても同年９月 30 日まで延長することとする。

３．根拠法令

特例法第８条

４．施行期日等

公 布 日 ：令和３年７月下旬（予定）

施行期日：公布の日
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職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律 

施行規則の一部を改正する省令（案）について（概要） 

 

 

１．改正趣旨 

○ 職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年法律第 47

号。以下「法」という。）第４条第１項第３号の規定に基づき、職業訓練の実施等による

特定求職者の就職の支援に関する法律施行規則（平成 23 年厚生労働省令第 93 号。以下

「規則」という。）第２条各号において、申請のあった職業訓練について厚生労働大臣が

認定する際の基準（以下「認定基準」という。）を規定している。 

○ また、法第５条の規定に基づき、当該認定を受けた職業訓練（以下「認定職業訓練」と

いう。）を実施する機関に対する助成として、認定職業訓練実施基本奨励金及び認定職業

訓練実施付加奨励金（以下「奨励金」という。）を支給しており、規則第８条においてそ

の支給基準を規定している。 

○ さらに、法第７条の規定に基づき、特定求職者が認定職業訓練を受けることを容易にす

るため、特定求職者に職業訓練受講給付金を支給しており、規則第 11 条においてその支

給基準を規定している。 

○ これらの基準について、育児や就業等の事情により決まった日時に職業訓練を受講する

ことが困難な者が職業訓練を受けやすくするため、認定職業訓練の実践コースとしてオン

デマンド型訓練（実施日が特定されていない科目を含む職業訓練をいう。以下同じ。）を

実施すること等ができるよう、規則第２条、第８条及び第 11 条等について所要の改正を

行う。 

○ 加えて、新型コロナウイルス感染症の影響により休業を余儀なくされる方等が仕事と訓

練受講を両立しやすい環境を整備するため、規則附則第３条の６において、職業訓練受講

給付金のうち職業訓練受講手当に関する暫定措置の規定を設けているところ、現下の状況

に鑑み、当該暫定措置の期限を延長するための改正を行う。 

 

２．改正内容 

(1) 求職者支援訓練の訓練期間等の認定基準（規則第２条及び附則第３条の５の改正） 

○ オンデマンド型訓練の対象者は、育児中など特に配慮を必要とする特定求職者等

（特定求職者であって公共職業安定所長の指示を受けたもの等をいう。以下同じ。）

であって、厚生労働省人材開発統括官が定めるものとする。 

○ オンデマンド型訓練については、訓練期間を２月以上６月以下、訓練時間を原則と

して月 80 時間以上（令和５年３月末までは月 60 時間以上）とする。また、認定職業

訓練を受けることを容易にするため、オンデマンド型でない訓練についても、育児中

等の特定求職者等については、訓練期間を原則として２月以上６月以下とする。 

○ 令和５年３月末までは、訓練期間が２月以上３月未満又は訓練時間が月 60 時間以上

80 時間未満であるオンデマンド型訓練について、欠格の基準となる就職率を 30％とす

る。 
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(2)  奨励金の支給基準（規則第８条及び附則第３条の５の改正） 

○ オンデマンド型訓練を実施する機関に対する奨励金は、当該機関が定める時間数の

８割以上の受講を要件として支給する。また、支給単位期間が 28 日未満である場合

は、当該支給対象期間における８割以上の受講を要件とし、当該支給単位期間から土

日祝日を除いた日数に基づく日割り計算により支給する。 

○ 訓練期間が２月以上３月未満又は訓練時間が月 60 時間以上 80 時間未満であるオン

デマンド型訓練を実施する機関に対する奨励金は、令和５年３月末までの間、就職率

30％未満の場合は支給なし、就職率が 30％以上 55％未満の場合は修了者１人当たり月

１万円、就職率が 55％以上の場合は修了者１人当たり月２万円とする。 

 

(3)  職業訓練受講手当の支給基準（規則第 11 条及び附則第３条の６の改正） 

○ 職業訓練受講手当の支給対象に認定職業訓練の実践コースのオンデマンド型訓練を

加える。 

○ 職業訓練受講手当の支給要件のうち月収８万円以下であることとする要件について、

シフト制で働く方等については、規則附則第３条の６の規定により、令和３年２月 25 日

から同年９月 30 日までは月 12 万円以下に引き上げる暫定措置を講じているところ、当

該期間を令和３年２月 25 日から令和４年３月 31 日までに延長する（※）。 

 ※ 職業訓練受講手当は、おおむね１月ごとに区切られた支給単位期間ごとに支給申請を行い、当

該支給単位期間について支給決定をすることとしているため、支給単位期間の初日が令和３年２

月 25 日から令和４年３月 31 日までの間にある場合においては、当該支給単位期間以降の支給単

位期間（令和４年３月 31日以降のものを含む。）について本措置を適用することとなる。 

 

(4) その他 

○ その他所要の措置を講じる。 

 

３. 根拠条項 

  法第４条第１項第３号、第７条第２項及び第 19 条 

 

４．施行期日等 

公 布 日：令和３年９月中旬（予定） 

施行期日：令和３年 10 月１日 
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１ 育児や就業等の事情により決まった日時に職業訓練を受講することが困難な者が職業訓練を受けやすくするため、
認定職業訓練の実践コースとしてオンデマンド型訓練（実施日が特定されていない科目を含む職業訓練をいう。以下同
じ。）を実施すること等ができるよう、所要の改正を行う。

職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律施行規則の一部を改正する省令（案）について

２ 新型コロナウイルス感染症の影響により、シフトが減少したシフト制で働く方等が、仕事と訓練受講を両立しやすい
環境を整備するため、職業訓練受講給付金のうち職業訓練受講手当に関する暫定措置の規定を設けているところ、現
下の状況に鑑み、当該暫定措置の期限を延長するため、所要の改正を行う。

公共職業訓練等のオンデマンド型訓練を職業訓
練受講手当の支給対象とする。

職業訓練受講手当の支給基準

現
行

改
正
案

職業訓練受講手当の支給対象に認定職業訓練
の実践コースのオンデマンド型訓練を加える。

職業訓練受講手当の収入要件に係る暫定措置の期限延長

現
行

職業訓練受講手当の収入要件について、令和３
年２月25日から同年９月30日までの間は、シフト制
で働く方等（※）について、月収入８万円以下を、月
収入12万円以下とする。

改
正
案

（※）シフト制で働く方、フリーランス等の収入が変動する者で、月収入が
８万円を超える者等

職業訓練受講手当の収入要件について、令和３
年２月25日から令和４年３月31日までの間は、シフ
ト制で働く方等（※）について、月収入８万円以下を、
月収入12万円以下とする。

３ 施行期日等
公布日：令和３年９月中旬（予定） 施行期日：令和３年10月１日45



求職者支援制度について

● 求職者支援制度は、雇用保険を受給できない求職者が、月10万円の生活支援の給付金を受給しながら、無料の職業訓
練を受講し、再就職や転職を目指す制度

● 雇用保険と生活保護の間をつなぐ第２のセーフティネットとして、離職して収入がない者を主な対象としているが、
収入が一定額以下の場合は、在職中に給付金を受給しながら、訓練を受講できる

● 支給要件を満たさず給付金を受給できない場合であっても、無料の職業訓練を受講できる

〇 概要

〇 主な対象者
給付金を受けて訓練を受講している者 ［ＡとＢに該当する者］

離職者
雇用保険の適用がなかった離職者
フリーランス・自営業を廃業した者
雇用保険の受給が終了した者など

在職者 一定額以下の収入のパートタイムで働きながら、正規雇用への転職を目指す者など

給付金を受けずに訓練を受講している者（職業訓練を無料で受講）［Ａのみ該当する者］

離職者 親や配偶者と同居していて一定の世帯収入がある者など（親と同居している学卒未就職者など）
在職者 働いていて一定の収入のある者など（フリーランスで働きながら、正規雇用への転職を目指す者など）

訓練受講の要件
●ハローワークに求職の申し込みをしていること
●雇用保険被保険者や雇用保険受給資格者でないこと
●労働の意思と能力があること
●職業訓練などの支援を行う必要があるとハローワーク所長が認めたこと

職業訓練受講給付金
の支給要件

●本人収入が月8万円以下［シフト制で働く者などは月12万円以下（令和3年9月末までの特例）］
●世帯全体の収入が月25万円以下
●世帯全体の金融資産が300万円以下
●現在住んでいるところ以外に土地・建物を所有していない
●全ての訓練実施日に出席している（やむを得ない理由がある場合でも､8割以上の出席率がある）
● 世帯の中で同時にこの給付金を受給して訓練を受けている者がいない
●過去3年以内に、偽りその他不正の行為により、特定の給付金の支給を受けたことがない

〇 制度活用の要件

A

B

46



● 民間教育訓練機関が実施する就職に資する訓練を、求職者支援訓練として認定
● 求職者支援訓練は、地域の求人ニーズを踏まえ都道府県ごとに策定された「地域職業訓練実施計画」に基づき認定
● 訓練受講者が希望する場合、給付金を受給しながら公共職業訓練など（※）を受講することができる

※ 公共職業訓練は主に雇用保険受給者を対象とする訓練。求職者支援訓練は主に雇用保険を受給できない者を対象とする訓練
雇用保険受給者は、希望する場合に求職者支援訓練を受講できるが、雇用保険を受給できない者の受講が優先される
公共職業訓練の期間は、3か月から2年（令和3年度末まで特例として1か月から2年）「など」は就職氷河期世代向け訓練など

〇 求職者支援制度の対象となる職業訓練

〇 求職者支援訓練の種類

基礎コース
訓練内容 社会人としての基礎的能力および短時間で習得できる技能などを付与する訓練
訓練期間 ２か月から４か月
訓練分野 ビジネスパソコン基礎科、オフィスワーク基礎科など

実践コース

訓練内容 職務遂行のための実践的な技能などを付与する訓練

訓練期間 3か月から６か月（就職に直結する資格を取得できる介護分野などは2か月から）
※ シフト制で働く在職者などを対象とした訓練コースは2週間から（令和3年度末までの特例）

訓練分野

ＩＴ WEBアプリ開発科、Android/JAVAプログラマ育成科など
営業・販売・事務 OA経理事務科、営業販売科など

医療事務 医療・介護事務科、調剤事務科など
介護福祉 介護職員実務者研修科、保育スタッフ養成科など
デザイン 広告・DTPクリエーター科、WEBデザイナー科など
その他 ３次元CAD活用科、ネイリスト養成科など

〇 求職者支援訓練の実施機関に対する奨励金

※この他、託児サービスを提供する訓練実施機関に対し、児童一人当たり月６万６千円を限度に保育奨励金を支給

基礎コース 基礎コース：受講者数に応じて定額を支給：６万円／人月

実践コース

訓練修了者のうち、特に安定した雇用が実現した（雇用保険被保険者となった）者の割合に応じて支給
６０％以上：７万円／人月、３５％以上６０％未満：６万円／人月、３５％未満：５万円／人月
※ シフト制で働く在職者などを対象とした訓練コースは、55％以上：7万円／人月、

30％以上55％未満：6万円／人月、30％未満：5万円以上／人月
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＊ 訓練終了後3か月までを就職支援期間として、月ごとに指定来所日を設定

〇 職業訓練受講給付金の支給額

訓練受講手当 月10万円 ※ 訓練開始日から1か月ごとに区切った期間の日数が28日未満の場合、1日当たり3,580円

通所手当 訓練施設へ通所する場合の定期乗車券などの額（月上限42,500円）

寄宿手当 月10,700円 ※ 同居の配偶者、子および父母と別居して寄宿する場合などに支給

〇 訓練受講者に対する就職支援

● ハローワークが、訓練受講者ごとに就職支援計画を作成し、職業訓練の情報提供から訓練終了後の就職までの支援を、
訓練実施機関と連携を図りながら、個別・伴走型できめ細かに行う

※  就職支援のながれ（3か月訓練の例）

訓練実施機関による選考

ハローワークで職業相談

●求職申込・制度説明
●制度の要件を満たすことの確認

訓練受講の必要性判断など
● 訓練コース選定、受講申込
●給付金事前審査

ハローワークで職業相談
就職支援計画作成、受講の指示

［訓練開始前］ ［訓練受講中］ ［訓練終了後］

1か月

ハローワークの指定来所日 *

● 求職活動状況の確認
●次の月の就職支援措置の作成
●応募求人の選定など（訓練終了1月前メド）
●給付金の支給申請・審査

給付金支給（申請から1週間程度）

※ 給付金を受給しても訓練期間中の生活費が不足する場合、給付金に上乗せして資金を融資する制度により支援
［求職者支援資金融資］

・貸付額：単身者月額５万円、扶養家族を有する者月額10万円×給付金の受講予定訓練月数
・利率：２％（うち信用保証料0.5％）・担保・保証人：不要

※ 訓練実施機関は、
訓練受講者の出欠状況の証明、
キャリアコンサルティング、
職務経歴書、履歴書の作成指導、
求人情報提供等の就職支援を、
ハローワークと連携して実施

2か月 3か月 1か月 2か月 3か月
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職業安定法施行規則等の一部を改正する省令案（概要） 

 

１．改正趣旨 

〇 デジタル・ガバメント実行計画（令和２年 12月 25 日改訂）に基づき、行政機関等

に対する各手続においては、行政機関が添付書類によらずに登記事項を確認するこ

とを可能とするために新たに構築された行政機関間の情報連携システムの活用によ

り、国民の各手続に係る負担を低減することとされている。 

〇 この点、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成 14 年法律第

151 号。以下「デジタル手続法」という。）第 11 条の規定により、行政機関間の情

報連携によって添付省略が可能となる書類は、個別法令において提出を求めている

添付書類に限られ、通達等において提出を求めている添付書類については、情報連

携の対象外となり省略できないこととされている。 

〇 現在、職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）等に基づく申請等の手続において

は、申請等の内容が確認できる書類として、事業主に登記事項証明書の添付を求め

ているものの、具体的な添付書類の種類としては、通達等に定めのある手続がある。 

○ 今般、これらの手続について、法令上、登記事項証明書が必要であることを明確

化することで、デジタル手続法第 11 条の規定に基づき、登記事項証明書の添付を

省略できるようにし、国民負担の軽減と行政運営の高度化を図るため、所要の改正

を行う。 

 

２．改正の概要 

国民負担の軽減と行政運営の高度化を図るため、デジタル手続法第 11 条の規定

に基づき、登記事項証明書の添付を省略できるよう、以下の改正を行う。 

 

（１）職業安定法関係 

職業安定法に基づく、以下の手続について、職業安定法施行規則（昭和 22 年労

働省令第 12 号）第 18 条及び第 25 条の３に必要書類の規定があるところ、当該

規定を改正し、必要書類として登記事項証明書を明確化することとする。 

・有料職業紹介事業の許可・許可の有効期間の更新の申請（職業安定法第 30 条、

第 32 条の６） 

・有料職業紹介事業の変更の届出及び許可証の書換えの申請（職業安定法第 32 条

の７） 

・無料職業紹介事業の許可・許可の有効期間の更新の申請、変更の届出及び許可

証の書換えの申請（職業安定法第 33 条） 

・特別の法人の行う無料職業紹介事業の許可、変更の届出（職業安定法第 33 条

の３） 
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（２）雇用保険法関係 

雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）に基づく雇用関係助成金の申請につい

て、雇用保険法施行規則（昭和 50 年労働省令第３号）第 143 条の２において必要

書類の規定があるところ、当該規定を改正し、必要書類として登記事項証明書を

明確化することとする。 

 

（３）労働者派遣関係 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭

和 60 年法律第 88 号）に基づく労働者派遣事業の許可の申請（第５条）、許可の有

効期間の更新（第 10 条）並びに変更の届出及び許可証の書換えの申請（第 11 条）

について、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律施行規則（昭和 61 年労働省令第 20 号）第１条の２、第５条、第８条等にお

いて必要書類の規定があるところ、第１条の２を改正し、必要書類として登記事

項証明書を明確化することとする。 

 

 

３．根拠法令 

・職業安定法第 30 条第３項（第 32 条の６第６項、第 33 条第４項及び第５項並び

に第 33 条の３第２項において準用する場合を含む。）及び第 32 条の７第１項（第

33 条第４項及び第 33 条の３第２項において準用する場合を含む。） 

・雇用保険法第 82 条 

・労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第５条

第３項（第 10 条第５項において準用する場合を含む。）及び第 11 条第１項 

 

４．施行期日等 

公布日 令和３年９月中（予定） 

施行期日 公布の日 
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職業安定法施行規則等の一部を改正する省令案（概要） 

 

１．改正趣旨 

〇 デジタル・ガバメント実行計画（令和２年 12月 25 日改訂）に基づき、行政機関等

に対する各手続においては、行政機関が添付書類によらずに登記事項を確認するこ

とを可能とするために新たに構築された行政機関間の情報連携システムの活用によ

り、国民の各手続に係る負担を低減することとされている。 

〇 この点、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成 14 年法律第

151 号。以下「デジタル手続法」という。）第 11 条の規定により、行政機関間の情

報連携によって添付省略が可能となる書類は、個別法令において提出を求めている

添付書類に限られ、通達等において提出を求めている添付書類については、情報連

携の対象外となり省略できないこととされている。 

〇 現在、職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）等に基づく申請等の手続において

は、申請等の内容が確認できる書類として、事業主に登記事項証明書の添付を求め

ているものの、具体的な添付書類の種類としては、通達等に定めのある手続がある。 

○ 今般、これらの手続について、法令上、登記事項証明書が必要であることを明確

化することで、デジタル手続法第 11 条の規定に基づき、登記事項証明書の添付を

省略できるようにし、国民負担の軽減と行政運営の高度化を図るため、所要の改正

を行う。 

 

２．改正の概要 

国民負担の軽減と行政運営の高度化を図るため、デジタル手続法第 11 条の規定

に基づき、登記事項証明書の添付を省略できるよう、以下の改正を行う。 

 

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）に基づく障害者

雇用納付金関係助成金の支給（第 51 条）の申請について、障害者の雇用の促進等

に関する法律施行規則（昭和 51 年労働省令第 38 号）に第 22 条の４を新設し、必

要書類として登記事項証明書を明確化することとする。 

 

３．根拠法令 

・障害者の雇用の促進等に関する法律第 51 条第１項 

 

４．施行期日等 

公布日 令和３年９月中（予定） 

施行期日 公布の日 
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障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者の雇用の促進等に関する法律施行規

則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式の一部を改正する件（案）（概要） 

 

１．改正の趣旨 

 「規制改革実施計画」（令和２年７月 17 日閣議決定）において、「原則として全ての見直

し対象手続（注：「法令等又は慣行により、国民や事業者等に対して紙の書面の作成・提出等を求めているもの、押印

を求めているもの、又は対面での手続を求めているもの」が「見直し対象手続」と定義されている。）について、恒

久的な制度的対応として、年内に、規制改革推進会議が提示する基準に照らして順次、必

要な検討を行い、法令、告示、通達等の改正やオンライン化を行う」こととされたことを

踏まえ、先般、国民や事業者等に対して押印を求めている手続について、国民や事業者等

の押印等を不要とする改正を行った。 

当該改正の趣旨を踏まえ、今回、障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者

の雇用の促進等に関する法律施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式（昭和 51

年労働省告示第 112 号）において、国又は地方公共団体の任命権者に対して記名押印又は

署名を求めている手続についても、当該記名押印又は署名を不要とする改正を行う。 

 

２．改正内容 

下記に掲げる様式について、国又は地方公共団体の任命権者の記名押印又は署名を不要

とすることとする。 

① 様式第１号 障害者採用計画通報書 

② 様式第１号の２ 障害者採用計画通報書（法定雇用率 2.5%が適用される教育委員会

用） 

③ 様式第２号 障害者採用計画実施状況通報書 

④ 様式第２号の２ 障害者採用計画実施状況通報書（法定雇用率 2.5%が適用される教

育委員会用） 

⑤ 様式第３号 障害者任免状況通報書 

⑥ 様式第４号 特定身体障害者採用計画通報書 

⑦ 様式第５号 特定身体障害者採用計画実施状況通報書 

⑧ 様式第５号の２ 国の特例承認申請書 

⑨ 様式第５号の４ 地方公共団体の特例認定申請書 

 

３．根拠法令 

障害者の雇用の促進等に関する法律施行令（昭和 35 年政令第 292 号）第６条第１項（第

12 条において準用する場合を含む。）及び第８条 

障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則（昭和 51 年労働省令第 38 号）第４条の 17

第１項及び第４条の 18 第１項 

 

４．適用期日等 

告 示 日 令和３年５月下旬（予定） 

適用期日 告示の日 
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１．ハローワークにおける職業紹介・人材確保等 

項目 2018 年度 

実績 

2019 年度 

実績 

 

2020 年度 

目標 

2020 年度 

中間評価実績 

（４～10 月） 

2020 年度 

実績 

 

➀ ハローワーク求職者の

就職率（※１） 
30.9％ 29.2％ 29.7％ 23.5％ 24.6％ 

➁ 人材確保対策コーナー

設置ハローワークにおけ

る人材不足分野の充足数 

  

140,029 人 

（84 箇所） 

145,434 人 

（94 箇所） 

148,900 人 

（103 箇所） 

78,641 人 

（103 箇所） 

133,371 人 

（103 箇所） 

➂ ハローワークにおける

正社員就職件数 

（参考）ハローワークにお

ける正社員と常雇パート

就職件数  

 

702,935 件 

（参考１） 

うち 45 歳未

満：452,834 件 

うち 45 歳以

上：250,101 件 

（参考２） 

正社員と常雇パ

ート就職件数 

992,528 件 

627,278 件 

（参考１） 

うち 45 歳未

満：390,061 件 

うち 45 歳以

上：237,217 件 

（参考２） 

正社員と常雇パ

ート就職件数 

894,208 件 

560,000 件 

287,703 件 

（参考１） 

うち 45 歳未満：

174,026 件 

うち 45 歳以上： 

113,677 件 

（参考２） 

正社員と常雇パ

ート就職件数 

415,383 件 

498,263 件 

（参考１） 

うち 45 歳未満：

301,620 件 

うち 45 歳以上： 

196,643 件 

（参考２） 

正社員と常雇パ

ート就職件数 

715,817 件 

➃ マザーズハローワーク

事業（重点支援対象者の

就職率） 

93.1％ 93.8％ 93.5％ 
94.4％ 

（９月末時点） 
93.9％ 

➄ 雇用保険受給者の早期

再就職割合（※２） 
38.8％ 38.4％ 38.5％ 29.4％ 31.3％ 

⑥ 就職氷河期世代専門窓

口における支援対象者の

正社員就職率（※３） 

  

- - 60.0％ 

24.5％ 

（参考） 

正社員以外 

も含む就職率 

43.6％ 

22.6％ 

（参考） 

正社員以外 

も含む就職率 

41.2％ 

⑦ 求職者支援制度による

職業訓練の就職率 

（※４） 

 

基礎コース 

59.6％ 

実践コース 

63.9％ 

 

基礎コース 

56.5％ 

実践コース 

62.4％ 

基礎コース

58.0％ 

実践コース

63.0％ 

基礎コース 

46.8％ 

（4月分速報値） 

実践コース 

57.1％ 

（4月分速報値） 

基礎コース 

51.3％ 

実践コース 

59.0％ 
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⑧ 生活保護受給者等就労

自立促進事業の支援対象

者の就職率  

66.7％ 65.4％ 66.4％ 55.8％ 59.0％ 

（備考） 

※１ 就職件数／新規求職者数（雇用契約において雇用期間の定めがないか又は４か月以上の雇用

期間が定められているものに限る。） 

※２ 早期再就職者数（注） ／ 受給資格決定件数 

（注） 雇用保険の基本手当の支給残日数を所定給付日数の２／３以上残して早期に再就職する

者の数（例えば、所定給付日数 90 日の者が、支給残日数を 60 日以上残して再就職した場合）。 

※３ 就職氷河期支援対策専門窓口（チーム支援）における正社員就職率 

※４ 2020 年度実績は、2020 年 11 月末までに終了した訓練コースの修了者等に占める訓練修了３

か月後までに雇用保険適用就職した者の割合である（実績が集計可能となるのが、訓練コース

終了から８か月後のため）。 

・ 基礎コースの就職率＝就職者数÷（修了者等数 － 次訓練受講中・次訓練受講決定者数） 

・ 実践コースの就職率＝就職者数÷ 修了者等数 

 

2020 年度目標設定における考え方 

① ハローワーク求職者の就職率 

・ 過去の実績等を踏まえ、29.7％に設定。 

 

② 人材確保対策コーナー設置ハローワークにおける人材不足分野の充足数 

・ 2017～2019 年度実績等を踏まえ、148,900 人に設定。 

 

③ ハローワークにおける正社員就職件数 

・ 2017～2019 年度の実績等を踏まえ、560,000 件に設定。 

 

④ マザーズハローワーク事業（重点支援対象者の就職率） 

・ 2017～2019 年度の実績を考慮し、93.5％に設定。 

 

⑤ 雇用保険受給者の早期再就職割合 

・ 2017～2019 年度の実績等を踏まえ、38.5％に設定。 

 

⑥ 就職氷河期世代専門窓口における支援対象者の正社員就職率 

・ フリーター等支援事業の令和元年度実績等を考慮し、就職率 60.0％に設定。 

 

⑦ 求職者支援制度による職業訓練の就職率 

・ 2014 年度実績から 2018 年度実績を考慮し、基礎コース 58.0％、実践コース 63.0％に設定。 

 

⑧ 生活保護受給者等就労自立促進事業の支援対象者の就職率 

・ 2017～2019 年度の実績等を踏まえ、66.4％に設定。 
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施策実施状況 

（2020 年度に実施した主な取組） 

① ハローワーク求職者の就職率、③ ハローワークにおける正社員就職件数 

・ 求職者の希望内容や経験等を踏まえた求人情報の積極的な提供、応募書類の作成の助言・指

導、担当者制によるきめ細かな職業相談・職業紹介、求人者に対する求人内容の見直し、条件

緩和の働きかけを実施した。また、求人開拓について、新型コロナウイルス感染症による雇用

面の影響は特に非正規雇用労働者及び女性で大きかったことから、こうした求職者のニーズが

高い「事務職」「生産工程の職業」等に重点を置いて実施するとともに、これまでハローワーク

を利用していない事業所に対しても工夫しながら求人開拓を行った。 

新型コロナウイルス感染症への罹患防止のために来所を控える求人者や求職者に対し、電話

等を活用した職業相談・職業紹介等を実施したほか、就職面接会やセミナー等は開催規模、参

加人数等を縮小する等、感染拡大の防止に留意しながら実施した（一部は開催を中止）。 

特に、新型コロナウイルス感染症の影響により離職を余儀なくされた非正規雇用労働者等に

対して重点的な支援を行うため、就職支援体制を強化（令和２年度第一次及び第二次補正予算）

するとともに、求職者ニーズに合った求人開拓の取組を強化した（令和２年度第三次補正予算）。

加えて、来所困難な求職者等に対し、オンラインによる職業相談の試行実施を行った。 

 

② 人材確保対策コーナー設置ハローワークにおける人材不足分野求人の充足数 

・ 医療・福祉、建設、警備、運輸などの分野へのマッチング支援を強化するため、人材確保支援

のための総合専門窓口となる人材確保対策コーナーにおいて、求人者には求人の充足に向けた

助言・指導、また、求職者には担当者制によるきめ細かな職業相談・職業紹介、業界団体との

連携による事業所見学会、就職面接会等を実施した。 

新型コロナウイルス感染症への罹患防止のために来所を控える求人者や求職者に対し、電話

等を活用した職業相談・職業紹介等を実施したほか、就職面接会や事業所見学会、セミナー等

は開催規模、参加人数等を縮小する等、感染拡大の防止に留意しながら実施した（一部は開催

を中止）。さらに、特に人材不足が顕著な医療・福祉分野における人材確保を支援するため、ハ

ローワークに就職支援コーディネーターを配置し、求職者に対する積極的な応募勧奨等を実施

する等、就職支援及び充足支援の体制を強化した（令和２年度第二次補正予算）。 

 

④ マザーズハローワーク事業（重点支援対象者の就職率） 

・ 子育て中の女性等を対象とした専門支援拠点（マザーズハローワーク、マザーズコーナー）

において、子ども連れでも来所しやすい環境を整備するとともに、個々の求職者のニーズに応

じた担当者制による一貫したきめ細かな職業相談・職業紹介を実施した。また、新型コロナウ

イルス感染症の影響により離職を余儀なくされる女性等のニーズにあった仕事と家庭を両立で

きる求人の確保等の取組（令和２年度第三次補正予算）を実施した。 

新型コロナウイルス感染症への罹患防止のために来所を控える求人者や求職者に対し、電話

等を活用した職業相談・職業紹介等を実施したほか、就職面接会やセミナー等は開催規模、参

加人数等を縮小する等、感染拡大の防止に留意しながら実施した（一部は開催を中止）。 
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⑤ 雇用保険受給者の早期再就職割合 

・ 失業認定部門と職業相談部門の連携により、担当者制による予約相談、個別支援への誘導、求

職活動支援セミナーの受講や、職業相談部門と求人部門の連携による支援対象者の履歴書・職

務経歴書等を利用した個別求人開拓等のきめ細かな就職支援を実施した。 

新型コロナウイルス感染拡大のため、来所を控える求人者や求職者に対し、電話等を活用した

職業相談・職業紹介等を実施したほか、就職面接会やセミナー等は開催規模、参加人数等を縮小

するなど感染拡大防止に留意しながら実施した（一部は開催を中止）。 

特に、新型コロナウイルス感染症の影響により離職を余儀なくされた非正規雇用労働者等に対

し、重点的な支援を行うため就職支援体制を強化（令和２年度第一次補正予算及び第二次補正予

算）するとともに、求職者ニーズに合った求人開拓の取組を強化した（令和２年度第三次補正予

算）。加えて、来所困難な求職者等に対し、オンラインによる職業相談の試行実施を行った。 

   

⑥ 就職氷河期世代専門窓口における支援対象者の正社員就職率 

・ 不安定な就労状態にある方一人ひとりが置かれている複雑な課題・状況を踏まえ、キャリア

コンサルティング、生活設計面の相談、職業訓練のアドバイス、求人開拓等、それぞれの専門

担当者がチームを結成し、就職から職場定着まで一貫した支援を実施した。 

 新型コロナウイルス感染拡大のため、来所を控える求人者や求職者に対し、電話等を活用し

た職業相談・職業紹介等を実施したほか、就職面接会やセミナー等は開催規模、参加人数等を

縮小する等、感染拡大の防止に留意しながら実施した（一部は開催を中止）。 

  また、オンラインによる職業相談の試行実施を行った。さらに、令和２年度第三次補正予算に

より、就職氷河期世代専門窓口を 13 箇所拡充し、就職氷河期世代の就職支援により一層取り組

んでいるところ。 

   

⑦ 求職者支援制度による職業訓練の就職率 

・ 雇用保険を受給できない求職者に対して、職業訓練の機会を確保するとともに、一定の要件

を満たす場合には訓練期間中の給付金を支給し、訓練開始前から訓練修了後まで一貫してハロ

ーワークが早期の就職支援を実施した。 

あわせて、2020 年４月には緊急事態宣言が発令され、パート・アルバイトを中心とした非正

規雇用労働者に大きな影響が生じたことから、その後、求職者支援制度へのニーズが高まる可

能性が見込まれた中で、第一次補正予算では、対象人員等の拡充を行った。 

また、令和３年２月から新型コロナウイルス感染症の影響により、休業を余儀なくされた方

やシフトが減少された方が、仕事と訓練受講を両立しやすい環境整備を図ることで、自らの職

業能力を向上させ、今後のステップアップに結びつけられるよう、職業訓練受講給付金の収入

要件や出席要件の緩和、訓練期間や訓練内容の多様化・柔軟化を図るとともに、「コロナ対応ス

テップアップ相談窓口」による個別・伴走型の就職支援等を行った。 
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⑧ 生活保護受給者等就労自立促進事業の支援対象者の就職率 

・ 地方公共団体にハローワークの常設窓口を設置する等、ワンストップ型の支援体制を全国的

に整備し、地方公共団体に来所した生活保護受給者等に対して両機関が一体となったチーム支

援による就労支援を実施した。 

  あわせて、新型コロナウイルス感染症の影響による経済状況の悪化に伴う離職等により住居

を喪失するおそれのある者をはじめとして生活困窮状態に陥る者が発生することが懸念された

ことから、第一次補正予算により、ハローワークに住居・生活支援に関する窓口を設置し、住

居・生活支援施策に関する案内、地方公共団体の担当窓口や社会福祉協議会等へ誘導を行った。 

 

2020 年度施策実施状況に係る分析 

※2020 年度の各月におけるハローワーク等の稼働日数は以下の通りとなっており、対前年同月（期）での実績の

動向を評価する際には、稼働日数の差異による変動要因も含まれることに留意が必要である。 

 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

稼働日数（日） 21 21 18 22 21 20 20 22 19 20 19 18 23 

前年同月差 ＋１ ＋１ ▲１ ＋２ ▲１ ▲１ ＋１ ＋１ ▲１ － ＋１ － ＋２ 

 

① ハローワーク求職者の就職率 

・ 就職率の分母である「新規求職者数」については、新型コロナウイルスの感染状況に影響を

受けた動きがみられ、例えば、感染拡大の時期には罹患防止のために来所を控える動きが生じ、

また、感染の沈静化により社会経済活動のレベルが引き上がった時期には求職活動を再開する

動き等もみられたが、総じてみれば、前者の要因がやや強く、年度平均の前年比は▲1.8％（年

度平均の前年差：▲7,253 件）となった。 

  就職率の分子である「就職件数」についても、新型コロナウイルスの感染状況に影響を受け

た動きがみられ、特に、2020 年４月には緊急事態宣言が発令され、社会経済活動に幅広く自粛

が求められた時期には、大きな減少がみられた（４月：前月比▲21.0％、５月：前月比▲12.9％）。

コロナ禍において、 

  ● 新型コロナウイルス感染症の影響により、事業の先行きに不透明感・不確実性が高まる中、 

企業では、労働需要の減退がみられるとともに、雇入れの判断に慎重となり、必要な人材を 

厳選する動きがみられたことや、 

 ● 感染状況についても不透明感が非常に高く、予見が困難であり、求職活動を控える動きが

あったとともに、新型コロナウイルス感染症前と比較し、選択肢となる求人数が大きく減少

した中で、求職者が希望する仕事内容や労働条件に合った求人を見つけにくい状況にあった

ことに加え、感染状況が沈静化し、社会経済活動のレベルが引き上がった際に、当該希望求

人が提出されることを期待し、求職活動の本格化を繰り越す動きもみられるといった都道府

県労働局からの情報もあり、結果として、求職期間が長期化したこと 

等から、年度平均の前年比は▲16.8％（年度平均の前年差：▲20,689 件）となった。 

  このため、2020 年度の就職率は 24.6％と、2019 年度の 29.2％から 4.6％ポイント低下し、年

度目標も下回った。   
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   ただし、ハローワークにおける紹介件数の年度平均の前年比は▲9.6％と、労働需要である新

規求人数の年度平均の前年比が▲20.4％となった中で、相対的に小幅の低下となっており、コ

ロナ禍においてハローワークの業務実施に大きな制約があったものの、 

●来所を控える求職者等に対し、電話等を活用した職業相談・職業紹介等を実施したほか、就職

面接会やセミナー等は開催規模、参加人数等を縮小する等、感染拡大の防止に留意しながら

実施（一部は開催を中止）するとともに、 

●来所困難な求職者等に対するオンラインによる職業相談の試行実施 

等の取組を進めることで、就職率の低下を抑制していた面もあることに留意が必要である。 

 

参考１：2020 年度の月次でみた就職率の動向（パートを含む。季節調整値） 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

実績（％） 25.8 21.8 22.6 25.2 26.6 27.3 27.1 27.9 28.2 29.6 28.6 28.8 

前月比（％） ▲17 +16 +4 +12 +6 +3 ▲1 +3 +1 +5 ▲3 +1 

 

参考２：2020 年度の月次でみた新規求職者の動向（パートを含む。季節調整値） 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

実績（万人） 35.5  36.6 43.6  41.3 39.8 38.1  38.5  37.8  37.0  36.3 38.0 38.8, 

前月比（％） ▲4.8 +3.0 +19.1 ▲5.3 ▲3.6 ▲4.2 +1.2 ▲1.8 ▲2.2 ▲1.9 +4.8 +2.0 

 

参考３：2020 年度の月次でみた就職件数の動向（パートを含む。季節調整値） 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

実績（万人） 9.2 8.0 9.9 10.3 10.6 10.4 10.4 10.6 10.4 10.8 10.9 11.2 

前月比（％） ▲21.0 ▲12.9 +23.6 +5.3 +1.8 ▲1.8 +0.5 ＋1.2 ▲1.1 ＋2.9 ＋1.2 ＋2.6 

 

② 人材確保対策コーナー設置ハローワークにおける人材不足分野の充足数 

・ 人材確保対策コーナーにおいて支援している「医療,福祉」「建設業」「警備業」「運輸業」な

どの分野においても、コロナ禍における影響が強く現れており、都道府県労働局によれば、例

えば、「医療,福祉」では感染拡大を防止するために通所サービスを休業する動き等がみられる

といった情報、「警備業」ではイベント自粛に伴い警備員への需要が減退しているといった情

報、「運輸業」では巣ごもり需要に伴う配送ニーズはあるが、観光産業が厳しい状況にある中で、

タクシー・バス等の業種では厳しさがみられるといった情報もあり、企業の事業活動に不透明

感・不確実性が広がった中で、労働需要も減退し、採用活動にも慎重さが増したこと等から、

充足数が伸び悩み、2020 年度は 133,371 件（103 箇所）と、2019 年度の 145,434 件（94 箇所）

から減少し、年度目標も下回った。 

  他方、「建設業」では、世界的な木材需要の高まり（ウッド・ショック）による原材料の価格

高騰が生じていることに留意が必要だが、リモートワークのためのリフォーム工事の需要や、

感染防止対策のための設備工事の需要があり、労働需要が持ち直す動きもみられる。 

上記の業種等では、コロナによる影響が現れているものの、根本的な人手不足感は高い状況
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が続いており、一部の企業では求人を提出する動きが続いているといった情報等もあり、引き

続き、人材確保対策コーナーを通じた丁寧な支援を実施していく必要がある。 

 

参考：2020 年度の月次でみた人材確保対策コーナー設置ハローワークにおける人材不足分野の充足数 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

実績（件） 11,335 9,433 11,739 11,648 10,409 11,587 12,490 11,162 10,152 9,140 10,895 13,381 

前年同月比（％） ▲16.8 ▲31.3 ▲7.2 ▲10.9 ▲6.0 ▲5.1 ▲4.1 ▲4.8 ▲3.1 ±0.0 3.8 ▲5.9 

 

③ ハローワークにおける正社員就職件数 

・ 2020 年度の正社員有効求人倍率は、令和２年４月に 0.99 倍と１倍を下回り、その後、低 

下が続き、同年 12 月には 0.77 倍にまで低下した。年度末の令和３年３月には、0.84 倍まで 

持ち直したが、依然として１倍を下回る水準が続いていた状況にあった。 

 こうした中、2020 年度の正社員新規求人数の年度平均を産業別にみると、「構成比」につ 

いては、「医療,福祉」が 25.6％と最も高くなっており、次いで、「建設業」が 18.5％、「卸売 

業,小売業」が 11.2％、「製造業」が 10.5％、「サービス業（他に分類されない）」が 7.9％、 

「運輸業,郵便業」が 7.5％等となっている。また、「前年度差」については、「製造業」が▲ 

12,045 人と減少幅が最も大きく、次いで、「卸売業,小売業」が▲11,034 人、「医療,福祉」が 

▲10,921 人、「宿泊業,飲食サービス業」が▲8,944 人等となっている。 

さらに、2020 年度の正社員就職件数の年度平均を性別にみると、「男性」が前年度比▲ 

19.3％（前年度差 5,732 人）、「女性」が前年度比▲22.0％（前年度差 4,951 人）となってお

り、相対的には、女性への影響がやや大きかった。 

製造業については、2020 年度の下期には外需の回復等により、持ち直しの動きがみられる

産業（電子部品・電子デバイス・電子回路製造業、自動車・同付属品製造業関連等）も一部

あったが、内需への関連が高い産業（食品製造業等）では、2020 年度を通じて厳しい状況が

みられた。また、「卸売業,小売業」「医療,福祉」「宿泊業,飲食サービス業」においても、コ

ロナ禍における影響が強く現れており、企業の事業活動に不透明感・不確実性が広がった中

で、労働需要も減退し、雇入れの判断にも慎重さが増したこと等から、就職件数が伸び悩み、

2020 年度は 498,263 人と、2019 年度の 627,278 件から減少し、年度目標も下回った。 

 

参考：2020 年度の月次でみたハローワークにおける正社員就職件数 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

実績（人） 43,441 33,834 41,602 42,082 38,472 42,835 45,437 41,357 38,523 35,732 41,337 53,611 

前年同月比（％） ▲27.6 ▲40.6 ▲24.4 ▲26.0 ▲22.8 ▲20.7 ▲20.1 ▲17.7 ▲16.3 ▲11.5 ▲10.1 ▲ 2.7 

 

④ マザーズハローワーク事業（重点支援対象者の就職率） 

・ 就職率の動向については、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、求職活動を控える求職

者の増加等により前年同期の水準を下回る期間があるものの、就職率は９割を超える水準で推

移しており、年度目標を上回った。 
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なお、新型コロナウイルス感染症の影響を強く受けた業種は、パート・アルバイトとして就

労する女性の非正規雇用労働者が多いといった状況を反映し、相対的に女性に強い影響が生じ

たが、その後、女性の非正規雇用労働者は、コロナ前に近い水準にまで増加がみられた（2020 年

３月：1,460 万人➡2021 年６月：1,545 万人）。 

 

参考：2020 年度のマザーズハローワーク事業における重点支援対象者の就職率 

 第 1 四半期 第 2 四半期 第 3 四半期 第 4 四半期 年度計 

実績（％） 95.0 93.8 93.7 93.1 93.9 
前年同期差（％pt） ▲0.7 0.4 ▲0.8 1.8 0.1 

 

⑤ 雇用保険受給者の早期再就職割合 

・  分母である「雇用保険受給者資格決定件数」については、前年度比＋12.7％（前年差＋17.2

万人）となっており、また、分子である「早期再就職者数」については、前年度比▲8.2％（前

年差▲4.3 万人）となった。 

2020 年度の有効求職者をみても、前年度比＋9.8％（前年差＋16.8 万人）となっており、年

度末においても高止まりがみられ、早期再就職者数も伸び悩んだが、その背景としては、 

   ● 新型コロナウイルス感染症の影響により、事業の先行きに不透明感・不確実性が高まる中、 

企業では、労働需要の減退がみられるとともに、雇入れの判断に慎重となり、必要な人材を 

厳選する動きがみられたことや、 

   ● 感染状況についても不透明感が非常に高く、予見が困難であり、求職活動を控える動きが

あったとともに、新型コロナウイルス感染症前と比較し、選択肢となる求人数が大きく減少

した中で、求職者が希望する仕事内容や労働条件に合った求人を見つけにくい状況にあった

ことに加え、感染状況が沈静化し、社会経済活動のレベルが引き上がった際に、当該希望求

人が提出されることを期待し、求職活動の本格化を繰り越す動きもみられるといった都道府

県労働からの情報もあり、結果として、求職期間が長期化したこと等が考えられる。 

こうした中で、雇用保険受給者の早期再就職割合は、2020 年度は 31.3％と、2019 年度の

38.4％から低下し、年度目標も下回った。 

  

参考：2020 年度の月次でみた雇用保険受給者の早期再就職割合 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

実績（％） 19.6  23.3  27.8  34.2  37.8  36.3  34.4  41.0 47.2 28.7 28.3 32.1 

前年同月差（％pt） ▲4.0 ▲10.4 ▲16.8 ▲12.7 ▲8.5 ▲2.2 ▲5.0 ▲6.3 ▲6.0 ▲3.0 ▲5.2 ▲4.5 

 

⑥ 就職氷河期世代専門窓口における支援対象者の正社員就職率  

・ 分母である「就職氷河期世代専門窓口を活用された新規求職者」は 12,948 人となっており、

分子である「正社員就職件数」は 2,920 人となった。 

・ ハローワーク（全体）において、フルタイムでの就職を希望される就職氷河期世代の希望職種

は、「事務的職業」「生産工程の職業」などが多い状況にある。総務省「労働力調査」によると、
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例えば、「事務従事者」が働いている産業の特徴について、2021 年７月の構成比をみると、「卸

売業,小売業」が 14.5％と最も高くなっており、次いで、「製造業」が 13.8％、「公務（他に分類

されるものを除く）」が 11.3％、「サービス業（他に分類されないもの）」が 10.8％、「医療,福

祉」が 8.1％となっている。 

  こうした中で、2020 年度の正社員新規求人数の年度平均の前年差を産業別にみると、「前年度

差」については、「製造業」が▲12,045 人と減少幅が最も大きく、次いで、「卸売業,小売業」が

▲11,034 人、「医療,福祉」が▲10,921 人などとなっており、相対的に「事務従事者」が多い産

業において労働需要の減退がみられたことから、前年度との比較は出来ないものの、就職氷河

期世代専門窓口を通じた就職については、厳しい環境にあったと考えられ、こうしたことから、

年度目標を下回った。 

・ しかしながら、令和２年度第三次補正予算では、就職氷河期世代専門窓口を 13 箇所拡充し、

オンラインによる職業相談の試行実施を行うなどの取組等を実施しており、また、相談支援の

過程で御本人の希望等を踏まえ、直ちに正社員を目指すのではなく、まずは有期雇用等可能な

範囲で就職を目指したいといった方にも丁寧な対応を行ったことから、正社員以外も含めた就

職率は 41.2％（※）と、ハローワーク全体を通じた就職率（2020 年度実績：24.6％）よりも、

相対的に高い水準となっており、引き続き、就職氷河期世代専門窓口を活用される求職者の希

望・状況に応じた、きめ細かな支援を実施していく。 

 ※就職氷河期世代専門窓口の就職件数には、ハローワーク以外の求人への応募も含む。 

 

参考：2020 年度の月次就職氷河期世代専門窓口における支援対象者の正社員就職率 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

実績（％） 7.8 14.4 29.6 29.4 30.0 33.8 23.7 18.1 22.7 18.7 24.5 21.6 

※令和２年度からの事業のため、令和元年度の実績は存在しない。 

 

⑦ 求職者支援制度による職業訓練の就職率 

※12月以降の実績については速報値であり、今後修正されうることに留意が必要。 

・  新型コロナウイルス感染症の影響により、非正規雇用労働者等の離職者が増加したことを受

けて、訓練受講の申し込みは増えたものの、感染リスクを避けるため訓練の受講を控える動き

等もみられた。 

・ 新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、先行きの不透明感が強いことから採用を抑制する動

きがみられる中で２月から「コロナ対応ステップアップ相談窓口」を設置し、訓練受講前から訓

練修了後において訓練受講者に対し、指定来所日におけるきめ細かな就職支援を行ってきたこ

とから、把握可能な月である１、２月修了者の就職率をみれば、対前年同月差で上昇に転じてい

る等、持ち直しの兆しもみられるが、年度で見れば感染症の拡大等により、年度目標を下回っ

た。 
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参考：2020 年度の月次でみた求職者支援制度による職業訓練の就職率 

○基礎コース 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 

実績（％） 47.1 50.2 52.9 50.2 54.6 49.8 51.3 54.3 50.4 60.0 60.4 

前年同月差（％pt） ▲10.2 ▲4.5 ▲3.0 ▲7.5 ▲6.4 ▲4.7 ▲12.6 ▲5.9 ▲0.2 0.5 9.9 

○実践コース 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 

実績（％） 56.9 61.4 57.6 59.1 59.6 59.8 56.2 62.2 57.9 66.9 64.7 

前年同月差（％pt） ▲4.6 ▲2.8 ▲6.6 ▲4.7 ▲4.1 ▲2.7 ▲4.3 ▲1.1 ▲6.2 3.0 5.1 

※月次の実績は当該月に訓練コースを終了した者の３カ月後の就職率 

 

⑧ 生活保護受給者等就労自立促進事業の支援対象者の就職率 

・ 2020 年度の実績は 59.0％であり、目標の 66.4％を下回った。新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響を受け、緊急事態宣言時を中心に求職者の就職活動の自粛、地方公共団体にお

ける窓口の臨時閉庁等により支援対象者が減少したものの、７月以降の感染拡大の影響に伴う

離職等によって生活困窮者が増加を続け、支援対象者数はほぼ前年度と同数（対前年度比 0.9％

減）となる中で、募集採用活動の抑制等により応募可能な求人の減少によりマッチングが進ま

ず、就職者数及び就職率が大幅に減少（対前年度比 10.6％減）した。 

なお、個々の求職者の状況等に応じた地方公共団体とのチーム支援等のきめ細かな就職支援

に取り組んだことから、就職率は６月を底として低下幅は縮小傾向となった。 

 

参考：2020 年度の月次でみた施策実績（単位：％） 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

実績（累計） 58.5 55.6 51.6 52.9 52.2 54.2 55.8 57.9 59.3 58.8 58.6 59.0 

前年同月差（％pt） ▲11.4 ▲12.9 ▲15.8 ▲13.6 ▲9.7 ▲8.5 ▲8.3 ▲7.1 ▲6.4 ▲6.5 ▲6.6 ▲6.4 

 

 

施策の達成状況を踏まえた評価及び今後の方針 

① ハローワーク求職者の就職率 

・ 足下では、デルタ株の影響もあり、新規感染者数が増加している中で、今後については、依

然として不透明感・不確実性があるものの、ワクチン接種の更なる進展と感染対策の再徹底と

あわせて、仮に感染症が沈静化し、ペントアップ需要の発生とともに、消費需要の喚起等を通

じて、社会経済活動が回復していけば、労働需要が高まっていくことも期待される。 

  高まった労働需要に対し、求職者の希望内容や経験等を踏まえながら、担当者制によるきめ

細かな職業相談・職業紹介を引き続き実施し、再就職等を促進するため、より一層取り組んで

いく。また、求人者に対しても、必要な人材確保が実現できるよう、求人内容に係る条件緩和
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の働きかけや助言を行う等、労使がマッチングしやすいよう支援していく。 

  さらに、感染状況に応じて、オンラインの活用も含めて、求職者の方の置かれている状況に

応じた、きめ細やかな相談支援等にも取り組んでいく。 

 

②  人材確保対策コーナー設置ハローワークにおける人材不足分野の充足数 

・ 人材確保対策コーナーにおいて支援している「医療,福祉」「建設業」「警備業」「運輸業」な 

どの分野においても、コロナによる影響が強く現れているものの、根本的な人手不足感は高い

状況が続いており、一部の企業では求人を提出する動きが続いているといった情報等もあり、

引き続き、人材確保対策コーナーを通じた丁寧な支援を実施していく。 

特に、医療・福祉分野等については、医療福祉分野の求人取扱件数の多いハローワークにお

ける体制強化等により、未充足求人のフォローアップの徹底や有資格者への求人情報の提供

等、マッチング支援の強化を図る。 

 

③ ハローワークにおける正社員就職件数 

・ 直近の令和３年７月の正社員有効求人倍率は 0.94 倍となっており、持ち直しの動きが続い

ている。同月の正社員有効求人数についても、令和２年３月とおおむね同水準まで戻ってきて

おり、このような労働需要を正社員希望求職者とマッチングさせていくことが重要である。 

  このため、希望内容や経験等を踏まえた求人情報の積極的な提供、応募書類の作成の助言・

指導、担当者制によるきめ細かな支援などを行うとともに、求人者に対しては、求人内容の見

直し、条件緩和の働きかけ、求人開拓の推進などにより、求職者のニーズにあった正社員求人

の確保を図っていく。  

 

④ マザーズハローワーク事業（重点支援対象者の就職率） 

・ 直近の令和３年７月では、デルタ株による新規感染者数の増加がみられる中で、パート・ア

ルバイトは再度減少しており、引き続き適切な支援が必要である。このため、子育て中の女性

等への支援はより一層重要であり、個々の求職者のニーズに応じた担当者制による一貫したき

め細かな職業相談・職業紹介、子育て中の女性等が仕事と家庭の両立を図りやすい求人の確保

等に取り組んでいく。 

 

⑤ 雇用保険受給者の早期再就職割合 

・ 足下では、デルタ株の影響もあり、新規感染者数が増加している中で、今後については、依

然として不透明感・不確実性があるものの、ワクチン接種の更なる進展と感染対策の再徹底と

あわせて、仮に感染症が沈静化し、ペントアップ需要の発生とともに、消費需要の喚起等を通

じて、社会経済活動が回復していけば、労働需要が高まっていくことも期待される。 

   高まった労働需要に対し、求職者の希望内容や経験等を踏まえながら、担当者制によるきめ

細かな職業相談・職業紹介を引き続き実施し、早期の再就職等を促進するため、より一層取り

組んでいく。また、求人者に対しても、必要な人材確保が実現できるよう、求人内容に係る条

件緩和の働きかけや助言を行う等、労使がマッチングしやすいよう支援していく。 
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   さらに、感染状況に応じて、オンラインの活用も含めて、求職者の方の置かれている状況に

応じた、きめ細やかな相談支援等にも取り組んでいく。 

 

⑥ 就職氷河期世代専門窓口における支援対象者の正社員就職率 

・ 就職氷河期世代の方々の課題は、新型コロナウイルス感染症の影響下にあっても、社会全体

で受けとめるべき重要なものであり、より厳しい状況となることを防ぐため、引き続き着実に

支援を実施することが求められる。このため、窓口担当者のノウハウの共有、好事例の横展開

等を通じ、多様な状況にある就職氷河期世代の方々への就職支援に、より一層取り組んでいく。 

 

⑦ 求職者支援制度による職業訓練の就職率 

・ 引き続き、訓練受講者の個々の状況に応じてキャリアコンサルティングを実施するなど、き

め細やかな就職支援に取り組む。また、対象者層の多くが利用するわかものハローワークやマ

ザーズハローワークにおいて制度の周知を行い、訓練が必要な者に対し、受講をあっせんする。

それらを通じて、訓練開始前から訓練期間中、訓練修了後まで一貫してハローワークが早期の

就職を支援していく。 

  あわせて、新型コロナウイルスの影響で離職した方、休業中の方やシフト制で働く方などに

対し、職業訓練の情報提供や受講斡旋、職業訓練の成果を踏まえた就職支援などをワンストッ

プかつ個別・伴走型で提供する。 

 

⑧ 生活保護受給者等就労自立促進事業の支援対象者の就職率 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う離職等により生活困窮者が増加している中で、早期

に就労による自立を促進することが重要である。このため、地方公共団体の福祉担当と緊密に

連携し、支援対象者を着実に就職に結びつけていくための支援に取り組むとともに、特に新型

コロナウイルス感染症の影響等により増加している生活困窮者等に対する就労支援に集中的

に取り組んでいく。 

 

分科会委員の意見 
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２．成長分野等への人材移動  

項目 2018 年度 

実績 

2019 年度 

実績 

 

2020 年度 

目標 

2020 年度 

中間評価実績 

（４～10 月) 

2020 年度 

実績 

⑨ 労働移動支援助成金（再就職支

援コース（旧再就職支援奨励

金））による再就職者に係る早期

再就職割合（※１） 

70.3％ 63.2％ 63.0％ 60.7％ 67.7％ 

⑩ 労働移動支援助成金（再就職支援

コース（旧再就職支援奨励金））に

よる再就職者のうち、雇用形態が

フルタイム労働者（期間の定めな

し）である者の割合（※２） 

75.2％ 63.9％ 70.0％ 71.4％ 76.9％ 

⑪ 産業雇用安定センターによる出

向・移籍の成立率（※３） 
68.1％ 63.1％ 67.0％ 56.3％ 60.9% 

（備考） 

※１ 労働移動支援助成金（再就職支援コース）による再就職者に係る早期再就職者の割合：67.7％

（44 人／65 人：３か月以内に再就職した者／９か月（45 歳未満は６か月）以内に再就職した者） 

※２ 労働移動支援助成金（再就職支援コース）による再就職者のうち、雇用形態がフルタイム

労働者（期間の定めなし）である者の割合：76.9％（50 人／65 人：雇用形態がフルタイム労働

者（期間の定めなし）である者／再就職者） 

※３ 産業雇用安定センターによる出向・移籍の成立率：60.9％（9,052 件／14,853 件（成立件数

／送出件数）） 

2020 年度目標設定における考え方 

⑨ 労働移動支援助成金（再就職支援コース）による再就職者に係る早期再就職割合 

・ 過去３年間（2017～2019 年度）の平均実績（62.9％）等を踏まえ、63％に設定。 

※「早期再就職割合」とは、支給対象者（離職後９か月（45 歳未満の者は６か月）以内に再就

職した者）のうち、３か月以内に再就職した者の割合をいう。 

 

⑩ 労働移動支援助成金（再就職支援コース）による再就職者のうち、雇用形態がフルタイム労働者

（期間の定めなし）である者の割合 

・ 過去３年度分の実績を踏まえ、70％以上に設定した。 

 

⑪ 産業雇用安定センターによる出向・移籍の成立率 

・ 出向・移籍の成立率は、雇用情勢の変化や、出向・移籍が困難な異業種間移動の占める割合

により変動するため、目標値の設定に当たっては過去３年間の実績の平均値（66.9％）を踏ま

えることとし、67.0％に設定。 
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施策実施状況 

（2020 年度に実施した主な取組） 

⑨ 労働移動支援助成金（再就職支援コース）による再就職者に係る早期再就職割合 

⑩ 労働移動支援助成金（再就職支援コース）による再就職者のうち、雇用形態がフルタイム労働者

（期間の定めなし）である者の割合 

・ 申請書の記載例やＱ＆Ａを掲載したガイドブックによる周知。 

・ 再就職援助計画対象労働者を対象とした早期再就職の促進に向けたリーフレットの作成。 

 

⑪ 産業雇用安定センターによる出向・移籍の成立率 

・ 人材の受入れ情報収集等のための企業訪問 104,266 件（2020 年４月～2021 年３月） 

・ キャリアコンサルティングの実施、個々の労働者の出向・移籍に当たっての課題把握、支援

メニューの策定、必要に応じた各種講習・訓練の実施。 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、一時的に雇用過剰となった企業と人手不足の企業

との間で在籍型出向制度を利用したマッチングの実施。 

2020 年度施策実施状況に係る分析 

※2020 年度における各月のハローワーク等稼働日数は以下の通りとなっており、対前年同月（期）での実績の動

向を評価する際は、稼働日数の要因も含まれることに留意が必要。 

 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

稼働日数（日） 21 21 18 22 21 20 20 22 19 20 19 18 23 

前年同月差 ＋１ ＋１ ▲１ ＋２ ▲１ ▲１ ＋１ ＋１ ▲１ ±０ ＋２ ±０ ＋２ 

 

⑨ 労働移動支援助成金（再就職支援コース）による再就職者に係る早期再就職割合 

・ コロナ禍では、感染拡大防止のために社会経済活動を大きく抑制することが求められた一方

で、人口減少社会における労働供給制約を抱える中、企業における潜在的な人手不足感が高い

状況が継続し、雇用維持への支援ニーズが急激に高まったことから、前例にない雇用調整助成

金の特例措置等を講じてきたこともあり、企業からの送出件数は大幅に減少した。 

また、新たに送出された労働者については、社会経済活動が鈍化した中、企業が採用活動に

慎重になる動きがみられ、再就職に要する期間が長期化したことなどから、早期再就職割合は

前年と同等の水準となった。 

 

⑩ 労働移動支援助成金（再就職支援コース）による再就職者のうち、雇用形態がフルタイム労働者

（期間の定めなし）である者の割合 

・ コロナ禍では、感染拡大防止のために社会経済活動を大きく抑制することが求められた一方

で、人口減少社会における労働供給制約を抱える中、企業における潜在的な人手不足感が高い

状況が継続し、雇用維持への支援ニーズが急激に高まったことから、前例にない雇用調整助成

金の特例措置等を講じてきたこともあり、企業からの送出件数は大幅に減少した。 

そうした中、新たに送出された労働者については、比較的無期雇用フルタイム労働者として
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再就職する割合が高い「離職前の雇用形態が無期雇用フルタイム労働者であった者」が再就職

支援コースの対象となる再就職者に占める割合が上昇したことなどにより、総じてみれば、前

年同期を上回る水準となった。 

 

⑪ 産業雇用安定センターによる出向・移籍の成立率 

・ 緊急事態宣言下の４・５月は、分子である出向・移籍の成立件数の減少幅が分母である送出

情報件数の減少幅よりも小さかったことにより、成立率は前年同月を上回った。その後、新型

コロナウイルス感染症の影響により一時的に雇用過剰となった企業の雇用維持を支援するた

め、人手不足の企業等との間で在籍型出向制度を活用する場合の出向マッチングなどの施策を

講じた。 

この結果、一時的に雇用過剰となった企業からの送出が増加したことで、分母である送出情

報件数の対前年同月でみた増加幅が分子である成立件数の増加幅を上回る水準で推移したこ

とから、６月～９月の出向・移籍の成立率は前年同月を下回る傾向となった。その後、10、11

月は前年同月を上回る水準で推移していたものの、令和３年１月の緊急事態宣言発令以降、特

に３月は前年同月を大きく下回り、総じてみれば、2020 年度は 60.9％と、2019 年度の 63.1％

から低下し、年度目標も下回る形となった。 

 

参考：２０２０年度の月次でみた産業雇用安定センターによる出向・移籍の成立率 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

実績（％） 57.8 53.7 50.1 50,5 53.1 63.9 62.3 72.6 71.6 58.4 67.4 60.0 

前年同月差（％pt） 6.5 4.8 ▲14.0 1.6 ▲7.2 ▲15.0 1.9 10.7 ▲9.0 ▲8.5 ▲6.7 ▲21.2 

 

 

施策の達成状況を踏まえた評価及び今後の方針 

⑨ 労働移動支援助成金（再就職支援コース）による再就職者に係る早期再就職割合 

・ 新型コロナウイルス感染症による雇用への影響が長期化する中で、これまで就業経験のない新

たな分野への円滑な労働移動を望む求職者には、早期に再就職を実現するための支援に取り組

んでいくことが必要である。このため、労働移動支援助成金（再就職支援コース）における早期

再就職が実現した際の助成額の優遇等について周知に努めるとともに、こうした制度等を活用

した支援を行っていくことで、早期再就職の後押しに取り組んでいく。 

 

⑩ 労働移動支援助成金（再就職支援コース）による再就職者のうち、雇用形態がフルタイム労働者

（期間の定めなし）である者の割合 

・ 新型コロナウイルス感染症による雇用への影響が長期化する中で、これまで就業経験のない

新たな分野への円滑な労働移動を望む求職者には、早期に再就職を実現するための支援に取り

組んでいくことが必要である。このため、労働移動支援助成金（再就職支援コース）における無

期雇用フルタイム労働者による採用等が実現した際の助成額の優遇等について周知に努めると
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ともに、こうした制度等を活用した支援を行っていくことで、安定的な雇用による再就職に繋

がるよう取り組む。 

 

⑪ 産業雇用安定センターによる出向・移籍の成立率 

・ 新型コロナウイルス感染症による雇用への影響が長期化する中で、一時的に雇用過剰となっ

た企業と人手不足の企業との間で在籍型出向制度を利用したマッチングの支援により一層取

り組んでいくことが必要である。 

このため、 受入企業情報の収集や開拓に努めるとともに、キャリアコンサルティグを通じた

丁寧な職業相談を行う。 

また、新設された産業雇用安定助成金の活用を受入企業及び送出企業に促すことなどによ

り、在籍型出向を活用した雇用維持への支援に取り組んでいく。 

 

分科会委員の意見 
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３．高齢者・外国人の就労促進  

項目 2018 年度 

実績 

2019 年度 

実績 

 

2020 年度 

目標 

2020 年度 

中間評価実績 

（４～10 月） 

2020 年度 

実績 

⑫ 生涯現役支援窓口で

のチーム支援による

就職率  

55～64 歳 

79.6％ 

65 歳以上 

69.5％ 

概ね 60～64 歳 

80.0％ 

65 歳以上 

73.9％ 

概ね 60～64 歳 

76.3％ 

65 歳以上 

67.9％ 

概ね 60～64 歳 

77.8％ 

65 歳以上 

74.6％ 

概ね 60～64 歳 

78.4％ 

65 歳以上 

75.7％ 

⑬ シルバー人材センタ

ーにおける会員の就

業数 

69,770,994 人日 68,489,650 人日 68,000,000 人日 38,209,939 人日 63,410,842 人日 

⑭ 外国人雇用サービス

センター等を経由し

た外国人求職者の就

職件数 

2,293 件 

定住外国人等 

12,400 件 

留学生 

2,935 件 

定住外国人等 

12,400 件 

留学生 

2,900 件 

定住外国人等 

7,449 件 

留学生 

1,031 件 

定住外国人等 

12,591 件 

留学生 

2,265 件 

2020 年度目標設定における考え方 

⑫ 生涯現役支援窓口でのチーム支援による就職率 

・ おおむね 60～64 歳及び 65 歳以上の就職率について、過去の実績を踏まえそれぞれ 76.3％、

67.9％に設定。 

 

⑬ シルバー人材センターにおける会員の就業数 

・ 過去３年間の平均増加率を踏まえ、6千 8百万人日に設定。 

 

⑭ 外国人雇用サービスセンター等を経由した外国人求職者の就職件数 

・ 定住外国人等の就職件数は、直近の実績を考慮し、12,400 件に設定。 

・ 留学生の就職件数は、直近の実績を考慮し、2,900 件に設定。 

施策実施状況 

（2020 年度に実施している主な取組） 

⑫ 生涯現役支援窓口でのチーム支援による就職率 

・ 2020 年度は、生涯現役支援窓口を全国主要なハローワークに 60 箇所増設（240→300）し、

高年齢求職者に対して支援チームによる職業相談・職業紹介や職業生活の再設計に係る就労支

援等を総合的に実施した。 

 

⑬ シルバー人材センターにおける会員の就業数 

・ 現役世代の下支えや人手不足で悩む企業に対して、シルバー人材センターの高齢者に就業機

会を提供する「高齢者活用・現役世代雇用サポート事業」の実施により、就業機会を拡大する

取組を実施するとともに令和２年度第三次補正予算において、「新型コロナウイルス感染症の
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影響による「新たな日常」の下で、必要な感染症防止対策や十分な就業機会の確保と創出」を

措置し、新型コロナウイルス感染症の影響による就業の中断、または縮小廃止に対応するため、

「新たな日常」の下で、必要な感染症防止対策を講じつつ、十分な就業機会の確保と創出を行

うための取組を実施した。 

 

⑭ 外国人雇用サービスセンター等を経由した外国人求職者の就職件数 

・ 定住外国人等については、補正予算において、職業相談員を増員し、離職を余儀なくされた

外国人求職者等の早期再就職に向けた相談支援等を実施するとともに、通訳の増員や多言語音

声翻訳機器の追加配付により、多言語相談支援体制を強化した。 

・ 留学生については、外国人雇用サービスセンター等が就職セミナー等を実施するに当たっ

て、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、オンラインによる実施も検討しながら、実施

可能な範囲内で、就職セミナー（254 回）やインターンシップ（77 社、187 人）、企業面接会

（14 回）を実施した。 

 

2020 年度施策実施状況に係る分析 

※2020 年度における各月のハローワーク等稼働日数は以下の通りとなっており、対前年同月（期）での実績の動

向を評価する際は、稼働日数の要因も含まれることに留意が必要である。 

 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

稼働日数（日） 21 21 18 22 21 20 20 22 19 20 19 18 23 

前年同月差 ＋１ ＋１ ▲１ ＋２ ▲１ ▲１ ＋１ ＋１ ▲１ ±０ ＋２ ±０ ＋２ 

 

⑫  生涯現役支援窓口でのチーム支援による就職率 

・ 2020 年度の実績は、おおむね 60～64 歳の就職率は 78.4％（目標 76.3％）、65 歳以上の就職

率は 75.7％（目標 67.9％）と目標を共に上回った。 

これは、コロナ禍においても熱心に求職活動を行う高齢求職者に対して支援チームによる職

業相談・職業紹介や職業生活の再設計に係る就労支援等を総合的に実施したためであると考え

られる。 

 

参考：2020 年度の月次でみた生涯現役支援窓口でのチーム支援による就職率（おおむね 60～64 歳の就職率） 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

実績（％） 78.5 69.0 75.2 79.6 80.2 81.9 79.4 80.2 80.5 73.3 76.2 85.4 

前年同月差（％pt） 3.4 ▲3.6 ▲2.1 ▲6.0 1.9 ▲1.0 ▲4.0 1.0 ▲2.5 ▲2.1 ▲4.0 ▲2.9 

 

参考：2020 年度の月次でみた生涯現役支援窓口でのチーム支援による就職率（65 歳以上の就職率） 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

実績（％） 70.4 64.7 71.7 77.5 79.3 79.2 77.5 81.5 83.0 72.6 71.8 76.8 

前年同月差（％pt） 7.3 ▲1.6 ▲1.0 ▲1.2 2.0 1.3 1.1 3.9 3.2 6.3 ▲3.2 ▲0.2 
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⑬ シルバー人材センターにおける会員の就業数 

・ シルバー人材センターにおける会員の就業数は、新型コロナウイルス感染症の影響により、

感染防止のため社会経済活動が抑制される中で、特に高齢者は感染を忌避し、活動を控えたこ

と、発注者側にも需要の低下があったと考えられることから、会員数、受注件数が対前年度比

で減少したため、年度目標を下回った。 

 

参考：2020 年度の月次でみたシルバー人材センターにおける会員の就業数（単位：人日） 

 ３月 ４・５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

実績 5,059,811 9,232,503 5,782,101 5,819,283 5,582,337 5,735,223 

前年同月比（％） ▲6.6 ▲18.4 ▲5.1 ▲10.7 ▲4.0 ▲6.9 

 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

実績 6,058,492 5,689,404 5,336,767 4,500,855 4,506,387 5,167,490 

前年同月比（％） ▲2.2 ▲6.6 ▲4.0 ▲7.2 ▲7.7 1.1 

※４月末の実績は把握していない。４・５月の数値は５月末の累計となる。 

 

⑭ 外国人雇用サービスセンター等を経由した外国人求職者の就職件数 

・ 外国人雇用サービスセンター等を経由した定住外国人等の就職件数は、４月から６月にかけ

て緊急事態宣言の影響等により、前年同月を下回ったものの、７月以降持ち直し、前年度を上

回る実績となった。新型コロナウイルス感染症の影響等により雇用情勢に厳しさがみられる中

増加した外国人新規求職者に対し、外国人雇用サービスコーナー等において積極的に就職支援

に取り組んだことによるものと考えられる。 

・ 外国人雇用サービスセンター等を経由した留学生の就職件数は、令和２年３月卒業の既卒者

に対する粘り強い就職支援等により、４月から９月にかけて前年同期を上回って推移した一方

で、10 月以降は前年同月を下回った。新型コロナウイルス感染症の影響等により、企業の採用

計画の見直しや、採用活動の後ろ倒しなどの影響があったものと考えられる。 

 

参考：2020 年度の月次でみた外国人雇用サービスセンター等を経由した外国人求職者の就職件数（単位：件） 

《定住外国人等》 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

実績（件数） 715 640 1,084 1,201 1,202 1,256 1,351 1,185 977 932 981 1,067 

前年同月比（％） ▲27.5 ▲36.1 ▲0.3 ＋8.7 ＋22.4 ＋15.2 ＋17.6 ＋4.9 ＋2.8 ＋7.2 ▲0.9 ＋5.6 

《留学生》 

 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

実績（件数） 118 141 137 239 123 143 130 232 153 153 239 457 

前年同月比（％） ＋49.4 ＋9.3 ＋20.2 +129.8 ＋9.8 ＋2.1 ▲47.8 ＋26.8 ▲74.3 ▲17.3 ▲17.3 ▲39.6 
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施策の達成状況を踏まえた評価及び今後の方針 

⑫ 生涯現役支援窓口でのチーム支援による就職率 

・ コロナ禍で雇用情勢の先行きが不透明な中であっても、支援チームによるきめ細かな職業相

談・職業紹介や職業生活の再設計に係る就労支援等に引き続き取り組むことで、１人でも多く

の高齢者の就労実現に努める。 

 

⑬  シルバー人材センターにおける会員の就業数 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、会員数、受注件数が対前年度比で減少したため目

標達成に至らなかったところである。今後は、令和２年度第三次補正予算において措置し、令

和３年度への繰越を行った「新型コロナウイルス感染症の影響による「新たな日常」の下で、

必要な感染症防止対策や十分な就業機会の確保と創出」の予算を活用し、引き続き新型コロナ

ウイルス感染症の影響に対応するため、「新たな日常」の下で、リモート環境の整備等必要な

感染症防止対策を講じつつ、十分な就業機会の確保と創出を行うための取組を実施する。 

 

⑭ 外国人雇用サービスセンター等を経由した外国人求職者の就職件数 

・ 定住外国人等について、引き続き、新型コロナウイルス感染症等の雇用情勢への影響を注視

しながら、専門相談員による外国人求職者の個々の状況に応じたきめ細かな相談支援を行うと

ともに、外国人が応募しやすい求人の開拓や改善等を実施することにより、更なる就職支援に

取り組んでいく。 

・ 留学生について、引き続き、新型コロナウイルス感染症等の雇用情勢への影響を注視しなが

ら、ハローワークと大学等の担当者との連携を強化し、留学早期からその後の就職・定着まで

の一貫した支援を実施するとともに、企業面接会等を通じて就職の機会をより一層提供できる

ように取り組んでいく。 

 

 

分科会委員の意見 
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2020 年度 職業安定分科会における年度目標の評価等について（案） 

 

職業安定分科会において設定した2020年度の年度目標に対する評価、そして、

新型コロナウイルス感染症の影響等も踏まえた今後の対応方針は、以下のとお

りである。 

  

１．ハローワークにおける職業紹介・人材確保等  

 

①  ハローワーク求職者の就職率について  

就職率の分母である「新規求職者数」については、新型コロナウイルス

の感染状況に影響を受けた動きがみられ、例えば、感染拡大の時期には罹

患防止のために来所を控える動きが生じ、また、感染の沈静化により社会

経済活動のレベルが引き上がった時期には求職活動を再開する動き等もみ

られたが、総じてみれば、前者の要因がやや強く、年度平均の前年比は▲

1.8％（年度平均の前年差：▲7,253 件）となった。 

就職率の分子である「就職件数」についても、新型コロナウイルスの感

染状況に影響を受けた動きがみられ、特に、2020 年４月には緊急事態宣言

が発令され、社会経済活動に幅広く自粛が求められた時期には、大きな減

少がみられた（４月：前月比▲21.0％、５月：前月比▲12.9％）。 

足下では、デルタ株の影響もあり、新規感染者数が増加している中で、

今後については、依然として不透明感・不確実性があるものの、ワクチン

接種の更なる進展と感染対策の再徹底とあわせて、仮に感染症が沈静化し、

ペントアップ需要の発生とともに、消費需要の喚起等を通じて、社会経済

活動が回復していけば、労働需要が高まっていくことも期待される。 

高まった労働需要に対し、求職者の希望内容や経験等を踏まえながら、

担当者制によるきめ細かな職業相談・職業紹介を引き続き実施し、再就職

等を促進するため、より一層取り組んでいくべきである。また、求人者に

対しても、必要な人材確保が実現できるよう、求人内容に係る条件緩和の

働きかけや助言を行う等、労使がマッチングしやすいよう支援していくべ

きである。 

  さらに、感染状況に応じて、オンラインの活用も含めて、求職者の方の

置かれている状況に応じた、きめ細やかな相談支援等にも取り組んでいく

べきである。 
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② 人材確保対策コーナー設置ハローワークにおける人手不足分野の充足数

について 

   人材確保対策コーナーにおいて支援している「医療,福祉」「建設業」「警

備業」「運輸業」などの分野においても、コロナ禍における影響が強く現れ

ており、都道府県労働局によれば、例えば、「医療,福祉」では感染拡大を防

止するために通所サービスを休業する動き等がみられるといった情報、「警

備業」ではイベント自粛に伴い警備員への需要が減退しているといった情

報、「運輸業」では巣ごもり需要に伴う配送ニーズはあるが、観光産業が厳

しい状況にある中で、タクシー・バス等の業種では厳しさがみられるといっ

た情報もあり、企業の事業活動に不透明感・不確実性が広がった中で、労働

需要も減退し、採用活動にも慎重さが増したこと等から、充足数が伸び悩み、

2020 年度は 133,371 件（103 箇所）と、2019 年度の 145,434 件（94 箇所）

から減少し、年度目標も下回った。 

   人材確保対策コーナーにおいて支援している「医療,福祉」「建設業」「警

備業」「運輸業」などの分野においても、コロナによる影響が強く現れてい

るものの、根本的な人手不足感は高い状況が続いており、一部の企業では求

人を提出する動きが続いているといった情報等もあり、引き続き、人材確保

対策コーナーを通じた丁寧な支援を実施していくべきである。 

特に、医療・福祉分野等については、医療福祉分野の求人取扱件数の多い

ハローワークにおける体制強化等により、未充足求人のフォローアップの徹

底や有資格者への求人情報の提供等、マッチング支援の強化を図るべきであ

る。 

 

③ ハローワークにおける正社員就職件数について  

2020 年度の正社員有効求人倍率は、令和２年４月に 0.99 倍と１倍を下回

り、その後、低下が続き、同年 12 月には 0.77 倍にまで低下した。年度末の

令和３年３月には、0.84 倍まで持ち直したが、依然として１倍を下回る水準

が続いていた状況にあった。 

こうした中、2020年度の正社員新規求人数の年度平均を産業別にみると、

「構成比」については、「医療,福祉」が 25.6％と最も高くなっており、次い

で、「建設業」が 18.5％、「卸売業,小売業」が 11.2％、「製造業」が 10.5％、

「サービス業（他に分類されない）」が 7.9％、「運輸業,郵便業」が 7.5％等

となっている。また、「前年度差」については、「製造業」が▲12,045 人と減

少幅が最も大きく、次いで、「卸売業,小売業」が▲11,034 人、「医療,福祉」

が▲10,921 人、「宿泊業,飲食サービス業」が▲8,944 人等となっている。 

さらに、2020 年度の正社員就職件数の年度平均を性別にみると、「男性」
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が前年度比▲ 19.3％（前年度差 5,732 人）、「女性」が前年度比▲22.0％（前

年度差 4,951 人）となっており、相対的には、女性への影響がやや大きかっ

た。 

製造業については、2020 年度の下期には外需の回復等により、持ち直しの

動きがみられる産業（電子部品・電子デバイス・電子回路製造業、自動車・

同付属品製造業関連等）も一部あったが、内需への関連が高い産業（食品製

造業等）では、2020 年度を通じて厳しい状況がみられた。また、「卸売業,小

売業」「医療,福祉」「宿泊業,飲食サービス業」においても、コロナ禍におけ

る影響が強く現れており、企業の事業活動に不透明感・不確実性が広がった

中で、労働需要も減退し、雇入れの判断にも慎重さが増したこと等から、就

職件数が伸び悩み、2020 年度は 498,263 人と、2019 年度の 627,278 件から

減少し、年度目標も下回った。 

直近の令和３年７月の正社員有効求人倍率は 0.94 倍となっており、持ち

直しの動きが続いている。同月の正社員有効求人数についても、令和２年３

月とおおむね同水準まで戻ってきており、このような労働需要を正社員希望

求職者とマッチングさせていくことが重要である。 

このため、希望内容や経験等を踏まえた求人情報の積極的な提供、応募書

類の作成の助言・指導、担当者制によるきめ細かな支援などを行うとともに、

求人者に対しては、求人内容の見直し、条件緩和の働きかけ、求人開拓の推

進などにより、求職者のニーズにあった正社員求人の確保を図るべきである。 

 

④ マザーズハローワーク事業（重点支援対象者の就職率）について  

  就職率の動向については、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、求職

活動を控える求職者の増加等により前年同期の水準を下回る期間があるも

のの、就職率は９割を超える水準で推移しており、年度目標を上回った。 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響を強く受けた業種は、パート・

アルバイトとして就労する女性の非正規雇用労働者が多いといった状況を

反映し、相対的に女性に強い影響が生じたが、その後、女性の非正規雇用労

働者は、コロナ前に近い水準にまで増加がみられた（2020 年３月：1,460 万

人➡2021 年６月：1,545 万人）。 

直近の令和３年７月では、デルタ株による新規感染者数の増加がみられる

中で、パート・アルバイトは再度減少しており、引き続き適切な支援が必要

である。このため、子育て中の女性等への支援はより一層重要であり、個々

の求職者のニーズに応じた担当者制による一貫したきめ細かな職業相談・職

業紹介、子育て中の女性等が仕事と家庭の両立を図りやすい求人の確保等に

取り組むべきである。 
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⑤ 雇用保険受給者の早期再就職割合について  

分母である「雇用保険受給者資格決定件数」については、前年度比＋12.7％

（前年差＋17.2 万人）となっており、また、分子である「早期再就職者数」

については、前年度比▲8.2％（前年差▲4.3 万人）となった。 

2020 年度の有効求職者をみても、前年度比＋9.8％（前年差＋16.8 万人）

となっており、年度末においても高止まりがみられ、早期再就職者数も伸び

悩んだ。 

こうした中で、雇用保険受給者の早期再就職割合は、2020 年度は 31.3％

と、2019 年度の 38.4％から低下し、年度目標も下回った。 

  足下では、デルタ株の影響もあり、新規感染者数が増加している中で、今

後については、依然として不透明感・不確実性があるものの、ワクチン接種

の更なる進展と感染対策の再徹底とあわせて、仮に感染症が沈静化し、ペン

トアップ需要の発生とともに、消費需要の喚起等を通じて、社会経済活動が

回復していけば、労働需要が高まっていくことも期待される。 

   高まった労働需要に対し、求職者の希望内容や経験等を踏まえながら、

担当者制によるきめ細かな職業相談・職業紹介を引き続き実施し、早期の再

就職等を促進するため、より一層取り組むべきである。また、求人者に対し

ても、必要な人材確保が実現できるよう、求人内容に係る条件緩和の働きか

けや助言を行う等、労使がマッチングしやすいよう支援していくべきである。 

   さらに、感染状況に応じて、オンラインの活用も含めて、求職者の方の

置かれている状況に応じた、きめ細やかな相談支援等にも取り組むべきであ

る。 

 

⑥ 就職氷河期世代専門窓口における支援対象者の正社員就職率 

分母である「就職氷河期世代専門窓口を活用された新規求職者」は 12,948

人となっており、分子である「正社員就職件数」は 2,920 人となった。 

ハローワーク（全体）において、フルタイムでの就職を希望される就職氷

河期世代の希望職種は、「事務的職業」「生産工程の職業」などが多い状況に

ある。総務省「労働力調査」によると、例えば、「事務従事者」が働いている

産業の特徴について、2021 年７月の構成比をみると、「卸売業,小売業」が

14.5％と最も高くなっており、次いで、「製造業」が 13.8％、「公務（他に分

類されるものを除く）」が 11.3％、「サービス業（他に分類されないもの）」

が 10.8％、「医療,福祉」が 8.1％となっている。 

  こうした中で、2020 年度の正社員新規求人数の年度平均の前年差を産業

別にみると、「前年度差」については、「製造業」が▲12,045 人と減少幅が最

も大きく、次いで、「卸売業,小売業」が▲11,034 人、「医療,福祉」が▲10,921
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人などとなっており、相対的に「事務従事者」が多い産業において労働需要

の減退がみられたことから、前年度との比較は出来ないものの、就職氷河期

世代専門窓口を通じた就職については、厳しい環境にあったと考えられ、こ

うしたことから、年度目標を下回った。 

就職氷河期世代の方々の課題は、新型コロナウイルス感染症の影響下にあ

っても、社会全体で受けとめるべき重要なものであり、より厳しい状況とな

ることを防ぐため、引き続き着実に支援を実施することが求められる。この

ため、窓口担当者のノウハウの共有、好事例の横展開等を通じ、多様な状況

にある就職氷河期世代の方々への就職支援に、より一層取り組むべきである。 

 

⑦ 求職者支援制度による職業訓練の就職率 

新型コロナウイルス感染症の影響により、非正規雇用労働者等の離職者が

増加したことを受けて、訓練受講の申し込みは増えたものの、感染リスクを

避けるため訓練の受講を控える動き等もみられた。 

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、先行きの不透明感が強いことから

採用を抑制する動きがみられる中で２月から 「コロナ対応ステップアップ

相談窓口」を設置し、訓練受講前から訓練修了後において訓練受講者に対し、

指定来所日におけるきめ細かな就職支援を行ってきたことから、把握可能な

月である１、２月修了者の就職率をみれば、対前年同月差で上昇に転じてい

る等、持ち直しの兆しもみられるが、年度で見れば感染症の拡大等により、

年度目標を下回った。 

引き続き、訓練受講者の個々の状況に応じてキャリアコンサルティングを

実施するなど、きめ細やかな就職支援に取り組む。また、対象者層の多くが

利用するわかものハローワークやマザーズハローワークにおいて制度の周

知を行い、訓練が必要な者に対し、受講をあっせんする。それらを通じて、

訓練開始前から訓練期間中、訓練修了後まで一貫してハローワークが早期の

就職を支援していくべきである。 

あわせて、新型コロナウイルスの影響で離職した方、休業中の方やシフト

制で働く方などに対し、職業訓練の情報提供や受講斡旋、職業訓練の成果を

踏まえた就職支援などをワンストップかつ個別・伴走型で提供するべきであ

る。 

 

⑧ 生活保護受給者等就労自立促進事業の支援対象者の就職率 

2020 年度の実績は 59.0％であり、目標の 66.4％を下回った。新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大の影響を受け、緊急事態宣言時を中心に求職者の

就職活動の自粛、地方公共団体における窓口の臨時閉庁等により支援対象者
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が減少したものの、７月以降の感染拡大の影響に伴う離職等によって生活困

窮者が増加を続け、支援対象者数はほぼ前年度と同数（対前年度比0.9％減）

となる中で、募集採用活動の抑制等により応募可能な求人の減少によりマッ

チングが進まず、就職者数及び就職率が大幅に減少（対前年度比 10.6％減）

した。 

なお、個々の求職者の状況等に応じた地方公共団体とのチーム支援等のき

め細かな就職支援に取り組んだことから、就職率は６月を底として低下幅は

縮小傾向となった。 

  新型コロナウイルス感染症の影響に伴う離職等により生活困窮者が増加

している中で、早期に就労による自立を促進することが重要である。このた

め、地方公共団体の福祉担当と緊密に連携し、支援対象者を着実に就職に結

びつけていくための支援に取り組むとともに、特に新型コロナウイルス感染

症の影響等により増加している生活困窮者等に対する就労支援に集中的に

取り組むべきである。 

 

２．成長分野等への人材移動  

  

 ⑨ 労働移動支援助成金（再就職支援コース）による再就職者に係る早期再就

職割合について 

コロナ禍では、感染拡大防止のために社会経済活動を大きく抑制するこ

とが求められた一方で、人口減少社会における労働供給制約を抱える中、企

業における潜在的な人手不足感が高い状況が継続し、雇用維持への支援ニー

ズが急激に高まったことから、前例にない雇用調整助成金の特例措置等を講

じてきたこともあり、企業からの送出件数は大幅に減少した。 

また、新たに送出された労働者については、社会経済活動が鈍化した中、

企業が採用活動に慎重になる動きがみられ、再就職に要する期間が長期化し

たことなどから、早期再就職割合は前年と同等の水準となった。 

新型コロナウイルス感染症による雇用への影響が長期化する中で、これ

まで就業経験のない新たな分野への円滑な労働移動を望む求職者には、早期

に再就職を実現するための支援に取り組んでいくことが必要である。このた

め、労働移動支援助成金（再就職支援コース）における早期再就職が実現し

た際の助成額の優遇等について周知に努めるとともに、こうした制度等を活

用した支援を行っていくことで、早期再就職の後押しに取り組むべきである。 

 

⑩労働移動支援助成金（再就職支援コース）による再就職者のうち、雇用形 

態がフルタイム労働者（期間の定めなし）である者の割合について 
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コロナ禍では、感染拡大防止のために社会経済活動を大きく抑制すること

が求められた一方で、人口減少社会における労働供給制約を抱える中、企業

における潜在的な人手不足感が高い状況が継続し、雇用維持への支援ニーズ

が急激に高まったことから、前例にない雇用調整助成金の特例措置等を講じ

てきたこともあり、企業からの送出件数は大幅に減少した。 

そうした中、新たに送出された労働者については、比較的無期雇用フルタ

イム労働者として再就職する割合が高い「離職前の雇用形態が無期雇用フル

タイム労働者であった者」が再就職支援コースの対象となる再就職者に占め

る割合が上昇したことなどにより、総じてみれば、前年同期を上回る水準と

なった。 

新型コロナウイルス感染症による雇用への影響が長期化する中で、これま

で就業経験のない新たな分野への円滑な労働移動を望む求職者には、早期に

再就職を実現するための支援に取り組んでいくことが必要である。このため、

労働移動支援助成金（再就職支援コース）における無期雇用フルタイム労働

者による採用等が実現した際の助成額の優遇等について周知に努めるとと

もに、こうした制度等を活用した支援を行っていくことで、安定的な雇用に

よる再就職に繋がるよう取り組むべきである。 

 

⑪ 産業雇用安定センターによる出向・移籍の成立率について 

緊急事態宣言下の４・５月は、分子である出向・移籍の成立件数の減少幅

が分母である送出情報件数の減少幅よりも小さかったことにより、成立率は

前年同月を上回った。その後、新型コロナウイルス感染症の影響により一時

的に雇用過剰となった企業の雇用維持を支援するため、人手不足の企業等と

の間で在籍型出向制度を活用する場合の出向マッチングなどの施策を講じ

た。 

この結果、一時的に雇用過剰となった企業からの送出が増加したことで、

分母である送出情報件数の対前年同月でみた増加幅が分子である成立件数

の増加幅を上回る水準で推移したことから、６月～９月の出向・移籍の成立

率は前年同月を下回る傾向となった。その後、10、11 月は前年同月を上回る

水準で推移していたものの、令和３年１月の緊急事態宣言発令以降、特に３

月は前年同月を大きく下回り、総じてみれば、2020 年度は 60.9％と、2019

年度の 63.1％から低下し、年度目標も下回る形となった。 

新型コロナウイルス感染症による雇用への影響が長期化する中で、一時的

に雇用過剰となった企業と人手不足の企業との間で在籍型出向制度を利用

したマッチングの支援により一層取り組んでいくことが必要である。 

このため、 受入企業情報の収集や開拓に努めるとともに、キャリアコン
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サルティグを通じた丁寧な職業相談を行うべきである。 

また、新設された産業雇用安定助成金の活用を受入企業及び送出企業に促

すことなどにより、在籍型出向を活用した雇用維持への支援に取り組むべき

である。 

 

３．高齢者・外国人の就労促進 

 

 ⑫ 生涯現役支援窓口でのチーム支援による就職率について 

2020 年度の実績は、おおむね 60～64歳の就職率は 78.4％（目標 76.3％）、

65 歳以上の就職率は 75.7％（目標 67.9％）と目標を共に上回った。 

これは、コロナ禍においても熱心に求職活動を行う高齢求職者に対して支

援チームによる職業相談・職業紹介や職業生活の再設計に係る就労支援等を

総合的に実施したためであると考えられる。 

コロナ禍で雇用情勢の先行きが不透明な中であっても、支援チームによる

きめ細かな職業相談・職業紹介や職業生活の再設計に係る就労支援等に引き

続き取り組むことで、１人でも多くの高齢者の就労実現に努めるべきである。 

  

⑬ シルバー人材センターにおける会員の就業数について 

シルバー人材センターにおける会員の就業数は、新型コロナウイルス感染

症の影響により、感染防止のため社会経済活動が抑制される中で、特に高齢

者は感染を忌避し、活動を控えたこと、発注者側にも需要の低下があったと

考えられることから、会員数、受注件数が対前年度比で減少したため、年度

目標を下回った。 

  新型コロナウイルス感染症の影響により、会員数、受注件数が対前年度比

で減少したため目標達成に至らなかったところである。今後は、令和２年度

第三次補正予算において措置し、令和３年度への繰越を行った「新型コロナ

ウイルス感染症の影響による「新たな日常」の下で、必要な感染症防止対策

や十分な就業機会の確保と創出」の予算を活用し、引き続き新型コロナウイ

ルス感染症の影響に対応するため、「新たな日常」の下で、リモート環境の

整備等必要な感染症防止対策を講じつつ、十分な就業機会の確保と創出を行

うための取組を実施するべきである。 

 

⑭ 外国人雇用サービスセンター等を経由した外国人求職者の就職件数につ

いて 

外国人雇用サービスセンター等を経由した定住外国人等の就職件数は、４

月から６月にかけて緊急事態宣言の影響等により、前年同月を下回ったもの
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の、７月以降持ち直し、前年度を上回る実績となった。新型コロナウイルス

感染症の影響等により雇用情勢に厳しさがみられる中増加した外国人新規

求職者に対し、外国人雇用サービスコーナー等において積極的に就職支援に

取り組んだことによるものと考えられる。 

定住外国人等について、引き続き、新型コロナウイルス感染症等の雇用情

勢への影響を注視しながら、専門相談員による外国人求職者の個々の状況に

応じたきめ細かな相談支援を行うとともに、外国人が応募しやすい求人の開

拓や改善等を実施することにより、更なる就職支援に取り組むべきである。 

外国人雇用サービスセンター等を経由した留学生の就職件数は、令和２年

３月卒業の既卒者に対する粘り強い就職支援等により、４月から９月にかけ

て前年同期を上回って推移した一方で、10 月以降は前年同月を下回った。新

型コロナウイルス感染症の影響等により、企業の採用計画の見直しや、採用

活動の後ろ倒しなどの影響があったものと考えられる。 

留学生について、引き続き、新型コロナウイルス感染症等の雇用情勢への

影響を注視しながら、ハローワークと大学等の担当者との連携を強化し、留

学早期からその後の就職・定着までの一貫した支援を実施するとともに、企

業面接会等を通じて就職の機会をより一層提供できるように取り組むべき

である。 
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2021年度の年度目標

番
号

年度目標項目 2020年度の年度目標 2020年度の年度実績 2021年度の年度目標 データ出所

① ハローワーク求職者の就職率（※１） 29.7% 24.6% 26.1% 職業安定業務統計

② 人材確保対策コーナー設置ハローワークにおける人材不足分野の充足数
148,900人

（実施103箇所における目標）
133,371人

（実施103箇所における実績）
141,944人

（実施103箇所における目標）
職業安定業務統計

③
ハローワークにおける正社員就職件数
（参考）ハローワークにおける正社員と常雇パート就職件数

560,000件
498,263件

（参考）正社員と常雇パート就職件数
715,817件

550,000件 職業安定業務統計

④ マザーズハローワーク事業（重点支援対象者の就職率） 93.5% 93.9% 93.6% マザーズハローワーク事業業務報告

⑤ 雇用保険受給者の早期再就職割合（※２） 38.5% 31.3% 33.4% 職業安定業務統計

⑥ 就職氷河期世代専門窓口における支援対象者の正社員就職率（新設）（※３） 60.0% 22.6% 40.0% 職業安定業務統計

⑦ 求職者支援制度による職業訓練の就職率（※４）
基礎コース58.0％
実践コース63.0％

基礎コース51.3％
実践コース59.0％

基礎コース58.0％
実践コース63.0％

求職者支援訓練に係る実施状況報告

⑧ 生活保護受給者等就労自立促進事業の支援対象者の就職率 66.4% 59.0% 63.7%
生活保護受給者等就労自立促進事業実施

状況報告

⑨
労働移動支援助成金（再就職支援コース（旧再就職支援奨励金））による再就職者
に係る早期再就職割合（※５）

63.0% 67.7% 68.0%
労働移動支援助成金（再就職支援コース）

支給決定等状況報告

⑩
労働移動支援助成金（再就職支援コース（旧再就職支援奨励金））による再就職者
のうち、雇用形態がフルタイム労働者（期間の定めなし）である者の割合（※６）

70.0% 76.9% 72.0%
労働移動支援助成金（再就職支援コース）

支給決定等状況報告

⑪ 産業雇用安定センターによる出向・移籍の成立率 67.0% 60.9% 64.0% 公益財団法人産業雇用安定センター調べ

⑫ 生涯現役支援窓口でのチーム支援による就職率（概ね60～64歳、65歳以上）
概ね60～64歳：76.3％

65歳以上：67.9％
概ね60～64歳：78.4％

65歳以上：75.7％
概ね60～64歳：79.3％

65歳以上：73.0％
高年齢者就労総合支援事業実施報告書

⑬ シルバー人材センターにおける会員の就業数 68,000,000人日 63,357,821人日 66,000,000人日 シルバー人材センター事業統計年報

⑭ 外国人雇用サービスセンター等を経由した外国人求職者の就職件数
定住外国人等：12,400件

留学生：2,900件
定住外国人等：12,591件

留学生：2,265件
定住外国人等：12,400件

留学生：2,500件
外国人雇用対策関係業務報告

※１　就職件数／新規求職者数（雇用契約において雇用期間の定めがないか又は4か月以上の雇用期間が定められているものに限る。)

※２　雇用保険受給者の早期再就職割合
　　　 早期再就職者数（注）　／　受給資格決定件数
　　　　（注）　雇用保険の基本手当の支給残日数を所定給付日数の2／3以上残して早期に再就職する者の数 （例えば、所定給付日数90日の者が、支給残日数を60日以上残して再就職した場合）

※３　就職氷河期支援対策専門窓口（チーム支援）における正社員就職率
※４　求職者支援制度による職業訓練の就職率

2020年度実績は、2020年11月末までに終了した訓練コースの修了者等に占める訓練修了３か月後までに雇用保険適用就職した者の割合である（実績が集計可能となるのが、訓練コース終了から８か月後のため）。
　　     ・基礎コースの就職率＝就職者数÷（修了者数 － 次訓練受講中・次訓練受講決定者数）
　　     ・実践コースの就職率＝就職者数÷修了者数

※５　支給対象者（離職後９か月（45歳未満の者は６か月）以内に再就職した者）のうち、３か月以内に再就職した者の割合を「早期再就職割合」として設定。

※６　雇用の質を評価する観点から、労働移動支援助成金（再就職支援コース）による再就職者のうち、雇用形態がフルタイム労働者（期間の定めなし）である者の割合を設定。

　１.　ハローワークにおける職業紹介・人材確保等

　２.　成長分野等への人材移動

　３. 高齢者・外国人の就労促進

83

Administrator
スタンプ



1 
 

 

2021 年度の年度目標（案）設定における考え方 

 

職業安定分科会にて検証すべき 2021 年度の年度目標（案）の設定における考

え方は以下の通りである。 

なお、新型コロナウイルス感染症による雇用への影響については、先行きに不

透明感があり、一概に見通しを示すことが難しい状況にある中で、長期化してい

ることから、2021 年度の目標設定においては、基本的に新型コロナウイルス感

染症による影響が2020年度の後半以降から継続することを仮定するなど加味し

て目標を設定した。 

 

１． ハローワークにおける職業紹介・人材確保等 

 

①就職率   

新型コロナ感染症の影響を踏まえ 26.1％に設定。 

 

②人材確保対策コーナー設置ハローワークにおける人材不足分野の充足数 

  新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、141,944 人に設定。 

 

③正社員就職件数   

2019～2020 年度の実績等を踏まえ、550,000 件に設定。 

 

④マザーズハローワーク事業について  

2018 年度～2020 年度の実績を踏まえ、93.6％に設定。 

 

⑤雇用保険受給者の早期再就職割合 

新型コロナ感染症の影響を踏まえ 33.4％に設定。 

 

⑥就職氷河期世代専対策門窓口における支援対象者の正社員就職率 

  令和２年度実績等を考慮し、就職 40.0％に設定。 

 

⑦求職者支援制度による職業訓練の就職率について 

 2020 年度の目標値及び 2015 年度から 2019 年度の実績を踏まえ、基礎コー

スは 58.0％、実践コースは 63.0％に設定。 

 

⑧生活保護受給者等就労自立促進事業の支援対象者の就職率  

  2018～2020 年度の実績等を踏まえ、63.7％に設定。 
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２．成長分野等への人材移動 

 

⑨労働移動支援助成金（再就職支援コース）による再就職者に係る早期再就職

割合について  

過去３年間（2018～2020 年度）の平均実績（67.1％）等を踏まえ、68％に

設定。 

※「早期再就職割合」とは、支給対象者（離職後９か月（45 歳未満の者

は６か月）以内に再就職した者）のうち、３か月以内に再就職した者の

割合をいう。 

 

⑩労働移動支援助成金（再就職支援コース）による再就職者のうち、雇用形態が

フルタイム労働者（期間の定めなし）である者の割合について 

過去３年間（2018～2020 年度）の平均実績（72.0％）等を踏まえ、72％以

上に設定。  

 

⑪産業雇用安定センターによる出向・移籍の成立率について  

過去３年間の実績の平均値（64.0％）を踏まえることとし、64.0％に設定。  

 

 

３．高齢者の就労促進 

 

⑫生涯現役支援窓口でのチーム支援による就職率について  

  概ね 60～64 歳及び 65 歳以上の就職率について、2018～2020 年度の実績を

踏まえ、それぞれ 79.3％、73.0％に設定。 

 

⑬シルバー会員の就業延べ数について 

  2019～2020 年度の実績等を踏まえ、6千 6百万人日に設定。 

 

⑭外国人雇用サービスコーナー等を利用した外国人求職者の就職件数  

  定住外国人等の就職件数は、過去３年間の実績を考慮し、12,400 件に設定。 

  留学生の就職件数は、過去３年間の実績を考慮し、2,500 件に設定。 
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障害者雇用分科会における 2020 年度目標の評価について（案） 

 

 2020 年度の目標として障害者雇用分科会において設定した年度目標について、

当該分科会が実施した評価の結果は、概ね以下のとおりである。 

 

（障害者雇用分科会において設定された年度目標の動向） 

◎ ハローワークにおける障害者の就職件数について 

〔2020 年度目標〕 前年度（103,163 件）以上 

〔2020 年度実績〕 89,840 件 

○ 2020 年度のハローワークにおける障害者の就職件数は、89,840 件（対前年

同比▲12.9％）であり、目標（103,163 件以上）を下回った。 

○ その主な要因としては、新型コロナウイルス感染症の影響により、大規模

な面接会や職場実習が延期・中止となったこと、障害者が比較的応募しやす

い業種の求人数が減少したこと等が考えられる。 

○ そのため、ハローワークにおける障害者の就職件数の目標達成に向けた主

な取組として、引き続き 

・ 担当者制等、求職者の障害特性に応じたきめ細かな職業相談・職業 

紹介 

・ ハローワークが地域障害者職業センターや障害者就業・生活支援セン

ター等の地域の関係機関と連携し、職務の選定や障害者の就職支援・定

着支援を行う「障害者向けチーム支援」等 

を実施していくことに加え、 

・ 各地のハローワークにおける効果的な取組を広く共有して就職支援ノ

ウハウの底上げを図るとともに、 

・ 特に就労支援機関とのつながりのない求職者について支援を強化して

いく。 

 

◎ 障害者雇用率関係 

① 障害者の雇用率達成企業割合 

〔2020 年度目標〕 46.7％以上 

〔2020 年度実績〕 調査中（2021 年６月 1日時点） 

② 障害者雇用ゼロ企業（2020 年６月１日時点）のうち、新たに障害者を雇

用した企業（2021 年６月１日時点）の割合 

〔2020 年度目標〕 15.6％以上 

〔2020 年度実績〕 調査中（2021 年６月１日時点） 

○ 2021 年の障害者雇用状況報告（2021 年６月１日時点）の結果を踏まえて分

析する予定（2021 年の障害者雇用状況報告は年内を目途に公表する予定）。 
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◎ 精神障害者雇用トータルサポーター支援実績 

① 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職

に向けた次の段階へ移行した者（※）の割合 

〔2020 年度目標〕  70.9％以上 

〔2020 年度実績〕  74.8％ 

② 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了し、就職に向けた次

の段階へ移行した者のうち、就職した者の割合 

〔2020 年度目標〕  84.3％以上 

〔2020 年度実績〕  80.9％ 

※ ①就職（トライアル雇用含む）、②職業紹介ができる段階への移行、③職業訓練・職場

適応訓練へのあっせん。令和２年度より、②について、実際に職業紹介を行った者に限定

することとしたため、実績値の計上方法は令和元年度以前とは異なっていることに留意。 

○ 2020 年度の精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者

（11,138 人）のうち、就職に向けた次の段階へ移行した者（8,327 人）の割合

は 74.8％となっており、2020 年度目標（70.9％）を上回った。一方で、精神

障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了し、就職に向けた次の段階

へ移行した者（8,327 人）のうち、就職した者（6,739 人）の割合は 80.9％と

なっており、2020 年度目標（84.3％）を下回った。 

○ その主な要因としては、精神障害の特性により、新型コロナウイルス感染

症による社会の変化や今後への不安を強く感じて求職活動の継続的実施が難

しい者が多かった中で、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点か

ら個別求人開拓等のための事業所訪問など事業所への働きかけが十分にでき

なかったこと（前年度比▲31％）、就職に向けたモチベーションや自信につな

がる企業での職場実習先の確保が困難であったこと（前年度比▲33％）等か

ら、就職に直結する支援が十分に行えなかったためと考えられる。 

○ そのため、今後は支援対象者本人の希望や特性に合う条件の障害者専用求

人がない場合には事業所への電話での依頼を通じて、一般求人から障害者専

用求人への切り替えによる個別求人開拓を行うとともに、都道府県や就労支

援機関等とも連携し、職場実習の受入れ可能な事業所情報の収集を強化した

上で、引き続き、職場実習先の確保に努めることとする。あわせて、職場実習

機会の減少を補うため、職場でのコミュニケーションスキルの向上等を目的

とした就職準備プログラム等の取り入れ等を実施していく。 
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 障害者就労促進 

関連する 2022 年までの目標 

○障害者の実雇用率 2.3% 

（平成 30 年６月 15 日閣議決定「未来投資戦略 2018-「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変革-」に

より策定） 

項目 2020 年度 

目標 

2020 年度 

実績 

 2019 年度 

実績 

2018 年度 

実績 

ハローワークにお

ける障害者の就職

件数 

103,163 件 

以上 

89,840 件  103,163 件 

 

102,318 件 

【障害者雇用率関係】 

①障害者の雇用率

達成企業割合（※

１） 

46.7％ 

以上 

 

調査中 

（2021 年 6 月 1

日時点） 

 48.6％ 

（2020 年 6 月１

日時点） 

48.0％ 

（2019 年 6 月１

日時点） 

②障害者雇用ゼロ

企業（2020 年６月

１日時点）のう

ち、新たに障害者

を雇用した企業

（2021 年６月１日

時点）の割合 

15.6％（※２）以

上 

調査中 

（2021 年 6 月 1

日時点） 

 13.7％ 15.8％ 

【精神障害者雇用トータルサポーター支援実績】 

①精神障害者雇用

トータルサポータ

ーの相談支援を終

了した者のうち、

就職に向けた次の

段階（※３）へ移

行した者の割合 

70.9％以上 74.8％  76.8％ 

 

74.5％ 

 

②精神障害者雇用

トータルサポータ

ーの相談支援を終

了し、就職に向け

た次の段階へ移行

した者のうち、就

職した者の割合 

84.3％ 

以上 

80.9％  71.2％ 69.5％ 
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（備考） 

※１ 43.5 人以上（2020 年６月１日までは 45.5 人以上）規模の企業において法定雇用率

を達成（注）している企業の割合。 

（注）法定雇用障害者数に不足数がないこと。 

 

※２ 障害者雇用ゼロ企業（2016～2018 年６月１日時点）のうち、新たに障害者を雇用し

た企業（2017～2019 年６月１日時点）の割合の平均値。 

※３ ①就職（トライアル雇用含む）、②職業紹介ができる段階への移行、③職業訓練・職

場適応訓練へのあっせん。2020 年度より、②について、実際に職業紹介を行った者に

限定することとしたため、実績値の計上方法は 2019 年度以前とは異なっていること

に留意。 

2020 年度目標設定における考え方 

ハローワークにおける障害者の就職件数 

2019 年度の実績を踏まえ、前年度と同水準に設定。 

 

【障害者雇用率関係】 

 ① 障害者の雇用率達成企業割合 

    法定雇用率 0.1％の引上げの影響を踏まえ設定。 

 ② 障害者雇用ゼロ企業（2020 年６月１日時点）のうち、新たに障害者を雇用した企業

（2021 年６月１日時点）の割合 

    障害者雇用ゼロ企業（2016～2018 年６月１日時点）のうち、新たに障害者を雇用

した企業（2017～2019 年６月１日時点）の割合の平均値として設定。 

 

【精神障害者雇用トータルサポーター支援実績】 

 ① 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職に向けた

次の段階へ移行した者の割合 

   直近３か年の実績の平均を目標値として設定。 

② 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了し、就職に向けた次の段階へ

移行した者のうち、就職した者の割合 

   直近３か年の実績の平均を目標値として設定。 

 

施策実施状況 

１ ハローワークにおける障害者の就職件数の目標達成に向けた主な取組 

① 担当者制等、求職者の障害特性に応じたきめ細かな職業相談・職業紹介 

きめ細かな職業相談により求職者 1人ひとりの障害の態様や適性を的確に把握し、こ

れを踏まえた求人情報の積極的な提供や応募の働きかけ、職場実習や職業訓練等の各種

支援策の提案や関係機関の紹介・誘導、求人部門や雇用指導官と連携した個別求人開拓、

事業主に対して求職者の障害特性や配慮事項を説明する同行紹介等を行った。 

 

※実績等はいずれも 2020 年度 

89



 

3 
 

② 障害者向けチーム支援等 

障害者支援を担当する「就職支援コーディネーター」（300 人）を配置し、ハローワー

クが中心となり、地域の関係支援機関等と連携して、就職から職場定着まで一貫した支

援を行う「障害者向けチーム支援」（支援対象者 40,846 人）を実施した。 

また、就職準備性を高めることが必要な障害者を対象に、一般雇用に向けた心構え・

必要なノウハウ等に関する「就職ガイダンス」、管理選考や小規模な就職面接会を積極

的に実施した。 

③ 精神障害者等に対する就労支援 

精神保健福祉士等の資格を有する「精神障害者雇用トータルサポーター」（237 人）を

配置し、精神障害者に対するカウンセリング、企業に対する精神障害者等の雇用に係る

課題解決のための相談援助等の支援を行った。 

 

２ 障害者の雇用率達成企業割合の目標達成に向けた主な取組 

①  企業向けチーム支援 

   企業支援を担当する「就職支援コーディネーター」（113 人）を配置し、障害者雇用

ゼロ企業等に対して、企業ごとのニーズに沿って支援計画を作成し、採用前から採用

後の定着支援までを一貫して支援する「企業向けチーム支援」（実施件数 1,691 件）を

実施した。 

   また、「精神障害者雇用トータルサポーター（企業支援分）」（47 人）を配置し、個々

の企業における精神障害者等の雇用にあたっての課題や状況に応じた企業支援を行

った。 

② 障害者の雇入れに係る助成 

ハローワーク等の紹介により、継続雇用する労働者として障害者を雇い入れる企業

に対する助成（特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース（障害者のみ））及

び発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース計）支給実績：支給件数 85,068 件、支

給額 23,995 百万円）や、継続雇用する労働者へ移行することを目的とした原則３か月

間のトライアル雇用を行う企業に対する助成（トライアル助成金（障害者トライアル

コース及び障害者短時間トライアルコース計）支給実績：支給件数 5,886 件、支給額

1,209 百万円）を行った。 

 ③ 職場適応・定着等に取り組む事業主への支援 

   雇用する障害者の職場定着のために、障害特性に配慮した雇用管理の雇用形態の見

直し等の措置についての計画を作成し、当該計画に基づく措置を講じた事業主に対し

て助成（支給件数 1,268 件、支給額約 985 百万円）を実施した。さらに、職場適応援助

者（ジョブコーチ）による職場適応援助を実施する事業主や、ジョブコーチの養成を行

う事業主への助成（支給件数 1,192 件、支給額約 400 百万円）を実施した。 

 

３ 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職に向けた次

の段階へ移行した者の割合の目標達成に向けた主な取組 

障害者に対する個別相談（実績：91,736 件）、コミュニケーションスキルの向上等を

目的としたグループワーク等を行う就職準備プログラム（実績：6,295 件）、適性や能力
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に関する自己理解を高めるための職場実習（実績：565 件）及び地域の関係機関と連携

しながらの職場定着支援（実績：23,574 件）並びに事業主に対する課題解決のための相

談・助言（実績：7,815 件）を実施した。 

2020 年度施策実施状況に係る分析 

１ ハローワークにおける障害者の就職件数 

2020 年度のハローワークにおける障害者の就職件数は、89,840 件（対前年同比▲

12.9％）であり、目標（103,163 件以上）を下回った。 

その主な要因としては、新型コロナウイルス感染症の影響により、大規模な面接会

や職場実習が延期・中止となったこと、障害者が比較的応募しやすい業種の求人数が

減少（※）したこと等が考えられる。 
（※）ハローワークにおける障害者専用求人数は、2020 年度計で 194,746 件と、前年度（252,191 件）

を 22.8％下回っている。 

特に、産業別にみると、「製造業」（▲34.3％）、「宿泊業,飲食サービス業」（▲40.3％）「卸売業，

小売業」（▲29.6％）と、障害者の就職件数の多い産業における減少幅が大きい。 

また、職業別にみると、「事務的職業」（▲29.2％）、「サービスの職業」（▲25.7％）、「生産工程の

職業」（▲24.1％）、「運搬・清掃・包装等の職業」（▲19.8％）と、障害者の就職件数の多い職業に

おける減少幅が大きい。 

 

 【参考１】 

○月別新規求職申込件数と対前年同月比 
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○月別専用求人数と対前年同月比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○月別就職件数と対前年同月比 
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【参考２】障害の種類別・部位別の新規求職申込件数・就職件数・就職率について 

  新規求職申込件数 就職件数 就職率 

（件） 
前年同期

比（％） 
（件） 

前年同期

比（％） 
（％） 

前年同期

差（pt） 

障害者計 211,926 ▲5.1 89,840 ▲12.9 42.4 ▲3.8 

身体障害者計 57,691 ▲7.0 20,025 ▲21.4 34.7 ▲6.4 

 視覚障害 4,246 ▲10.2 1,500 ▲22.3 35.3 ▲5.6 

聴覚・言語障害 7,654 ▲10.5 2,989 ▲23.2 39.1 ▲6.4 

肢体不自由 28,020 ▲9.7 10,237 ▲22.0 36.5 ▲5.8 

 

上 肢 10,250 ▲11.9 3,892 ▲22.6 38.0 ▲5.3 

下 肢 14,896 ▲7.2 5,339 ▲20.6 35.8 ▲6.1 

体 幹 2,441 ▲12.7 849 ▲24.4 34.8 ▲5.4 

脳病変（※） 433 ▲21.0 157 ▲35.4 36.3 ▲8.0 

内部障害 17,205 2.2 5,193 ▲20.4 30.2 ▲6.9 

知的障害者 34,300 ▲6.9 19,801 ▲9.6 57.7 ▲1.7 

精神障害者 95,385 ▲11.3 40,624 ▲18.1 42.6 ▲3.6 

その他の障害者 24,550 45.6 9,390 52.2 38.2 1.6 

   ※ 「脳病変」とは、乳幼児期以前の非進行性の脳病変による運動機能障害を指す。 

 

２ 障害者の雇用率達成企業割合 

2021 年の障害者雇用状況報告（６月１日時点）の結果を踏まえて分析する予定（2021

年の障害者雇用状況報告は年内を目途に公表する予定）。 

【参考１】2020 年６月１日現在の雇用状況 

・雇用率達成企業割合：48.6％（対前年比＋0.6pt） 

 

【参考２】2020 年６月１日現在の企業規模別の達成割合 

45.5 人～ 100 人未満 45.9％（対前年比＋0.4pt） 

100 人～ 300 人未満 52.4％（対前年比＋0.3pt） 

     300 人～ 500 人未満 44.1％（対前年比＋0.2pt） 

     500 人～1000 人未満 46.7％（対前年比＋2.8pt） 

     1000 人以上          60.0％（対前年比＋5.4pt） 
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３ 精神障害者雇用トータルサポーター支援実績 

① 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職に向けた

次の段階へ移行した者の割合 

   2020 年度の精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者（Ａ：

11,138 人）のうち、就職に向けた次の段階へ移行した者（Ｂ：8,327 人）の割合は

74.8％となっており、目標（70.9％）を上回った。 

 

 ② 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了し、就職に向けた次の段階へ

移行した者のうち、就職した者の割合 

    精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了し、就職に向けた次の段階

へ移行した者（Ｂ：8,327 人）のうち、就職した者（Ｃ：6,739 人）の割合は 80.9％

となっており、目標（84.3％）を下回った。 

    その主な要因としては、精神障害の特性により、新型コロナウイルス感染症によ

る社会の変化や今後への不安を強く感じて求職活動の継続的実施が難しい者が多か

った中で、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から個別求人開拓等の

ための事業所訪問など事業所への働きかけが十分にできなかったこと（前年度比▲

31％）、就職に向けたモチベーションや自信につながる企業での職場実習先の確保

が困難であったこと（前年度比▲33％）等から、就職に直結する支援が十分に行え

なかったためと考えられる。 

     

施策の達成状況を踏まえた評価及び今後の方針 

１ ハローワークにおける障害者の就職件数 

2020 年度のハローワークにおける障害者の就職件数は、前年度を 12.9％下回る実績

となっており、主な要因としては、新型コロナウイルス感染症の影響により、大規模な

面接会や職場実習が延期・中止となったこと、障害者が比較的応募しやすい業種の求人

数が減少したこと等が考えられる。 

そのため、ハローワークにおける障害者の就職件数の目標達成に向けた主な取組とし

て、引き続き 

・ 担当者制等、求職者の障害特性に応じたきめ細かな職業相談・職業紹介 

・ ハローワークが地域障害者職業センターや障害者就業・生活支援センター等の地

域の関係機関と連携し、職務の選定や障害者の就職支援・定着支援を行う「障害者

向けチーム支援」等 

を実施していくことに加え、 

・ 各地のハローワークにおける効果的な取組を広く共有して就職支援ノウハウの 

底上げを図るとともに、 

・ 特に就労支援機関とのつながりのない求職者について支援を強化していく。 

 

【参考】2021 年度の目標値及び目標設定の考え方 

目標値：前年度（89,840 件）以上 

目標設定の考え方：新型コロナウイルス感染症の影響により今年度については目標値
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を下回っているが、引き続き当該影響は続くと考えられるため、当該影響下における

実績の基準となる 2020 年度の実績を踏まえて設定。  

 

２ 障害者雇用率関係 

2020 年度の目標の達成状況が現時点では明らかではないが、2020 年６月１日現在で、

雇用率未達成企業が約半数を占めること及び障害者雇用ゼロ企業が約３割あることに

加え、2021 年３月１日の法定雇用率引上げにより、新たに雇用義務が発生する企業が

あることから、これらの企業に対して丁寧な指導を行い、障害者雇用への理解を進める

必要がある。 

引き続き、2020 年４月より創設された障害者雇用に関する優良な事業主に対する認

定制度（もにす認定制度）について、周知・認定の促進を図るとともに、障害者雇用ゼ

ロ企業等に対して、企業ごとのニーズに沿って支援計画を作成し、採用前から採用後の

定着支援までを一貫して支援する「企業向けチーム支援」を実施する。さらに、「企業

向けチーム支援」では、従前の未達成企業に対する支援のみならず、新たに法定雇用率

の引上げにより法定雇用率未達成となる企業や、新型コロナウイルス感染症の影響を受

けた企業を支援対象に追加したところであり、こうした取組を通じて、引き続き障害者

雇用を促進していく。 

 

【参考】2021 年度の目標値及び目標設定の考え方 

① 障害者の雇用率達成企業割合 

目標値：47.4％以上 

目標設定の考え方：過去 10 か年分の平均伸び率及び制度・雇用率の見直しの影響を

踏まえて設定（※） 

※ 雇用率に関する取扱いの変更がなされた 2011 年、2013 年及び 2018 年を除いた過去 10 か年分

（2008 年～2020 年）の平均伸び率（＋1.47pt）及び 2020 年度中に実施した法定雇用率 0.1％の引

上げによる影響（▲2.70pt）を踏まえて設定。 

② 障害者雇用ゼロ企業のうち、新たに障害者を雇用した企業の割合 

   目標値：15.2％ 

   目標設定の考え方：過去３か年分の平均値を踏まえて設定（※）。 

※ 障害者雇用ゼロ企業（2017～2019 年６月１日時点）のうち、新たに障害者を雇用した企業（2018

～2020 年６月１日時点）の割合の平均値を踏まえて設定。 

  参考値：2017 年度実績 16.0％、2018 年度実績 15.8％、2019 年度実績 13.7％ 

 

３ 精神障害者雇用トータルサポーター支援実績 

2020 年度の精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者（11,138 人）

のうち、就職に向けた次の段階へ移行した者（8,327 人）の割合は 74.8％となっており、

2020 年度目標（70.9％）を上回った。一方で、精神障害者雇用トータルサポーターの相

談支援を終了し、就職に向けた次の段階へ移行した者（8,327 人）のうち、就職した者

（6,739 人）の割合は 80.9％となっており、2020 年度目標（84.3％）を下回った。 

法定雇用率が 0.1％引き上げられる中、精神障害者の多様な特性や状況に応じた専門
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的な支援のニーズがますます高まると考えられ、そのニーズに的確に対応する必要があ

る。さらに、精神障害の特性により、新型コロナウイルス感染症による社会の変化や今

後への不安を強く感じて求職活動が停滞してしまう者も多いことから、当該影響下にお

いても、就職に直結する支援を継続的に実施することが必要となっている。 

そのため、今後は支援対象者本人の希望や特性に合う条件の障害者専用求人がない場

合には事業所への電話での依頼を通じて、一般求人から障害者専用求人への切り替えに

よる個別求人開拓を行うとともに、都道府県や就労支援機関等とも連携し、職場実習の

受入れ可能な事業所情報の収集を強化した上で、引き続き、職場実習先の確保に努める

こととする。あわせて、職場実習機会の減少を補うため、職場でのコミュニケーション

スキルの向上等を目的とした就職準備プログラム等の取り入れ等を実施していく。 

 

【参考】2021 年度の目標・目標設定値の考え方 

① 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職に向け

た次の段階へ移行した者の割合 

目標値：72.8％以上 

目標設定の考え方：直近３か年分の実績の平均値を踏まえて設定 

    

② 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了し就職に向けた次の段階

へ移行した者のうち、就職した者の割合 

目標値：84.3％以上 

目標設定の考え方：昨年度目標が未達成であることから、引き続き前年度と同    

様の目標値を設定  
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年度目標項目 2020年度の年度目標 2020年度の年度実績 2021年度の年度目標（案） データの出所

ハローワークにおける
障害者の就職件数

103,163件以上 89,840件 89,840件以上 職業安定業務統計

障害者雇用分科会における2021年度の年度目標（案）

精神障害者雇用トータル
サポーター支援状況報告

障害者雇用状況報告

          ①47.4%以上

      ②15.2％以上（※）
　　  ※障害者雇用ゼロ企業
       （2021年６月１日時点）
        のうち、新たに障害者を
        雇用した企業（2022年６
        月１日時点）の割合

①72.8％以上

②84.3％以上

【障害者雇用率関係】

①障害者の雇用率達成
企業割合

②障害者雇用ゼロ企業のう
ち、新たに障害者を雇用した

企業の割合

①調査中
（2021年６月１日時点）

②調査中
（2021年６月１日時点）

【精神障害者雇用トータルサ
ポーター支援実績】

①精神障害者雇用トータルサ
ポーターの相談支援を

終了した者のうち、就職に
向けた次の段階へ移行した者

の割合

②精神障害者雇用トータルサ
ポーターの相談支援を
終了し、就職に向けた
次の段階へ移行した者

のうち、就職した者の割合

①74.8％

②80.9％

          ①46.7%以上

      ②15.6％以上（※）
　　  ※障害者雇用ゼロ企業
       （2020年６月１日時点）
        のうち、新たに障害者を
        雇用した企業（2021年６
        月１日時点）の割合

①70.9％以上

②84.3％以上
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年度目標項目 2011年度（Ｈ23） 2012年度(H24) 2013年度(H25) 2014年度（H26) 2015年度（H27) 2016年度（H28) 2017年度（H29)

就職件数 59,367件（12.2％増） 68,321件（15.1％増） 77,883件（14.0％増） 84,602件（8.6％増） 90,191件（6.6％増） 93,229件（3.4％増） 97,814件（4.9％増）

障害者の雇用率
達成企業割合

46.8%（1.5％pt増）
＜2012年6月1日時点＞

42.7%（4.1％pt減）
＜2013年6月1日時点＞

44.7%（2.0％pt増）
＜2014年6月1日時点＞

47.2%（2.5％pt増）
＜2015年6月1日時点＞

48.8%（1.6％pt増）
＜2016年6月1日時点＞

50.0%（1.2％pt増）
＜2017年6月1日時点＞

集計中
（2018年6月1日時点）

77.5% 61.7% 69.3% 66.4% 71.6% 74.6% 73.9%

3793／4892 5290／8572 7173／10353 8906／12881 10316／14411 12275／16458 11860／16059

その他 2011年度（Ｈ23） 2012年度(H24) 2013年度(H25) 2014年度（H26) 2015年度（H27) 2016年度（H28) 2017年度（H29)

障害者トライアル雇用（※）
① 開始者数

② 常用雇用移行率

① 11,378人
② 86.9％

①5,048人
②88.2％

①3,538人
②84.3％

①5,263人
②82.9％

①6,189人
②83.9％

①6,818人
②84.6％

①7,716人
②84.5％

点検評価部会で検証する年度目標に係る実績【手持ち】

※１　2013年度（H25）からは短時間障害者トライアル雇用も含む。
※２　2013年4月より法定雇用率1.8％から2.0％に引き上げ。

精神障害者雇用トータルサポー
ターの相談支援を終了した者のう
ち、就職に向けた次の段階へ移

行した者の割合
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資料３－３

雇　用　環　境　・　均　等　局　関　係
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雇用環境・均等局所管の分科会等における審議状況 

（令和３年５月13日以降） 
 

○ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律及び雇用保険法の一部を改正する法律の施行について

（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律の一部改正関係）【別紙１－１、１－２、１－３】 
本年６月に成立した「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働

者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一部を改正する法律」（令和３年法

律第58号）の政省令・告示事項について審議を行ったもの。（令和３年８月

30日諮問・答申 

 

・育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

及び雇用保険法の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令案

要綱について（諮問・答申） 

  「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する

法律及び雇用保険法の一部を改正する法律」(令和３年法律第58号)の一部

の施行期日を令和４年10月１日とすることとしたもの。（令和３年８月30

日） 

 

・省令案要綱（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉

に関する法律施行規則の一部改正関係）について（諮問・答申） 

  育児・介護休業法の改正に伴い、事業主に義務づけられた雇用環境整備

の措置や、出生時育児休業中の就業等に関して、必要な規定を定めること

としたもの。（令和３年８月30日） 

 

・告示案要綱（子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者

の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために事業主が講

ずべき措置に関する指針の一部改正関係）について（諮問・答申） 

  育児・介護休業法の改正に伴い、妊娠又は出産等の申出があった場合の

事業主の措置や、育児休業等の申出を行うに当たって留意すべき事項を定

めることとしたもの。（令和３年８月30日） 

 

 

○ 2020年度目標の評価及び2021年度目標の設定について【別紙２】 
雇用環境・均等分科会の2020年度目標の評価及び2021年度目標の設定を行

ったもの。（令和３年８月30日） 
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○ 労働者協同組合法の施行期日を定める政令案要綱について（勤

労者生活分科会）【別紙３－１、３－２】 
労働者協同組合を通じて多様な就労の機会の創出等を行うことで、持続可

能で活力ある地域社会の実現に資することを目的とする「労働者協同組合法」

（令和２年法律第78号）の施行期日を令和４年10月１日とすることとしたも

の。（令和３年７月28日諮問・８月２日答申） 

 

○ 中小事業主が行う事業に従事する者等の労働災害等に係る共済

事業に関する法律の公布について（勤労者生活分科会）【別紙４】 
中小事業主が行う事業に従事する者等の労働災害等の防止を図るととも

に共済制度を確立すること等を内容とする「中小事業主が行う事業に従事す

る者等の労働災害等に係る共済事業に関する法律」（令和３年法律第80号）

が令和３年６月に成立・公布されたことを報告したもの。 

 
 

【参考】分科会等開催実績 
・雇用環境・均等分科会 

 ７/15、８/30 

・勤労者生活分科会 

  ８/２ 
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育児・介護休業法の改正に伴う政令で定める施行期日 

 
◎ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇

用保険法の一部を改正する法律（令和３年法律第 58 号）（抄） 
   附 則 
 （施行期日） 
第一条 この法律は、令和四年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 
 一・二 （略） 
 三 第二条及び第五条の規定並びに附則第四条、第七条、第九条、第十一条及び第

十三条の規定 公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内において政令

で定める日 
 四 （略） 
 
 
（施行期日案） 

「令和４年 10 月１日」とする。 

 
【参考】 
●男性の育児休業取得促進策等について（建議） 
２．必要な措置の具体的内容 
２．その他 

○ 施行までの期間について 
・円滑な施行を図るため、新制度の創設や育児休業の分割取得等、企業において準備が必要 

なものについては、十分な準備期間を設けることが適当である。 

 

別紙１－１ 
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育児・介護休業法の改正を踏まえた 

主な省令事項①（令和４年４月１日施行） 

 

１．妊娠・出産の申出をした労働者に対する個別周知・意向確認のための措置に関す

る事項について 

（１）事業主が労働者に対して行う個別の制度周知の内容は、次に掲げるものとす

る。 

①育児休業に関する制度 

②育児休業申出の申出先 

③育児休業給付に関すること 

④労働者が育児休業期間について負担すべき社会保険料の取扱い 

 

【参考】 

●男性の育児休業取得促進策等について（建議） 

２．必要な措置の具体的内容 

１．男性の育児休業取得促進策について 

（２）妊娠・出産（本人又は配偶者）の申出をした労働者に対する個別の働きかけ及び環境整備 

 ○ 労働者への個別の働きかけ 

  ・本人又は配偶者の妊娠・出産の申出をした労働者に対し、個別に周知し、取得の働きかけ

をすることを事業主に義務付けることが適当である。具体的には、労働者又は配偶者が妊

娠又は出産した旨（出産日又は出産予定日を含む。）の申出をしたときに、当該労働者に対

し新制度及び現行の育児休業制度等を周知するための措置と、これらの制度の取得意向を

確認するために必要な措置を義務付けることが適当である。 

 

●育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一

部を改正する法律案に対する附帯決議（令和３年４月１５日参議院厚生労働委員会）※衆議院厚

生労働委員会の附帯決議も同内容 

十、育児休業等の制度への理解不足により、労働者の権利行使が妨げられることのないよう、事

業主が妊娠・出産の申出をした労働者に対して、育児休業制度のみでなく、休業の申出先や

休業中の所得保障などについても知らせることとするなど、育児休業の取得に対して実効あ

る措置を講ずること。 

 

  

別紙１－２ 
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（２）事業主が労働者に対して行う個別の制度周知・意向確認は、次のいずれかの方

法によって行うものとする（③及び④は労働者が希望する場合に限る。）。 

  ①面談による方法 

②書面を交付する方法 

③ファクシミリを利用して送信する方法 

④電子メール等の送信の方法 

 

【参考】 

●今般規定する事業主が労働者に対して行う個別の制度周知・意向確認の方法は、育児休業申出

がされた際に、事業主が労働者に対して行う通知の方法に、建議を踏まえて、面談による方法

を追加した上で、労働基準法における労働条件明示と同様に、近年の通信手段の多様化を踏ま

え、労働者が希望した場合には、web メール（Gmail 等）や SNS（LINE や Facebook 等）による

方法も可能とする。 

 

●なお、現行の育児休業の申出方法は次のとおり（②及び③は事業主が適切と認めた場合に限る。）

である。 

 ①書面を交付する方法 

 ②ファクシミリを利用して送信する方法 

 ③通信端末機器に送信する方法（※電子メールやイントラネットを想定） 

 今般、育児休業申出やそれに応じる事業主からの通知等についても、それぞれ受け手が希望し

た場合は、個別の制度周知・意向確認と同様に電子メール等の送信の方法を可能とする。 

 

●男性の育児休業取得促進策等について（建議） 

２．必要な措置の具体的内容 

１．男性の育児休業取得促進策について 

（２）妊娠・出産（本人又は配偶者）の申出をした労働者に対する個別の働きかけ及び環境整備 

 ○ 労働者への個別の働きかけ 

  ・個別労働者への周知の方法としては、中小企業にも配慮し、面談での制度説明、書面等に

よる制度の情報提供等の複数の選択肢からいずれかを選択することとすることが適当であ

る。なお、取得意向の確認については、育児休業の取得を控えさせるような形での周知及

び意向確認を認めないこと、また、事業主から意向確認のための働きかけを行えばよいこ

とを、指針において示すことが適当である。 
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（３）労働者又はその配偶者が妊娠し、又は出産したことその他これに準ずるものと

して厚生労働省令で定める事実は、次に掲げる事実とする。 

   ①労働者が特別養子縁組の監護期間にある子を養育していること、養育する意

思を明示したこと。 

②労働者が養子縁組里親として委託されている子を養育していること、受託す

る意思を明示したこと。 

③労働者が養子縁組を希望して一歳に満たない者を受託しようとしたが、実親

の同意が得られなかったため、養育里親として一歳に満たない者を委託され

ていること又は受託する意思を明示したこと。 

 

【参考】 

●現行の育児休業において、取得の対象としている養子等について、当該子を養育していること

又は養子等を養育する意思を明示したことを申し出たときには、事業主は個別周知・意向確認

を行うものとする。 

 

●育児休業の対象となる子の範囲 

 ①特別養子縁組の監護期間にある子 

 ②養子縁組里親に委託されている子 

 ③児童相談所において養子縁組を希望する里親に委託しようとしたが、実親の同意が得られな

かったため、養育里親として当該里親に委託されている子 
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２．育児休業の申出が円滑に行われるようにするための雇用環境の整備に関する措置

に関する事項について 

○ 育児休業の申出が円滑に行われるようにするための雇用環境の整備に関する

措置は、「雇用する労働者に対する育児休業に係る研修の実施」、「育児休業に関

する相談体制の整備」の他に、次に掲げるものとする。 

①雇用する労働者の育児休業の取得に関する事例の収集及び当該事例の提供 

②雇用する労働者に対する育児休業に関する制度及び育児休業の取得の促進に

関する方針の周知 

 

【参考】 

●参照条文 

◎改正法第２条による改正後の育児・介護休業法（抄） 

（雇用環境の整備及び雇用管理等に関する措置） 

第二十二条 事業主は、育児休業申出が円滑に行われるようにするため、次の各号のいずれかの

措置を講じなければならない。 

一 その雇用する労働者に対する育児休業に係る研修の実施 

二 育児休業に関する相談体制の整備 

三 その他厚生労働省令で定める育児休業に係る雇用環境の整備に関する措置 

２ （略） 

 

●男性の育児休業取得促進策等について（建議） 

２．必要な措置の具体的内容 

１．男性の育児休業取得促進策について 

（２）妊娠・出産（本人又は配偶者）の申出をした労働者に対する個別の働きかけ及び環境整備 

 ○ 休業を取得しやすい職場環境の整備のあり方 

・新制度及び現行の育児休業を取得しやすい職場環境の整備の措置を事業主に義務付けるこ 

とが適当である。職場環境の整備の具体的な内容としては、中小企業にも配慮し、研修、 

相談窓口設置、制度や取得事例の情報提供等の複数の選択肢からいずれかを選択すること 

とすることが適当である。 

 

●育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一

部を改正する法律案に対する附帯決議（令和３年４月１５日参議院厚生労働委員会）※衆議院厚

生労働委員会の附帯決議も同内容 

九、選択肢の中からいずれかの措置を講じなければならないとされている雇用環境の整備につい

ては、可能な限り、複数の措置を行うことが望ましいことについて、事業主の理解を得るよう

努めること。（略） 

 

３．その他 

法改正に伴う所要の規定の整備を行う。 
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育児・介護休業法の改正を踏まえた 

主な省令事項②（公布の日から１年６月以内施行） 
 
１．出生時育児休業申出について 
（１）申出事項は次のとおりとする。 

①出生時育児休業申出の年月日 
②出生時育児休業申出をする労働者の氏名 
③出生時育児休業申出に係る子の氏名、生年月日及び労働者との続柄等 
④出生時育児休業開始予定日及び出生時育児休業終了予定日 
⑤労働者が出生時育児休業申出に係る子でない子であって出生の日から起算

して八週間を経過しないものを有する場合にあっては、当該子の氏名、生年

月日及び当該労働者との続柄 
⑥出生時育児休業申出に係る子が養子である場合にあっては、当該養子縁組の

効力が生じた日 
⑦出産が予定日より早まった場合等はその旨 

 
 （２）申出方法は次のとおりとする（②及び③は事業主が適当と認める場合に限る。）。 
   ①書面を交付する方法 

②ファクシミリを利用して送信する方法 
③電子メール等の送信の方法 

 
※この他、出生時育児休業申出がされたときに行う事業主が労働者に行う通知等に

ついては、育児休業申出に係る通知等と同様の取扱いとする。 
 
【参考】 

●今般規定する出生時育児休業申出における申出事項は、育児休業申出における申出事項のうち、

１歳到達日後の育児休業の申出に係る規定などを除き、同一の規定としている。 

 

●今般規定する出生時育児休業申出の申出方法は、育児休業申出の申出方法と同一の規定として

いる。 

 

●育児休業の申出事項 

 ①育児休業申出の年月日 

 ②育児休業申出をする労働者の氏名 

 ③育児休業申出に係る子の氏名、生年月日及び労働者との続柄等 

 ④育児休業開始予定日及び育児休業終了予定日 

 ⑤労働者が育児休業申出に係る子でない子であって一歳に満たないものを有する場合にあって
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は、当該子の氏名、生年月日及び当該労働者との続柄 

 ⑥育児休業申出に係る子が養子である場合にあっては、当該養子縁組の効力が生じた日 

 ⑦１歳到達日までに、特別な事情により、育児休業の再取得を行う場合はそれに係る事実 

 ⑧１歳到達日後又は１歳６か月到達日後に育児休業を取得する場合はそれに係る事実 

 ⑨配偶者が育児休業申出に係る子の１歳到達日又は一歳６か月到達日において育児休業をして

いる労働者が、１歳到達日後又は一歳６か月到達日後に育児休業を取得する場合はそれに係

る事実 

 ⑩出産が予定日より早まった場合等はその旨 

 ⑪１歳到達日後又は１歳６か月到達日後に係る育児休業申出を撤回したが、特別な事情により、

再度申出をする場合はそれに係る事実 

 ⑫パパママ育休プラスの申出を行う場合はその要件を満たしている旨 

 

●育児休業の申出方法は次のとおり（②及び③は事業主が適当と認める場合に限る。）。 

 ①書面を交付する方法 

 ②ファクシミリを利用して送信する方法 

 ③通信端末機器に送信する方法（※） 

  ※令和４年４月１日施行後は、電子メール等の送信の方法 
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２．出生時育児休業の申出期限について 
労使協定で定めることにより、原則２週間前までとする出生時育児休業の申出期

限を現行の育児休業と同様に１か月前までとしてよいこととする、職場環境の整備

等の措置は次の３つとする。 
 ①次に掲げる措置のうち、二以上の措置を講ずること。 
  ・雇用する労働者に対する育児休業に係る研修の実施 

・育児休業に関する相談体制の整備 
・雇用する労働者の育児休業の取得に関する事例の収集及び当該事例の提供 
・雇用する労働者に対する育児休業に関する制度及び育児休業の取得の促進に関

する方針の周知 
・育児休業申出をした労働者の育児休業の取得が円滑に行われるようにするため

の業務の配分又は人員の配置に係る必要な措置 
②育児休業の取得に関する定量的な目標を設定し、育児休業の取得の促進に関する

方針を周知すること。 
③育児休業申出に係る当該労働者の意向を確認するための措置を講じた上で、その

意向を把握するための取組を行うこと。 
【参考】 

●男性の育児休業取得促進策等について（建議） 

２．必要な措置の具体的内容 

１．男性の育児休業取得促進策について 

（１）子の出生直後の休業の取得を促進する枠組み 

 ○ 要件・手続き 

 （申出期限） 

  ・現行の育児休業より短縮し、原則２週間前までとすることが適当である。ただし、職場環

境の整備などについて、今回の見直しにより求められる義務を上回るような取組を実施す

ることを過半数組合又は過半数代表との労使協定で定めている（※）事業所においては、

現行の育児休業と同様に１か月前までとしてよいこととすることが適当である。 

    ※労使協定で定める事項： 

    -新制度や育児休業の取得率や取得期間に関する目標及び事業主の方針 

    -休業開始予定日の１か月前までに申出が円滑に行われるようにするための職場環境の

整備、業務の調整、労働者の配置その他の措置（（2）の環境整備の措置義務を上回る

措置として、これらのうち複数の措置を実施している場合等） 

    -労働者へ休業取得の個別の働きかけを行うだけでなく、具体的な取得意向の個別の把握

まで行うこと 
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３．休業中の就業について 
（１）出生時育児休業をした労働者が休業中に就業することを希望する場合は、出生

時育児休業開始予定日とされた日の前日までに次に掲げる事項を申し出ること

とする。 
  ①就業可能日 

②就業可能日における就業可能な時間帯（所定労働時間内の時間帯に限る。）そ

の他の労働条件 
 
（２）休業中の就業について申出をし、事業主からの提示に対して労働者が行う同意

及びその同意を得た事業主が労働者に対して行う通知は、次のいずれかの方法に

よって行うものとする（②及び③は、同意については事業主が適当と認める場合、

通知については労働者が希望する場合に限る。）。 
  ①書面を交付する方法 

②ファクシミリを利用して送信する方法 
③電子メール等の送信の方法 

 
（３）休業中の就業は次の範囲内で行うものとする。 

①就業日数の合計は、出生時育児休業期間の所定労働日数の半分以下とすること。

ただし、一日未満の端数があるときは、これを切り捨てた日数とすること。 
②就業日における労働時間の合計は、出生時育児休業期間における所定労働時間

の合計の半分以下とすること。 
③出生時育児休業開始予定日とされた日又は出生時育児休業終了予定日とされ

た日を就業日とする場合は、当該日の労働時間数は、当該日の所定労働時間数

に満たないものとすること。 
 
（４）出生時育児休業開始予定日とされた日以後に、休業中の就業について行った同

意の全部又は一部を撤回することができる特別な事情は次のとおりとする。 
①出生時育児休業申出に係る子の親である配偶者の死亡 
②配偶者が負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害その他これらに準ずる心

身の状況により出生時育児休業申出に係る子を養育することが困難な状態に

なったこと。 
③婚姻の解消その他の事情により配偶者が出生時育児休業申出に係る子と同居

しないこととなったこと。 
④出生時育児休業申出に係る子が負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害そ

の他これらに準ずる心身の状況により、２週間以上の期間にわたり世話を必要

とする状態になったこと。 
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（５）事業主は労働者に対して、休業中の就業に関する次に掲げる事由を理由として、

解雇その他不利益な取扱いをしてはならないこととする。 
  ①休業中に就業を希望する旨の申出をしなかったこと。 
  ②休業中に就業を希望する旨の申出が事業主の意に反する内容であったこと。 

③休業中の就業の申出に係る就業可能日等の変更をしたこと又は当該申出の撤

回をしたこと。 
④休業中の就業に係る事業主からの提示に対して同意をしなかったこと。 
⑤休業中の就業に係る事業主との同意の全部又は一部の撤回をしたこと。 

 
【参考】 

●男性の育児休業取得促進策等について（建議） 

２．必要な措置の具体的内容 

１．男性の育児休業取得促進策について 

（１）子の出生直後の休業の取得を促進する枠組み 

 ○ 要件・手続き 

 （休業中の就労） 

  ・出生後８週間以内は、女性の産後休業期間中であり、労働者本人以外にも育児をすること

ができる者が存在する場合もあるため、労働者の意に反したものとならないことを担保し

た上で、労働者の意向を踏まえて、事業主の必要に応じ、事前に調整した上で、新制度に

限り、就労を認めることが適当である。 

    具体的には、労働者の意に反したものとならない仕組みとするため、過半数組合又は過

半数代表との労使協定を締結している場合に限り、労働者と事業主の合意した範囲内での

み可能とするとともに、就労可能日数の上限（休業期間の労働日の半分）を設けることが

適当である。 

    また、具体的な流れは、以下とすることが適当である。 

     -労使協定を締結する。 

     -労働者が就労しても良い場合は事業主にその条件（就労しても良い日時や上限日数・

時間数）を申し出る。 

     ※ 休業開始日・終了日と併せて申し出ることが望ましいが、業務状況の見通しが立

ったタイミングなど、休業開始前までの任意のタイミングで申し出ることができ、

また、休業開始までは、申し出た条件の変更も可能。 

     -事業主が休業期間中に就労させたい場合には、労働者が申し出た条件の範囲内で、就

労候補日・時間を提示する。 

     -労働者が同意した範囲で就労させることができる。 

     ※ 休業開始前までは任意のタイミングで同意を撤回することが可能。また、休業開

始後は、配偶者の疾病等やそれに準ずる心身の状態の悪化等の特別な事情がある場

合には、同意の撤回が可能。 
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●育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一

部を改正する法律案要綱 

第二 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一部改正 
 二 出生時育児休業の新設 
  （略） 
   就業させることができる日数・時間数は、休業期間中の労働日・所定労働時間の半分を上

限とする予定。 
 
●育児休業申出の撤回をした際に、再度申出を可能とする特別な事情 
 ①育児休業申出に係る子の親である配偶者の死亡 
 ②配偶者が負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により育児休業申出に係る子を養育す

ることが困難な状態になったこと。 
 ③婚姻の解消その他の事情により配偶者が育児休業申出に係る子と同居しないこととなったこ

と。 
 ④育児休業申出に係る子が負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、２週間以上の

期間にわたり世話を必要とする状態になったこと。 
 ⑤１歳到達日前の育児休業申出に係る子について、保育所等における保育の利用を希望し、申

込みを行っているが、当面その実施が行われないこと。 
 
●参照条文 

◎改正法第２条による改正後の育児・介護休業法（抄） 

（不利益取扱いの禁止） 

第十条 事業主は、労働者が育児休業申出をし、又は育児休業申出等（育児休業申出及び出生時

育児休業申出をいう。以下同じ。）をし、若しくは育児休業をしたこと又は第九条の五第二項の

規定による申出若しくは同条第四項の同意をしなかったことその他の同条第二項から第五項ま

での規定に関する事由であって厚生労働省令で定めるものを理由として、当該労働者に対して

解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 
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４．対象労働者について 
労使協定の締結により、出生時育児休業の対象から除外することが可能な労働者

は次のとおりとする。 
①出生時育児休業申出があった日から起算して８週間以内に雇用関係が終了する

ことが明らかな労働者 
②１週間の所定労働日数が２日以下の労働者 

 
【参考】 

●①については、現行の育児休業と同様に「（休業可能期間以内）に雇用関係が終了することが明

らかな労働者」としている。また、②については現行の育児休業と同一の規定としている。 

 

●参照条文 

◎育児・介護休業法施行規則（抄） 

 （法第六条第一項第二号の厚生労働省令で定めるもの） 

第八条 法第六条第一項第二号の厚生労働省令で定めるものは、次のとおりとする。 

 一 育児休業申出があった日から起算して一年（法第五条第三項及び第四項の申出にあっては

六月）以内に雇用関係が終了することが明らかな労働者 

 二 一週間の所定労働日数が著しく少ないものとして厚生労働大臣が定める日数以下（※２日

以下）の労働者 
 

●男性の育児休業取得促進策等について（建議） 

２．必要な措置の具体的内容 

１．男性の育児休業取得促進策について 

（１）子の出生直後の休業の取得を促進する枠組み 

（略） 

 ○ 要件・手続き 

 （対象労働者、休業開始日及び終了日の変更） 

  ・現行の育児休業と同様の考え方で設定することが適当である。 

  

114



8 
 

５．出生時育児休業開始予定日の前倒し及び出生時育児休業終了予定日の後ろ倒しに

ついて 
次のとおりとする。 
①出生時育児休業開始予定日の前倒しは１回に限り、出産予定日前に子が出生し

たこと等を事由として、変更後休業を開始しようとする日の１週間前までに変

更の申出をすることにより可能とする。 
②出生時育児休業終了予定日の後ろ倒しは１回に限り、事由を問わず、休業を終

了しようとする日の２週間前までに変更の申出をすることにより可能とする。 
 
【参考】 

●①については、現行の育児休業と同一のものとしている。また、②については現行の育児休業

は１か月前（１歳到達日後の育児休業については２週間前）であるが、出生時育児休業の休業

可能期間が育児休業に比して短いことを勘案している。 

 

●参照条文 

◎育児・介護休業法施行規則（抄） 

 （法第七条第二項の厚生労働省令で定める期間） 

第十四条 法第七条第二項の厚生労働省令で定める期間は、一週間とする。 

 （法第七条第三項の厚生労働省令で定める日） 

第十六条 法第七条第三項の厚生労働省令で定める日は、育児休業申出において育児休業終了予

定日とされた日の一月前（法第五条第三項及び第四項の申出にあっては二週間前）の日とする。 

 

●男性の育児休業取得促進策等について（建議） 

２．必要な措置の具体的内容 

１．男性の育児休業取得促進策について 

（１）子の出生直後の休業の取得を促進する枠組み 

（略） 

 ○ 要件・手続き 

 （対象労働者、休業開始日及び終了日の変更） 

  ・現行の育児休業と同様の考え方で設定することが適当である。 
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６．１歳到達日後及び１歳６か月到達日後の育児休業における特別な事情がある場合

の再取得について 

１歳到達日後の育児休業については、 

・子の１歳到達日に労働者本人又は配偶者が育児休業をしている場合であって、 

・さらにそれ以後の期間について休業することが雇用の継続のために特に必要と認

められる場合に、 

限って取得できることとされていたが、今般、特別な事情がある場合には上記の後

者に該当するのみで再取得することが可能とされた。 

この特別な事情については、次に掲げるものとする。 

①第２子以降の産前産後休業により、育児休業が終了したが、産前産後休業に係る

子が死産となった場合等 

②第２子以降の新たな育児休業により、育児休業が終了したが、新たな育児休業に

係る子が死亡した場合等 

③介護休業により、育児休業が終了したが、介護休業に係る対象家族が死亡した場

合等 

 

※１歳６か月到達日後の育児休業における特別な事情も同様とする。 

 
【参考】 
●１歳到達日までに育児休業を再取得することができる特別な事情（①から⑧までのいずれか） 
 ①第２子以降の産前産後休業により、育児休業が終了したが、産前産後休業に係る子が死産と

なった場合等 
 ②第２子以降の新たな育児休業により、育児休業が終了したが、新たな育児休業に係る子が死

亡した場合等 
 ③介護休業により、育児休業が終了したが、介護休業に係る対象家族が死亡した場合等 
 ④子の親である配偶者が死亡したとき。 
 ⑤子の親である配偶者が負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、子を養育するこ

とが困難な状態になったとき。 
 ⑥婚姻の解消その他の事情により子の親である配偶者が子と同居しないこととなったとき。 
 ⑦子が負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、２週間以上の期間にわたり世話を

必要とする状態になったとき。 
 ⑧子について、保育所等への入所を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われな

いとき 
 
●子の１歳到達日後又は１歳６か月到達日後の期間について休業することが雇用の継続のために

特に必要と認められる場合（①から③までのいずれか） 
 ①１歳到達日後又は１歳６か月到達日後の期間について、保育所等への入所を希望し、申込み
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を行っているが、当面その実施が行われない場合 
 ②常態として子の養育を行っている親の配偶者であって当該子の１歳到達日後又は１歳６か月

到達日後の期間について常態として当該子の養育を行う予定であったものが次のいずれかに

該当した場合 
  ・死亡したとき。 
  ・負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により子を養育することが困難な状態になっ

たとき。 
  ・婚姻の解消その他の事情により常態として子の養育を行っている親の配偶者が子と同居し

ないこととなったとき。 
  ・６週間(多胎妊娠の場合にあっては、14 週間)以内に出産する予定であるか又は産後８週間

を経過しないとき。 
 ③１歳到達日後又は１歳６か月到達日後の育児休業における特別な事情がある場合（今般追加） 
 
●男性の育児休業取得促進策等について（建議） 
２．必要な措置の具体的内容 
１．男性の育児休業取得促進策について 
（３）育児休業の分割取得等 
（略） 
 ○ １歳以降の延長の場合の取扱 
  ・保育所に入所できない等の理由により１歳以降も延長して育児休業を取得する場合につい

て、延長した場合の育児休業の開始日が、各期間（１歳～１歳半、１歳半～２歳）の初日

に限定されているため、現行制度では各期間の開始時点でしか夫婦交代ができないが、開

始日を柔軟化することで、各期間の途中でも夫婦交代を可能（途中から取得可能）とする

ことが適当である。 
    また、第２子以降の子の産休により育児休業が終了し、死産となった場合等の特別な事

情があるときについて、再取得できることとすることが適当である。 
 

 

７．その他 

法改正に伴う所要の規定の整備を行う。 
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育児・介護休業法の改正を踏まえた 

主な指針事項①（令和４年４月１日施行） 

 

 

１．妊娠・出産の申出をした労働者に対する個別周知・意向確認のための措置に関す

る事項について 

 

 （１）育児休業に関する制度等を知らせる措置及び育児休業申出に係る労働者の意

向を確認するための措置は、労働者による育児休業申出が円滑に行われるよう

にすることを目的とするものであることから、取得を控えさせるような形での

周知及び意向確認の措置の実施は、法第 21 条第１項の措置の実施とは認めら

れないものであること。 

（２）育児休業申出に係る労働者の意向を確認するための措置については、事業主

から労働者に対して、意向確認のための働きかけを行えばよいものであること。 

 

【参考】 

●男性の育児休業取得促進策等について（建議） 

２．必要な措置の具体的内容 

１．男性の育児休業取得促進策について 

（２）妊娠・出産（本人又は配偶者）の申出をした労働者に対する個別の働きかけ及び環境整備 

 ○ 労働者への個別の働きかけ 

 ・ 個別労働者への周知の方法としては、中小企業にも配慮し、面談での制度説明、書面等に

よる制度の情報提供等の複数の選択肢からいずれかを選択することとすることが適当であ

る。なお、取得意向の確認については、育児休業の取得を控えさせるような形での周知及び

意向確認を認めないこと、また、事業主から意向確認のための働きかけを行えばよいことを、

指針において示すことが適当である。 

 

●育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一

部を改正する法律案に対する附帯決議（令和３年４月１５日参議院厚生労働委員会）※衆議院厚

生労働委員会の附帯決議も同内容 

十一、育児休業の取得意向の確認等において、労働者に対し取得を控えさせるような取扱いが行

われないよう運用を徹底するとともに、違反が明らかになった場合には事業主に対して厳正な

対処を行うこと。 

 

 

 

 

別紙１－３ 
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２．育児休業の申出が円滑に行われるようにするための雇用環境の整備に関する措置

に関する事項について 

 

 （１）雇用環境の整備の措置を講ずるに当たっては、短期はもとより１か月以上の

長期の休業の取得を希望する労働者が希望するとおりの期間の休業を申出し

取得できるようにすることに配慮すること。 

 （２）雇用環境の整備の措置を講ずるに当たっては、可能な限り、複数の措置を行

うことが望ましいものであること。 

 

【参考】 

●男性の育児休業取得促進策等について（建議） 

２．必要な措置の具体的内容 

１．男性の育児休業取得促進策について 

（２）妊娠・出産（本人又は配偶者）の申出をした労働者に対する個別の働きかけ及び環境整備 

○ 休業を取得しやすい職場環境の整備のあり方 

・ 新制度及び現行の育児休業を取得しやすい職場環境の整備の措置を事業主に義務付けること

が適当である。職場環境の整備の具体的な内容としては、中小企業にも配慮し、研修、相談窓

口設置、制度や取得事例の情報提供等の複数の選択肢からいずれかを選択することとすること

が適当である。 

  環境整備に当たっては、短期はもとより１か月以上の長期の休業の取得を希望する労働者が

希望する期間を取得できるよう事業主が配慮することを指針において示すことが適当である。 

 

●育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一

部を改正する法律案に対する附帯決議（令和３年４月１５日参議院厚生労働委員会）※衆議院厚

生労働委員会の附帯決議も同内容 

九、選択肢の中からいずれかの措置を講じなければならないとされている雇用環境の整備につい

ては、可能な限り、複数の措置を行うことが望ましいことについて、事業主の理解を得るよう

努めること。（略） 

 

 

３．その他 

 法改正に伴う所要の規定の整備を行う。 
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育児・介護休業法の改正を踏まえた 

主な指針事項②（公布の日から１年６月以内施行） 

 

 

１．妊娠・出産の申出をした労働者に対する個別周知・意向確認のための措置に関す

る事項について 

 

○ 個別の制度周知の内容について 

 

  出生時育児休業制度に関し、休業中の就業の仕組みについて知らせる際には、育

児休業給付及び育児休業（出生時育児休業含む。）期間中の社会保険料免除につい

て、休業中の就業日数によってはその要件を満たさなくなる可能性があることにつ

いてもあわせて説明するよう留意すること。 

 

【参考】 

●育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一

部を改正する法律案に対する附帯決議（令和３年４月１５日参議院厚生労働委員会）※衆議院厚

生労働委員会の附帯決議も同内容 

八、育児休業中の社会保険料免除要件の見直しに関し、労働者が育児休業中に就業した場合には、

休業中の就業日数によっては社会保険料の免除が認められなくなり、労働者に想定外の経済的

な負担が発生する可能性があることについて周知徹底すること。 

 

２．出生時育児休業申出及び育児休業申出について 

 

  出生時育児休業含む育児休業については、労働者がこれを円滑に取得できるよう

にするため、事業主においては、休業の申出期限にかかわらず労働者による申出が

円滑に行われるようにするための雇用環境整備を行い、労働者の側においても、業

務の円滑な引き継ぎ等のためには、労働者の意向に応じて早めに申し出ることが効

果的であるという意識を持つことが重要であることに留意すること。 

 

【参考】 

●男性の育児休業取得促進策等について（建議） 

２．必要な措置の具体的内容 

１．男性の育児休業取得促進策について 

（１）子の出生直後の休業の取得を促進する枠組み 

 ○ 要件・手続き  

  （申出期限） 
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  ・現行の育児休業より短縮し、原則２週間前までとすることが適当である。ただし、職場環

境の整備などについて、今回の見直しにより求められる義務を上回るような取組を実施す

ることを過半数組合又は過半数代表との労使協定で定めている（※）事業所においては、

現行の育児休業と同様に１か月前までとしてよいこととすることが適当である。（略） 

    また、円滑な休業の取得のためには、事業主は労働者が申出期限にかかわらず早めに申

出しやすいよう工夫するとともに、労働者も早めに申出をすることが望ましい旨、指針に

おいて示すことが適当である。（略） 

 

●育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一

部を改正する法律案に対する附帯決議（令和３年４月１５日参議院厚生労働委員会）※衆議院厚

生労働委員会の附帯決議も同内容 

五、事業主はその雇用する労働者に対して出生時育児休業の申出期限を適切に周知するとともに、

その申出期限にかかわらず事業主及び労働者双方が早期の休業申出に向けて互いに配慮するこ

とが望ましい旨を指針に明記すること。 

 

３．出生時育児休業期間中の就業について 

 

  育児休業は労働者の権利であって、その期間の労務提供義務を消滅させる制度で

あることから、育児休業中は就業しないことが原則であり、出生時育児休業期間中

の就業については、事業主から労働者に対して就業可能日等の申出を一方的に求め

ることや、労働者の意に反するような取扱いがなされてはならないものであること。 

 

【参考】 

●育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一

部を改正する法律案に対する附帯決議（令和３年４月１５日参議院厚生労働委員会）※衆議院厚

生労働委員会の附帯決議も同内容 

六、育児休業は労働者の権利であって、その期間の労務提供義務を消滅させる制度であることか

ら、育児休業中は就業しないことが原則であり、事業主から労働者に対して就業可能日等の申出

を一方的に求めることや、労働者の意に反するような取扱いがなされることのないよう指針に

明記するとともに、違反が明らかになった場合には事業主に対して厳正な対処を行うこと。 

 

 

４．その他 

法改正に伴う所要の規定の整備を行う。 
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令和３年８月 30 日 

雇用環境・均等局 

 

雇用環境・均等分科会における年度目標及び実績評価について 

 

○ 2010 年より、労働政策の推進に当たって PDCA サイクル機能の充

実・強化を図るため、労働政策審議会の各分科会において、目標の設

定及び施策の運用実績の点検・評価を行っている。 

 

○ 雇用環境・均等分科会においても、毎年度目標を設定し、実績を評

価してそれを踏まえて次年度の目標を設定してきたところ。 

 

○ 2020 年度の目標は以下のとおり。 

・常時雇用する労働者が 300 人以下の事業主の女性活躍推進法に基づ

く一般事業主行動計画策定届出件数 13,000 社 

・次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク取得）企

業数 3,500 社 

・男性の育児休業取得率 13.00％ 

別紙２－１ 
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項目 2019 年度 

目標 

2019 年度 

実績 

2020 年度 

目標 

2020 年度 

実績 

① 常時雇用する労働者が300人

以下の事業主の女性活躍推

進法に基づく一般事業主行

動計画策定届出件数※１ 

7,500 件 6,842 件 13,000 件 8,876 件 

② 次世代育成支援対策推進法

に基づく認定（くるみんマー

ク取得）企業数※２ 

3,200 社 3,312 社 3,500 社 3,548 社 

③ 男性の育児休業取得率※３ 9.5％ 7.48％ 13.0％ 12.65％ 

（備考） 

※１  雇用環境・均等部(室)による法施行状況調べ 

女性活躍推進法に基づく行動計画を策定し都道府県労働局に届出を行った常時雇用

する労働者が 300 人以下の企業数（それぞれ各年度の３月 31 日時点） 

※２ 雇用環境・均等部（室）による法施行状況調べ 

次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画を策定・実施し、厚生労働大臣による

認定を受けた企業数（それぞれ各年度の３月 31日時点） 

※３ 厚生労働省「雇用均等基本調査」 

５人以上規模事業所で各年度の前々年（2020 年度実績では 2018 年）の 10月１日か

ら各年度（2020 年度実績では 2019 年）の前年９月 30 日までの１年間に配偶者が出

産した者に占める育児休業取得者（各年度の 10 月１日までに育児休業を開始した

者）の割合 

2020 年度目標設定における考え方 

① 常時雇用する労働者が 300 人以下の事業主の女性活躍推進法に基づく一般

事業主行動計画策定届出件数 

令和４年４月１日に一般事業主行動計画策定・届出義務企業が 101 人以

上の事業主に拡大されることから、直近の実績を踏まえつつ、３割程度の

達成を見込んだ目標値とした。 

② 次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク取得）企業数 

  少子化社会対策大綱（2020 年５月 29 日閣議決定）に定められた目標（2025

年までに、くるみん認定企業数を 4,300 社とする）及び前年度までの実績

を踏まえ、3,500 社を目標とした。 

③ 男性の育児休業取得率 

少子化社会対策大綱（2015 年３月 20 日閣議決定）等に定められた目標

（2020 年までに、男性の育児休業取得率を 13％とする）を踏まえ、2020 年

２０２０年度評価シート 

別紙２－２ 
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度は 13.00％を目標とした。 

施策実施状況 

（2020 年度に実施した主な取組） 

① 常時雇用する労働者が 300 人以下の事業主の女性活躍推進法に基づく一般

事業主行動計画策定届出件数 

・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定、実施、認定の促進 

・中小企業のための女性活躍推進事業の実施 

・両立支援等助成金（女性活躍加速化コース）の支給 

② 次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク取得）企業数 

・次世代育成支援対策推進法の施行の周知 

・次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定、実施、認定

の促進 

③ 男性の育児休業取得率 

・育児・介護休業法の周知徹底・履行確保 

・イクメン企業アワード、イクボスアワード等の実施による社会的機運の醸成 

・男性の育児休業取得促進に取り組む企業に対して支給する両立支援等助成金

（出生時両立支援コース）の支給 

2020 年度施策実施状況に係る分析 

① 常時雇用する労働者が 300 人以下の事業主の女性活躍推進法に基づく一般

事業主行動計画策定届出件数 

・常時雇用する労働者が 300 人以下の事業主の一般事業主行動計画策定届出数

は、2021 年３月末に 8,876 社となり、目標 13,000 件に対する達成率は 68.3％

に留まり、目標は未達成となった。 

・届出件数は施行初年度から増加しているものの、依然として対象となる企業

数に対する届出件数は低調である。 

② 次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク取得）企業数 

・くるみん認定企業数は 2021 年３月末現在で 3,548 社となり、目標の 3,500

社を達成した。 

③ 男性の育児休業取得率 

・2019 年の実績 7.48％に対し、2020 年度は 12.65％と上昇したものの、目標

の 13.00％を達成することはできなかった。 

・男性の育児休業取得率は平成 24 年度から８年連続で上昇しており、これま

での取組が一定の効果をもたらしたものと考えられるが、女性と比べると低

い水準にとどまっている。 
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施策の達成状況を踏まえた評価及び今後の方針 

① 常時雇用する労働者が 300 人以下の事業主の女性活躍推進法に基づく一般

事業主行動計画策定届出件数 

・より多くの中小企業において女性活躍推進法に沿った行動計画の策定・届

出・情報公表等が行われ、女性の活躍が進むよう、経済団体等への協力要請、

説明会や相談会の実施、助成金の周知等の働きかけを行うほか、女性活躍推

進アドバイザーによる行動計画策定に係る個別支援を実施する等、更なる取

組を進めていく。 

・特に令和 4年（2022 年）4月より、行動計画の策定・届出が義務になる常時

雇用する労働者が 101 人以上 300 人以下の事業主に対し、都道府県労働局が

中心となって行動計画の策定・届出を喚起していく。 

・また、スマートフォン対応を図った「女性の活躍推進企業データベース」に

ついても、就活中の学生を始めとした求職者への周知を行うとともに、企業

に対するデータベースの登録に向けての働きかけを積極的に行う等により、

女性の活躍に関する企業情報の見える化を進めていく。 

② 次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク取得）企業数 

・次世代育成支援対策推進法に基づく認定企業は着実に増加しており、2020

年までにくるみん取得企業を 3,000 社とする政府目標及び 3,500 社とする

2020 年度の分科会の目標を達成したところである。 

・令和２年５月に閣議決定された「少子化社会対策大綱」に、2025 年までに

4,300 社とする新しい政府目標が設定されたところであるため、引き続き、

認定について周知を図るとともに、企業に対する認定取得の働きかけを行

う。 

③ 男性の育児休業取得率 

・2019 年の実績 7.48％に対し、2020 年度は 12.65％と 5.17 ポイント上昇した

ものの、女性と比較すると低い水準である。 

・令和２年５月に閣議決定された「少子化社会対策大綱」等に定められている

2025 年までに 30％とする政府目標の達成に向けて、子の出生直後の時期に

おける柔軟な育児休業の枠組の創設及び育児休業を取得しやすい雇用環境

整備や妊娠・出産の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認の措置

の義務付け等の内容を盛り込んだ改正育児・介護休業法について、周知・啓

発や事業主に対する各種支援等を行い円滑な施行を図るなど、必要な対策を

講じていく。 

 

分科会委員の意見 
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労働者協同組合法について 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 法制化の必要性 
 ○ 持続可能で活力ある地域社会を実現するため、 
   出資・意見反映・労働が一体となった組織であって、地域に貢献し、地域課題を解決する

ための非営利の法人を、簡便に設立できる制度が求められている。 
 ○ 現行法上、このような性質を備えた法人形態は存在しないため、新たな法人形態を法制化

する必要がある。 
 企業組合 ＮＰＯ法人 労働者協同組合 

出資 ○ × ○ 
設立 認可主義 認証主義 準則主義 

 
 

２ 労働者協同組合法のポイント 
 ○ 組合の基本原理に基づき、組合員は、加入に際し出資をし、組合の事業に従事する者とする。 
 〇 出資配当は認めない（非営利性）。剰余金の配当は、従事分量による。 
 ○ 組合は、組合員と労働契約を締結する（組合による労働法規の遵守）。 
 ○ その他、定款、役員等（理事、監事・組合員監査会）、総会、行政庁による監督、企業組合

又はＮＰＯ法人からの組織変更、検討条項（施行後５年）等に関する規定を置く。 

労 働 者 協 同 組 合 
組合員が出資し、それぞれの意見を反映して組合の事業が行われ、

組合員自らが事業に従事することを《基本原理》とする組織 

生活との調和を保ちつつ、意欲・能力に応じて就労する 
機会が必ずしも十分に確保されていない現状等 

法整備 

組合を通じて 

多様な就労の機会の創出 

そして 

 

持続可能で活力ある地域社会の実現  

地域における多様な需要に 

応じた事業の実施 

【事業の具体例】 
 介護・福祉関連 

（訪問介護等） 

 子育て関連   
（学童保育等） 

 地域づくり関連 

（農産物加工品直売
所等の拠点整備、総
合建物管理等） 

 若者・困窮者支援
（自立支援等） 
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① 中小事業主が行う事業に従事する者等の労働災害等に係る共済事業（必須） 

② 中小事業主が行う事業に従事する者等の労働災害等以外の災害に係る共済事業 

 （①のほか、②も行うことができる） 

 

共済団体 
(一般社団・ 

財団法人) 

① 労働災害の発生率は従業員規模が小さい事業場で高い傾向があるほか、中小事業主は、必ず

しも全てが労災保険に加入することができるわけではないため、労災相当災害等による損害を

塡補する共済制度の役割は重要 

② しかし、根拠法のない共済は、現在、保険業法の規制を受け、経過措置のもとで従前から共

済事業を行っていた者のみが従前と同じ範囲で営めるのみ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「当分の間」の暫定措置では、制度が不安定であり、また、新事業も開始できない 

○ 新法整備により、安定的な制度のもと、中小事業主が行う事業に従事する者等※が安心して

加入できる共済制度を整備する 

 ※ 新法に基づく共済事業の共済契約者である「中小事業主」には、「労働者を使用しないで事業を行うことを常

態とするもの」が含まれており、個人で事業を行う者も共済契約者となり得る 

申
請 
行 政 庁 

 中小事業主が行う事業に従事する者等の安全・健康の確保及び福利厚生等の充実を図るため、

中小事業主が行う事業に従事する者等の労働災害等の防止を図るとともに共済制度を確立し、

もって中小事業主が行う事業に従事する者等の福祉の増進に資する 

中小事業主が行う事業に従事する者等の労働災害等に係る 
共済事業に関する法律について 

認
可 

恒久化 

根拠法のない共済 

(従前は規制なし) 

平成 17 年 

改正保険業法 

平成 22 年 

改正保険業法 

現在は この資格により

「当分の間」の暫定措置

として共済事業を行うこ

とが可能となっている 

保険業法の規制が適用

(経過措置あり) 

認可特定保険業者 

新法による共済事業のイメージ 

監
督 

共済事業の種類 

立法の必要性 

法律の目的 

○ 銀行等は、共済契約の募集（窓口販売等）を行うことができるものとする。 

申請者に関し、共済契約者等の保護を図りつつ、広く参入が可能となる 

ような公平な認可審査基準を定める 

① 一般社団・財団法人であって一定の欠格事由に該当しないこと 

② 共済事業を的確に遂行するために必要な財産的基礎、人的構成を有すること 

③ 一定の基準を満たす労働災害等防止事業を行うこと 

④ 他に行う事業が共済事業に支障を及ぼすおそれがないこと 

⑤ 共済規程の記載事項が一定の基準に適合すること 

⑥ 社員等の関係者や営利事業を営む者等に対し、特別の利益を与えるものでないこと 

⑦ 役員報酬等について支給基準を定め、公表していること 

⑧ その他省令で定める基準を満たすこと 

認可審査基準 
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人材開発統括官所管の分科会における審議状況 

（令和3年5月13日以降） 

 

 

○ 職業能力開発促進法施行規則及び職業能力開発促進法第四十七条第一項に

規定する指定試験機関の指定に関する省令の一部を改正する省令案要綱 

（人材開発分科会） 【別紙１】  

技能検定の職種に眼鏡作製を追加し、等級を一級及び二級に区分するとともに、指定試

験機関に公益社団法人日本眼鏡技術者協会を指定すること等としたもの。（令和3年7月28

日） 

 

○ 職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律施行規則の

一部を改正する省令案要綱 （人材開発分科会） 【別紙２】 

求職者支援訓練において、育児や就業等の事情により決まった日時に職業訓練を受講す

ることが困難な者が職業訓練を受けやすくするため、認定職業訓練の実践コースとしてオ

ンデマンド型訓練を実施できること等としたもの。（令和3年8月25日） 

 

○ 2020年度の実績評価及び年度の実績評価及び2021年度の年度目標（人材開

発分科会）【別紙３】  

人材開発分科会の目標について、別紙のとおり年度評価を行った。（令和3年7月28日） 

 

○ 技能実習制度における監理団体の許可について（人材開発分科会監理団体

審査部会）【別紙４】 

監理技能実習制度の監理団体にかかる許可申請について審議し、適正と認められる監理

団体について妥当とする旨の答申を行ったもの。 

※監理団体許可数（累計）（令和３年９月（令和３年９月７日時点）：3,400 件（特定：

1,674 件、一般：1,726件） 

 

【参考】開催実績 

人材開発分科会（計２回開催） 

令和３年７月28日、令和３年８月25日 

人材開発分科会 監理団体審査部会（計２回開催） 

令和３年６月21日、令和３年８月26日 
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○ 眼鏡作製については、高齢化に伴う目の衰えやスマートフォン等の普及による特に子どもの視力の低下等への対応

が求められるなど顧客のニーズが多様化･高度化しており、適切な眼鏡作製を行うに当たって、高度な技能や専門

的知識が一層必要とされ、当該技能を有する人材に対する継続的な需要が見込まれるところ。

検定範囲等については、職種新設に当たり、関係する団体間で主に次のような整理が行われ、国民により良い眼鏡を提供し、目の
健康を守れるよう、眼鏡技術者が眼科専門医と連携しつつ技能を高めていくものとすることとしている。

・ 検定対象とする視力の測定の範囲を、医行為に当たらない内容とすること

・ 目の疾患が疑われる場合、幼児等に作製する場合及び初めて眼鏡を作製する場合において、眼科医への紹介等眼科医と連携すること

・ 試験問題の作成等を担う技能検定委員に日本眼科医会及び日本眼科学会が推薦する眼科専門医も選任すること

技能検定「眼鏡作製職種」の職種新設について（案）

２ 職種新設の背景・理由等

４ 今後のスケジュール

１ 技能検定試験の概要

○ 「眼鏡作製」（眼鏡を必要とする顧客が視力補正用眼鏡等を選択し購入する際に、眼鏡店において行われる、視力

の測定、レンズ加工、フレームのフィッティング等の業務に従事する職種）について、技能検定の職種に追加する。

○ 検定対象については、眼科専門医との連携を含め、顧客のニーズに即した適切な眼鏡作製を行うに当たり必要な技能
及び知識とし、複数等級（１級及び２級）による試験を実施する。

○ 試験業務は、指定試験機関として、公益社団法人日本眼鏡技術者協会（※）が行う。

※ 眼鏡関連の唯一の公益社団法人であり、眼鏡技術者の育成に取り組むとともに、民間検定「認定眼鏡士試験」を平成12年より実施。

○ 職種新設に係る改正省令等は、令和３年８月に公布、同日施行予定。

〇 眼鏡作製職種の第１回試験は、令和４年４月に学科試験、同年７月から９月にかけて実技試験を実施予定。

３ 申請内容の審査

○ 本年４月、(公社)日本眼鏡技術者協会から「眼鏡作製職種」に係る指定試験機関の指定申請を受理。

○ 申請内容について､職業能力開発専門調査員からは「職種新設･指定試験機関の指定は適当」との御意見。
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職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
及
び
職
業
能
力
開
発
促
進
法
第
四
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
試
験
機
関
の
指

定
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
案
要
綱

第
一

職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正

一

技
能
検
定
の
職
種
の
追
加
及
び
等
級
の
区
分

技
能
検
定
の
職
種
に
眼
鏡
作
製
を
追
加
し
、
等
級
を
一
級
及
び
二
級
に
区
分
す
る
こ
と
。

二

技
能
検
定
の
実
技
試
験
の
実
施
方
法

眼
鏡
作
製
に
つ
い
て
、
技
能
検
定
の
実
技
試
験
の
実
施
方
法
を
製
作
等
作
業
試
験
と
す
る
こ
と
。

第
二

職
業
能
力
開
発
促
進
法
第
四
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
試
験
機
関
の
指
定
に
関
す
る
省
令
の
一
部
改
正

一

指
定
試
験
機
関
の
指
定

眼
鏡
作
製
の
技
能
検
定
試
験
に
関
す
る
業
務
の
全
部
又
は
一
部
を
行
わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
者
と
し
て
公
益
社
団
法
人

日
本
眼
鏡
技
術
者
協
会
を
指
定
す
る
こ
と
。

二

そ
の
他
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
。

第
三

施
行
期
日
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こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
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育児や就業等の事情により決まった日時に職業訓練を受講することが困難な者が職業訓練を受けやすくするため、認定職業訓
練の実践コースとしてオンデマンド型訓練（実施日が特定されていない科目を含む職業訓練をいう。以下同じ。）を実施すること等
ができるよう、所要の改正を行う。

職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律施行規則の一部を改正する省令案の概要

現
行

育児中など特に配慮を必要とする特定求職者等であって、厚
生労働省人材開発統括官が定めるもの（※）とする。

改
正
案

現
行

（１）受講要件
訓練実施日の８割以上とする。

改
正
案

訓練実施機関が定める時間数の８割以上とする。(※)

認定職業訓練実施奨励金の支給基準

実践コースの認定基準

（※）①育児・介護中の者、②通所可能な範囲に訓練実施機関がない者、③
在職中の者等、特に配慮を必要とする者 （対象者については、業務取扱要
領において規定。③は令和４年度末までの暫定措置）。

（１）訓練の対象者
特定求職者であって公共職業安定所長の指示をうけた

もの等（特定求職者等）であること。

訓練期間は２月以上６月以下、訓練時間は月80時間以上（令
和４年度末までは月60時間以上）とする。

（注）オンデマンド型でない実践コースについても、育児・介護中等の特定求
職者等については、訓練期間を２月以上６月以下とする。

（２）訓練期間及び訓練時間
訓練期間は原則として３月以上６月以下、訓練時間は原則

として月100時間以上かつ１日当たり５時間以上６時間以下
であること。

（３）付加奨励金の支給基準
就職率が35％以上60％未満 修了者１人当たり月１万円
就職率が60％以上 修了者１人当たり月２万円

訓練期間が２月以上３月未満又は訓練時間が月60時間以上80時間未満
であるものに限り、

就職率が30％以上55％未満 修了者１人当たり月１万円
就職率が55％以上 修了者１人当たり月２万円

（２）28日未満の支給単位期間
訓練実施日数に日額単価を乗じた額等の奨励金を支給す

る。

土日祝日を除いた支給単位期間の日数に日額単価を乗じた
額等の奨励金を支給する。(※)

（注）付加奨励金の支給基準については、令和４年度末までの暫定措置。

＜オンデマンド型訓練＞

＜オンデマンド型訓練＞

（３）欠格の基準となる就職率 35％

訓練期間が２月以上３月未満又は訓練時間が月60時間以上80時間未満
であるものに限り、

欠格の基準となる就職率 30％

（注）令和４年度末までの暫定措置。

２ 施行期日等
公布日：令和３年９月中旬（予定） 施行期日：令和３年10月１日
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都道府県が「ｅラーニングコース」の実
施機関を公募し、採択

民間実施機関が実施する訓練コースを
省令等で定める基準に基づき大臣が認定

公共職業訓練

雇用保険受給者
雇用保険を受給

できない者

求職者支援訓練

オンデマンド訓練（ｅラーニング）について

ｅラーニング
コース

【対象者】

① 育児・介護で外出が制限される者

② 通所可能な範囲に訓練実施機関が存在しない者

③ 勤務時間がシフト制の労働者など不安定な就労状態に

ある在職中の求職者

※ 訓練実施機関がＬＭＳ（Learning Management System）に
より受講者のログイン時間を把握

※ 定期的に確認テストや対面指導を実施（オンラインでも可）

Ｒ２.５ 学科について同時双方向型を可能に
Ｒ３.２ 実技について同時双方向型を可能に
Ｒ３.４ ｅラーニングコース（オンデマンド型）の対象者

にシフト制労働者を追加

Ｒ３.２ 学科について同時双方向型を可能に
Ｒ３.２ 実技について同時双方向型を可能に

公共職業訓練 ｅラーニングコースについて

【コース設定数】 【受講者数】 【就職率】

令和元年度 ８コース 25名 45.8％

令和２年度 21コース 95名

令和３年４～７月 ８コース 23名（６月までの実績）

【主な訓練内容】

・ ワード・エクセル資格取得科
・ ファイナンシャルプランナー・簿記科

ｅラーニング
コース

参考
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職
業
訓
練
の
実
施
等
に
よ
る
特
定
求
職
者
の
就
職
の
支
援
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
案
要
綱

第
一

職
業
訓
練
の
認
定
基
準

一

実
施
日
が
特
定
さ
れ
て
い
な
い
科
目
を
含
む
申
請
職
業
訓
練
の
対
象
者
の
基
準
は
、
乳
児
等
を
養
育
す
る
特
定
求
職
者

等
そ
の
他
の
特
に
配
慮
を
必
要
と
す
る
特
定
求
職
者
等
で
あ
っ
て
、
厚
生
労
働
省
人
材
開
発
統
括
官
が
定
め
る
も
の
と
す

る
こ
と
。

二

実
施
日
が
特
定
さ
れ
て
い
な
い
科
目
を
含
む
実
践
訓
練
及
び
実
施
日
が
特
定
さ
れ
て
い
な
い
科
目
を
含
ま
な
い
実
践
訓

練
で
あ
っ
て
、
乳
児
等
を
養
育
す
る
特
定
求
職
者
等
、
家
族
を
介
護
す
る
特
定
求
職
者
等
又
は
在
職
中
の
特
定
求
職
者
等

そ
の
他
の
特
に
配
慮
を
必
要
と
す
る
特
定
求
職
者
等
に
対
し
て
行
う
も
の
の
訓
練
期
間
の
基
準
は
、
二
月
以
上
六
月
以
下

と
す
る
こ
と
。

三

実
施
日
が
特
定
さ
れ
て
い
な
い
科
目
を
含
む
申
請
職
業
訓
練
の
訓
練
時
間
の
基
準
は
、
一
月
に
つ
き
八
十
時
間
以
上
と

す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
か
ら
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
当
該
申
請
職
業
訓
練
を
開
始

し
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
一
月
に
つ
き
六
十
時
間
以
上
と
す
る
こ
と
。

四

こ
の
省
令
の
施
行
の
日
か
ら
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
開
始
さ
れ
る
実
施
日
が
特
定
さ
れ
て
い
な
い
科
目
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を
含
む
実
践
訓
練
で
あ
っ
て
、
訓
練
期
間
が
二
月
以
上
三
月
未
満
又
は
訓
練
時
間
が
一
月
に
つ
き
六
十
時
間
以
上
八
十
時

間
未
満
の
も
の
に
係
る
修
了
者
等
の
就
職
率
に
つ
い
て
、
別
の
職
業
訓
練
の
認
定
に
係
る
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
認
定
を

受
け
ら
れ
な
い
こ
と
と
な
る
基
準
を
百
分
の
三
十
と
す
る
こ
と
。

第
二

認
定
職
業
訓
練
実
施
基
本
奨
励
金
及
び
認
定
職
業
訓
練
実
施
付
加
奨
励
金
の
支
給
基
準

一

実
施
日
が
特
定
さ
れ
て
い
な
い
科
目
を
含
む
実
践
訓
練
に
係
る
認
定
職
業
訓
練
実
施
基
本
奨
励
金
及
び
認
定
職
業
訓
練

実
施
付
加
奨
励
金
に
つ
い
て
、
当
該
実
践
訓
練
を
受
講
し
た
時
間
数
の
当
該
奨
励
金
支
給
対
象
期
間
に
お
け
る
当
該
実
践

訓
練
を
行
う
者
が
定
め
る
時
間
数
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
八
十
以
上
の
特
定
求
職
者
等
（
認
定
職
業
訓
練
実
施
付
加
奨

励
金
に
あ
っ
て
は
、
修
了
者
等
。
こ
の
一
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
つ
い
て
支
給
す
る
も
の
と
し
、
当
該
奨
励
金
支
給
単
位

期
間
に
お
け
る
日
数
が
二
十
八
日
未
満
の
場
合
に
は
、
当
該
特
定
求
職
者
等
一
人
に
つ
き
二
千
五
百
円
（
認
定
職
業
訓
練

実
施
付
加
奨
励
金
に
あ
っ
て
は
、
五
百
円
）
に
当
該
奨
励
金
支
給
単
位
期
間
に
お
け
る
日
数
か
ら
日
曜
日
、
土
曜
日
及
び

国
民
の
祝
日
に
関
す
る
法
律
に
規
定
す
る
休
日
の
日
数
を
減
じ
た
日
数
を
乗
じ
て
得
た
額
等
を
支
給
す
る
も
の
と
す
る
こ

と
。

二

こ
の
省
令
の
施
行
の
日
か
ら
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
開
始
さ
れ
る
実
施
日
が
特
定
さ
れ
て
い
な
い
科
目
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を
含
む
実
践
訓
練
で
あ
っ
て
、
訓
練
期
間
が
二
月
以
上
三
月
未
満
又
は
訓
練
時
間
が
一
月
に
つ
き
六
十
時
間
以
上
八
十
時

間
未
満
の
も
の
に
係
る
認
定
職
業
訓
練
実
施
付
加
奨
励
金
に
つ
い
て
、
修
了
者
等
一
人
に
つ
き
一
万
円
に
当
該
付
加
奨
励

金
の
支
給
単
位
期
間
の
数
を
乗
じ
て
得
た
額
等
を
支
給
す
る
こ
と
と
す
る
修
了
者
等
の
就
職
率
の
基
準
を
百
分
の
三
十
以

上
百
分
の
五
十
五
未
満
と
す
る
と
と
も
に
、
修
了
者
等
一
人
に
つ
き
二
万
円
に
当
該
付
加
奨
励
金
の
支
給
単
位
期
間
の
数

を
乗
じ
て
得
た
額
等
を
支
給
す
る
こ
と
と
す
る
修
了
者
等
の
就
職
率
の
基
準
を
百
分
の
五
十
五
以
上
と
す
る
こ
と
。

第
三

（
略
）

第
四

施
行
期
日
等

一

こ
の
省
令
は
、
令
和
三
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

二

こ
の
省
令
の
施
行
に
関
し
、
必
要
な
経
過
措
置
を
定
め
る
こ
と
。

三

そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
。

144



2020年度実績（目標） 2021年度実績（目標）

①
地域若者サポートステーションの就職等率
※１

61.7%
(60%)

―
(60%)

②
わかものハローワーク等を利用して就職した
フリーターのうち、正社員として就職した者
の割合

61.6％
（66％以上）

―
（64％以上）

③
就職支援ナビゲーター（旧学卒ジョブサポー
ター）による支援（正社員就職者数）
※２

158,615人
（178,000人）

―
（172,000人）

④
ジョブ・カード作成者数
※３

257,326人（速報値）
（21.2万人）

(27.1万人)

⑤
公共職業訓練（離職者訓練）の就職率
※４

　　　施設内訓練：　84.2（速報値）
　　　　　　　　　（80％）
　　　委託訓練　：　69.7（速報値）
　　　　　　　　　（75％）

　　　施設内訓練：　―
　　　　　　　　　（80％）
　　　委託訓練　：　―
　　　　　　　　　（75％）

⑥
求職者支援制度による雇用保険適用職業訓練
の就職率
※５

　　　基礎コース：　50.9（速報値）
　　　　　　　　　（58％）
　　　実践コース：　58.5（速報値）
　　　　　　　　　（63％）

　　　基礎コース：　―
　　　　　　　　　（58％）
　　　実践コース：　―
　　　　　　　　　（63％）

⑦ 技能検定受検合格者数
299,599人
（21万人）

―
（33万人）

※１　地域若者サポートステーションの就職等率＝就職等（（ⅰ）雇用保険被保険者就職に加え、（ⅱ）サポステによるステップアップのための支援を

　　継続し雇用保険被保険者となることが見込まれる就職及び（ⅲ）公的職業訓練の受講）に至った者　÷　新規登録者数

※２　新卒者等支援に限る

※３　ジョブ・カード作成者数：教育訓練機関、ジョブ・カード制度総合サイト等を通じたジョブ・カード作成者数

※４　・公共職業訓練の就職率：目標設定年度の離職者訓練の修了者等（1ヶ月以下のコースは除く）に占める、訓練修了3ヶ月後までに就職している者の

　　　　割合（都道府県が自治事務として行う施設内訓練及び都道府県単独の委託訓練の実績を除く）公共職業訓練の就職率＝就職者数÷修了者数

　　　・施設内訓練、委託訓練ともに2020年３月末までに終了したコースの実績  ・施設内訓練は2021年2月末、委託訓練は2021年１月末までに終了したコースの実績

※５　・求職者支援制度による職業訓練の就職率：求職者支援訓練の修了者数（基礎コースは、他の訓練受講中の者及び受講が決定した者を除く）に占める、

　　　　訓練修了3ヶ月後までに就職している者（雇用保険適用就職者）の割合。

　　　　基礎コースの就職率　＝　就職者数　÷　（修了者数 － 次訓練受講中・次訓練受講決定者数）

　　　　実践コースの就職率　＝　就職者数　÷　修了者数

　　　　【参考】雇用保険適用外も含む全体の就職率：基礎コース 67.8％　実践コース 73.4％（2020年10月末までに終了したコースの実績）

　　　・2020年10月末までに終了したコースの実績

【参考】

　（成長戦略における2020年度までの目標）

　①　地域若者サポートステーション事業による就職等進路決定者数　10万人（2020年度：14万人）

　②　ジョブ・カード取得者数　累計300万人（2020年度：276.3万人（速報値））

　③　公共職業訓練受講者の就職率　施設内80％、委託65％（2020年度：施設内84.2％、委託69.7％（速報値））

　④　技能検定受検合格者数　累計725万人（2020年度：763.7万人）

人材開発分科会における2020年度実績評価及び2021年度目標設定（案）

項目
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人材開発分科会における 2020 年度実績評価及び 2021 年度目標設定について（案） 

 

① 地域若者サポートステーションの就職等率 

【2020 年度実績】 

地域若者サポートステーション（以下「サポステ」という。）の支援による就職等率は、

目標 60％に対して、実績は 61.7％となっており、目標を達成。 

主な要因は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響も踏まえ、オンラインによ

る利用登録を可能とするなど、サポステにおける柔軟な支援を可能としたことにより、

コロナ禍においても一定程度継続して事業を実施できた結果だと考えられる。 

 

【2021 年度目標】 

目標値：地域若者サポートステーションの就職等率：60％ 

2020年度目標を達成しているものの、引き続き新型コロナウイルス感染症が事業実施に与

える影響が大きいと考えられること、また、2020 年度から支援対象としている就職氷河期世代

の方々については複合的な課題を有している場合が多く、引き続き支援者の高いスキルが求

められている現状などを総合的に勘案し、2021 年度における目標を 2020 年度と同じ 60％に

設定。 

 

② わかものハローワーク等を利用して就職したフリーターのうち、正社員として就職し

た者の割合 

【2020 年度実績】 

わかものハローワーク等を利用して就職したフリーターのうち、正社員として就職し

た者の割合は、目標 66％に対して、実績は 61.6％となっており、目標を未達成。 

主な要因は、新型コロナウイルス感染症の影響により、正社員求人数が減少した（正

社員求人数（有効求人数月平均）：99.2 万人（対前年度△21 万人（△17.4％）））ことの

ほか、緊急事態宣言の発令等により、一部のわかものハローワークの一時閉庁やセミナ

ー等の各種メニューの中止 ・縮小等を行わざるを得なかった（セミナー： 4,443 件（対

前年度△2,576 件）、就職面接会：641 件（対前年度△555 件））ことによるものと考えら

れる（※）。 

 

※わかものハローワーク等の新規登録者 

  2020 年度 17.9 万人（対前年度△2.3 万人（△11.3％）） 

 わかものハローワーク等を利用して就職したフリーターのうち、正社員として就職した者の割合 

  2020 年度 61.6％（就職者数 6.8 万人（うち正社員就職者数 4.2 万人））（対前年度△3.0％） 

 

【2021 年度目標】 

  目標値：わかものハローワーク等を利用して就職したフリーターのうち、正社員として
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就職した者の割合 64％以上 

わかものハローワーク、ハローワークのわかもの支援コーナーやわかもの支援窓口を

利用して就職したフリーターのうち、正社員として就職した者の割合を目標とする。目

標値については、過去３年間(2018 年度～2020 年度)の実績を踏まえ設定。 

 

③ 就職支援ナビゲーター（旧学卒ジョブサポーター）による支援（正社員就職者数） 

【2020 年度実績】 

就職支援ナビゲーター（旧学卒ジョブサポーター）の支援による正社員就職者数は、

目標 17.8 万人に対して、実績が 15.9 万人（対前年度△2.5 万人（△13.7％））となって

おり、目標を未達成。 

主な要因は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う緊急事態宣言の発令等によ

り、大学等への出張相談、職業講話を縮小又は中止せざるを得なかった（出張相談：

27,048 件（対前年度△15,521 件）、セミナー1,640 件（対前年度△1,052 件））ことによ

り、新卒応援ハローワークの利用者数が減少した（32.4 万人（対前年度△3.9 万人( △

10.7％)））ことや、コロナ禍において企業訪問による求人開拓が出来なかったことなど

により、求人開拓数が減少したこと（15.0 万人（対前年度△3.6 万人（△19.3％）））に

よるものと考えられる。 

なお、特に上半期において、コロナ禍の影響を強く受け、全ての月で対前年同月比減

となっているが、下半期においては、未内定者等に対する積極的な支援を行ったことに

より、11 月以降は対前年同月比で増加に転じており、一定の実績を確保しているところ

であり、本事業による新卒者等への就職支援が、就職率の向上に一定程度寄与したもの

と考えられる。（2021 年３月大卒等就職率 96.3％、高卒就職率 97.9％） 

 

【2021 年度目標】 

  目標値：就職支援ナビゲーターによる支援（正社員就職者数）：172,000 人 

就職支援ナビゲーターによる未内定者等に対する就職支援を実施し、新卒者等の就職

を促進するものであることから、2021 年度においては、引き続き就職支援ナビゲーター

の支援による正社員就職者数を目標として設定している。2021 年度は、①支援対象者と

なる 2021 年度卒業予定の学生数、2020 年度未内定卒業者数等、②就職支援ナビゲータ

ーによる大学等への支援の重点化の方針（対象の絞り込み）等を踏まえ、各都道府県労

働局ごとに設定した目標を積み上げた全国値を目標水準として設定。 

 

④ ジョブ・カード作成者数 

 【2020 年度実績】 

ジョブ・カード作成者数は、目標 21.2 万人に対して、25.8 万人と目標を達成。 

主な要因は、ジョブ・カード制度総合サイトによる作成者数増で、新型コロナウィル

スの影響で自宅のインターネットで作成できる当サイトが有効活用されたことに加え、

サイトのトップページを改善し各利用者の属性（個人、企業・学校関係者、作成支援者）

に合わせたページにたどり着きやすいようにしたことが奏功したと考えられる。 
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 【2021 年度目標】 

  目標値：ジョブ・カード作成者数：27.1万人 

2021 年度においては、2018～2020 年度の 3か年の実績を平均して設定。 

 

⑤ 公共職業訓練（離職者訓練）の就職率 

【2020 年度実績】 

公共職業訓練（離職者訓練）の就職率は、施設内訓練 80％、委託訓練 75％の目標に対

して、実績（速報値）は施設内訓練が 84.2％、委託訓練が 69.7％となっており、施設内

訓練は目標を達成、委託訓練は未達成となる見込みである。 

未達成の主な要因は、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い先行きの不透明感が強ま

ったことから採用を抑制する動きがみられたことが大きいと考えられる。 

 

【2021 年度目標】 

  目標値：公共職業訓練（離職者訓練）の就職率：施設内訓練 80％、委託訓練 75％ 

施設内訓練については、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構の中期目標において

80％以上と定めていることから、引き続き同値を設定した。また、委託訓練については、

2019 年度に続き 2020 年度も新型コロナウイルス感染症の影響等により目標を下回る見

込みではあるが、2017 年度及び 2018 年度は実績が 75％前後となっていることから、

75％と設定。 
  
 

⑥ 求職者支援制度による職業訓練の雇用保険適用就職率 

【2020 年度実績】 

求職者支援制度による職業訓練の雇用保険適用就職率は、基礎コース 58％、実践コー

ス 63％の目標に対して、実績（2020 年 10 月末までに終了した訓練コースの修了３か月

の就職率。速報値）で、基礎コース 50.9％、実践コース 58.5％とそれぞれ目標を未達

成。 

未達成の主な要因は、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い先行きの不透明感が強ま

ったことから採用を抑制する動きがみられたことが大きいと考えられる。 

 

【2021 年度目標】 

  目標値：求職者支援制度による雇用保険適用職業訓練の就職率：基礎コース 58％、実践 

コース 63％ 

2020 年度の目標値（基礎コース 58％、実践コース 63％）及び過去５年間（2015 年度

～2019 年度）の就職率実績（平均値：基礎コース 57.9％、実践コース 63.2％）を踏ま

え設定。 

 

⑦ 技能検定受検合格者数 

【2020 年度実績】 
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技能検定受検合格者数は、目標は 21 万人に対して、実績が 299,599 人となっており、

目標を達成。 

なお、2020 年度の目標は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、前期試験を中

止したこと、入国制限による技能実習生の受検減を加味して設定したもの。 

 

【2021 年度目標】 

  目標値：技能検定受検合格者数：33 万人 

合格者数の目標値は、平成 29 年度から令和元年度までの過去三カ年平均で設定。令

和２年度は前期試験を中止したため設定根拠から除いた。 
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技能実習制度における申請等件数

申請件数 許可件数

３，７５６件
３，４００件

うち一般監理事業（※１） １，７２６件
うち特定監理事業（※２） １，６７４件

１ 監理団体許可（令和３年９月７日現在）※年度別実績は別紙１参照

区分 申請件数 認定件数

企業単独型（※３） 29,189件 28,910件

団体監理型（※４） 1,137,905件 1,102,184件

計 1,167,094件 1,131,094件

２ 技能実習計画認定（令和３年８月末現在）※年度別実績は別紙２参照

（※１）一般監理事業とは、技能実習１号、技能実習２号及び技能実習３号の監理が可能となる事業区分であり、
許可の有効期限は５年又は７年（前回許可期間内に改善命令や業務停止命令を受けていない場合）。

（※２）特定監理事業とは、技能実習１号及び技能実習２号の監理が可能となる事業区分であり、許可の有効期限は
３年又は５年（前回許可期間内に改善命令や業務停止命令を受けていない場合）。

（※３）企業単独型とは、日本の企業等が海外の現地法人、合弁企業や取引先企業の職員を受け入れて技能実習を実施する類型。
（※４）団体監理型とは、非営利の監理団体（事業協同組合、商工会等）が技能実習生を受入れ、傘下の企業等で技能実習を

実施する類型。 150
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年度 申請件数 許可件数

平成29年度 ２，２１７件 ２，０３２件

平成30年度 ４８４件 ４７３件

令和元年度 ５２３件 ４０２件

令和２年度 ４０１件 ３６９件

令和３年度 １３１件 １２４件

合計 ３，７５６件 ３，４００件

監理団体の申請・許可件数（年度別）

(注)許可件数は監理事業の廃止及び許可取消件数を除いた件数。

別紙１

151



区分 年度 申請件数 認定件数

企業単独型

平成29年度 ３，５５５件 ２，０６６件

平成30年度 １０，５７２件 １１，３６５件

令和元年度 ９，８０９件 ９，８５７件

令和２年度 ４，４４２件 ４，８３８件

令和３年度 ８１１件 ７８４件

小計 ２９，１８９件 ２８，９１０件

団体監理型

平成29年度 １１４，２０４件 ６１，５６１件

平成30年度 ３５７，２１１件 ３７７，９５６件

令和元年度 ３６０，４３６件 ３５６，３１０件

令和２年度 ２３７，５０７件 ２５１，５５０件

令和３年度 ６８，５４７件 ５４，８０７件

小計 １，１３７，９０５件 １，１０２，１８４件

合計

平成29年度 １１７，７５９件 ６３，６２７件

平成30年度 ３６７，７８３件 ３８９，３２１件

令和元年度 ３７０，２４５件 ３６６，１６７件

令和２年度 ２４1，９４９件 ２５６，３８８件

令和３年度 ６９，３５８件 ５５，５９１件

小計 １，１６７，０９４件 １，１３１，０９４件

※令和２年度と３年度（８月末まで）については暫定値。

技能実習計画の申請・認定件数（年度別） 別紙２
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資料３－５

政　策　統　括　官　（総　合　政　策　担　当）　関　係
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政策統括官（総合政策担当）所管の部会における審議状況 
（令和３年５月13日以降） 

 

 

○ 「技術革新（AI等）が進展する中での労使コミュニケーションに

関する検討会」報告書について（労働政策基本部会） 

技術革新の進展に伴う仕事の在り方や、働き方の変化について検討した労

働政策審議会労働政策基本部会の報告書を受け、令和元年 12 月から令和３

年６月にかけて 12 回にわたり「技術革新（AI 等）が進展する中での労使コ

ミュニケーションに関する検討会」を開催。８月４日に開催された労働政策

基本部会に報告書（別紙）を提出し、了とされた。 

 

 

 

【参考】部会開催実績 

・労働政策基本部会 ８／４ 
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はじめに

1

技術革新（AI等）が進展する中での労使コミュニケーションに関する検討会
報告書（概要）（令和３年６月22日）

＜検討の経緯＞

＜検討の手法・視点＞

AI等の新技術は、
・人口減少下での生産性向上と経済成長の源泉となり、労働条件の改善等に資する一方、
・複雑で高度な業務をも代替する結果、労働者の職務や配置の変更など雇用の在り方に影響を及ぼし得る。

⇒ AI等の技術革新が進展する中での労使コミュニケーションについての議論が必要

本検討会を開催し、AI等の技術革新が進展する中での労使間のコミュニケーションの実態
や課題の把握、あるべき対応について検討

○ AI等の導入の際に積極的に労使コミュニケーションに取り組んできた企業労使や有識者のヒアリングを実施。
○ 検討に当たり、以下の変化が労使コミュニケーションに及ぼす影響も視野に入れた。

・インターネットやデジタル技術の進展に伴う日常のコミュニケーションや働き方の変化
・新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う急速なDX（デジタルトランスフォーメーション）進展等の変化

労働政策審議会労働政策基本部会報告書（令和元年9月労働政策審議会了承）の指摘

こうした経緯を経て、新技術の円滑な導入と効果的な活用に向けた労使コミュニケーションを中心として、
技術革新が進展する中での労使コミュニケーションの重要性、具体的な内容等についてとりまとめた成果
は、次ページ以降のとおり。
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１．検討の前提

（２）検討対象とした労使コミュニケーションの枠組み・方法

（１）検討対象とした新技術

○ AI等の生産性向上につながるデジタル技術の実装が及ぼす影響を一義的な検討対象とした。

○ 次のような、新技術によるコミュニケーション自体の変質の観点から、ICTツールの普及・定着がもたらす影
響についても検討の射程に入れた。
・ グループウェア、社内SNSなどの新たなICTツールによる社内コミュニケーションの変化
・ 外部のソーシャルメディアによる労使コミュニケーションへの影響

○ 下表①の枠組みを一義的な検討対象とした。

下表②のうちAI等の円滑な導入に資する取組についても検討対象に含めた。

○ ①・②を通じて、オンライン会議での話合い、社内SNS、メール等を活用したやり取り等デジタル技術を活用し

た取組にも注目した。

２

①課題解決を目的とする組織や会議での労使の交渉や協議 ②上記以外の労使の意見交換、意見収集、情報共有

労働組合との団体交渉
労使協議機関や特定の事項を協議する専門的な機
関での協議
常設でない説明会や意見交換の場での協議 等

〔複数の労働者への対応〕
社内勉強会、社内イベント、社内懇親会やそのた
めの組織（社員会等）
情報共有のための定例の会議（朝礼等）等

〔個別の労働者への対応〕
労働組合の職場委員等を通じた情報収集
企業による個人面談を通じた意見収集 等
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３

２．調査から見える労使コミュニケーションの現状と変化

（１）近年の労使コミュニケーションの状況（厚生労働省「労使コミュニケーション調査」より）

○ 労使関係について「良好・安定的」と捉える傾向が、労使ともに強まってきた（図１－１，１－２）。

○ 労使の関心事項については、労使ともに「日常業務改善」と「作業環境改善」への関心が特に強まっている
一方、「経営事項」を重視する割合は低下傾向（図１－３）。
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図１－１ 労使コミュニケーションについての評価・
労使関係についての認識（事業所調査）

図１－２ 労使コミュニケーションの良好度（労働者調査）
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４

２．調査から見える労使コミュニケーションの現状と変化

26.0% 63.9% 10.1%

新型コロナウイルスの流行以前より導入・実施していた

新型コロナウイルスの流行をきっかけに初めて導入・実施した

無回答

（３）新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う働き方の変化の例（テレワークの導入状況）（厚生労働省「テレワー
クの労務管理等に関する実態調査」）

○ 多くの企業が感染拡大を契機にテレワーク（在宅勤務）を導入・実施（図３）。

○ テレワーク（在宅勤務）の課題としては、労使ともに従業員間のコミュニケーションが取りづらいことを挙げ
る割合が高いほか、企業からは労務管理上の課題が、労働者からはテレワーク環境の課題が挙げられた。

図３ テレワーク（在宅勤務）の導入・実施時期

50.1%
48.6%

46.9%
30.2%

25.8%
13.2%
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現場の意見が反映され、効果的な実施につながった

従業員の理解を得て、導入・運用が計画通り進んだ

従業員の納得感が高まり円滑な実施につながった

現場の意見を反映して、無駄のない導入・運用につながった

現場の意見を反映して、導入の効果が大きくなった

従業員の能力開発の推進につながった

従業員に求める人材像の明確化につながった

その他の効果があった

無回答

図２ 協議による効果の内容（複数回答の内訳）

（２）新技術導入時の労使コミュニケーションの状況（JILPT「AIなど新しいデジタル技術導入と労使コミュニ
ケーション調査」より）

○ 調査対象企業のうち約３割が過去５年間にAI等の新技術を導入。うち約半数の企業で労使協議を実施、その他
の企業は経営判断等を理由に協議を実施せず。

○ 導入前後の協議により効果があったとする企業が約９割を占め、「現場の意見が反映され、効果的な実施につ
ながった」「従業員の理解を得て、導入・運用が計画通り進んだ」等の効果があったと回答（図２）。

○ 新技術導入の際に専門的組織（専門の部署やプロジェクトチーム等）を編成した場合、「教育訓練制度の見直
し」「従業員の納得感が高まり、円滑に実施」（※）等につながったとする割合が高い傾向。

※「従業員の納得感が高まり円滑な実施につながった」と回答する割合が62.5％（他の手段の場合は、概ね40％前後）。

⇒ AI等の新技術を定着・運用するための方法として、専門的組織を編成することが重要である可能性。

※テレワークは在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイル勤務
に分類される。159



５

（１）積極的な労使コミュニケーションの事例における協議内容・協議を踏まえた取組

○ 多くの事例において、新技術導入の目的や必要性等を労働者と認識を共有した上で、意見集約や協議を重ね、
導入後も説明会等でフォローする等の取組により、新技術の円滑かつ効果的な導入・運用を図っていた。

※本検討会において把握した事例の詳細は、報告書別添の「取組事例集」を参照

（ヒアリングから見られた傾向）
導入目的は、生産性向上の成果による働き方改革や労働者の負担軽減等であり、人員削減ではない点を労使で認識を共有。
新技術により生産性の向上の成果があった場合、賃金増加、労働時間短縮等で労働者に成果を分配するという視点を共有。
新技術導入により業務方法や担当業務の変更といった影響が生じる場合、導入した新技術が労働者により効果的に活用され
るよう人材育成に注力している企業や、新たな職域にチャレンジする労働者を積極的に評価する人事制度に改定した企業も。

３．新技術の導入・活用に関する労使コミュニケーションの実態（ヒアリング事例からみえる課題）

（２）積極的な労使コミュニケーションの枠組みの在り方

ア 個別の企業における枠組み

○ 労働組合がある企業の多くでは、経営側が、集団的な労使関係について、多様な労働者から本音の意見を集約
し、課題等を把握できるため、労使双方に資する形で新技術を導入するために不可欠な枠組みと認識し、積極的
に評価。

○ 労働組合がない企業においても、集団的なコミュニケーションの枠組みを設けている事例がみられた。

（事例）
新技術導入の目的に係る認識の共有、新たな技術や生産設備を現場に導入する際の労使協議や、新たに求められる人材の育成環境

の整備、新技術の導入への対応が難しい者も含めて多様な人材が活躍する職場環境の構築、生産性向上に伴う成果の配分などにつ
いて、積極的に議論を実施。

＜労働組合の各事例＞

（事例）
○ 役員を含めた全労働者を構成員とする労使の協議体を、会社単位、事業所単位、職場（課・グループ）単位で常設し、各階層に応

じたテーマについて定期的に協議を行い、課題解決を図っていた。
○ 具体的には、職場の課題解決をする際には職場単位の協議体をベースとしつつ、職場で解決できないことは、その上の事業所単位

の協議体に上程し、各事業所単位で課題を持ち寄って解決を図っていた。
○ 最上位の会社単位の協議体では、会社の業績や方向性などの情報を労使で共有した上で、賃金、労働時間等の労働条件、福利厚生

について、経営者側から諮問し、労働者側から答申を受けるというプロセスを経て決定していた。
＜電子機器製造、従業員数5,000人以上の企業の事例＞160



（２）積極的な労使コミュニケーションの枠組みの在り方

ア 個別の企業における枠組み

○ 新技術の導入の際に、現場の労働者を含むプロジェクトチームなどの専門組織を作り、その意見を反映させ
ながら円滑な導入を実現している事例がみられた。

○ 個別的な枠組みを活用した事例としては、経営者や上司と労働者個人との定期的な個別面談といった既存
のコミュニケーションの枠組みを、新技術導入・活用に関しても活用している事例があった。

（事例）
○ 新技術（レジ混雑予測システム）を試行的に導入するトライアル店舗において、現場で実際にそれを活用する管理職１名とパート

労働者４名からなるチームにより現場に即した運用ルールを策定、現場観察やデータにより効果を確認した上で、全国展開を図っ
ていた。

○ 全国展開に当たっても、各店舗の現場の労働者へのアンケートや、トライアル店舗での現場観察の動画を用いた勉強会を実施し、
現場の労働者と新技術の導入目的やその必要性等を共有。このような工夫を通じて、現場の労働者の納得感が得られたことにより、
円滑に新技術導入が進み、サービスレベルの向上につなげていた。

＜総合スーパー、従業員数5,000人以上の企業の事例＞

３．新技術の導入・活用に関する労使コミュニケーションの実態（ヒアリング事例からみえる課題）

（事例）
○ 昭和50年代の機械化に伴い、仕事がなくなった社員への働きかけが十分にできなかった経験から、人が育つ仕組みとして、仕

事・評価・給料・教育が連動する「職能資格制度」と、能力を最大限発揮させるための「自己申告と面接制度」を重視し、本人と
直属の上司、工場長、社長、会長（１対４、５名）で面接を実施している。

○ 従業員には新技術を扱うスキルを身につけてもらう必要があるため、ある装置を扱うのに必要な要件と、各従業員ができること、
できないことが一覧になっている「力量表」を活用。

○ 面接では、仕事や職場に関する意見や不満の収集等を行うとともに、やる気をなくしている従業員へのフォローや、力量にふさわ
しい仕事や課題を与えるようすり合わせを行ったことで従業員のキャリア形成を支援し、結果として従業員の定着率が極めて良く
なった。

＜金属製品製造、従業員数100人以上の企業の事例＞

６
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（２）積極的な労使コミュニケーションの枠組みの在り方

イ 個別の企業を超える枠組み

○ 技術革新等に対応できない企業や労働者を地域全体で支えるなど、個別の労使では解決できない課題に対し
て、企業の枠組を超えた地域単位、産業単位での労使コミュニケーションを図っている事例もあった。

（３）労使コミュニケーションの事例でのデジタルツールの活用など方法の工夫

○ 労使コミュニケーションの方法として、クラウド、グループウェア等のICTツールを用いて、労働者が自由に
情報発信、情報共有、意見交換をできる場を設定している事例などが多くみられた。

⇒ こうした取組により、労働者が情報を得やすくなるメリットがある一方、情報発信が一方通行になるデメリッ
トもあり、労働者が必要な情報を的確に得られる工夫が必要との指摘があった。

○ デジタル技術と対面のそれぞれのコミュニケーションの特性や効果を活かし、メリハリをつけて使い分けをし
ている事例がみられた。

（４）労使コミュニケーションの事例での主体の拡がりへの対応の工夫

○ 新技術の導入は多くの労働者の業務に影響するため、すべての労働者の意見を聴取する観点から、日頃から正
規雇用労働者だけでなく、パート従業員等の非正規雇用労働者とのコミュニケーションを取る機会を積極的に設
けている企業や労働組合の事例があった。

３．新技術の導入・活用に関する労使コミュニケーションの実態（ヒアリング事例からみえる課題）

７

（事例）
県単位の会議体の下、産業構造や地域実態を踏まえて、労使団体に加えて産業界、官公庁、大学、金融機関などの地域

の関係団体が参画する地域別や産業分野別の協議体を立ち上げた。産業別・地域別の協議体が設置されたことにより、地
域・産業ならではの課題が明確化・共有され、その上で関係者が役割意識を持って連携し、キャリア教育、スキルアップ
訓練等の検討もなされる等、実効性ある取組の実現に向けたコミュニケーションを試みていた。

＜地域を単位とする労働組合の役員からのヒアリング内容＞
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８

（１）近年の経済・企業経営や労働環境の変化

○ 1990年代～2000年代前半の長期の経済停滞により雇用情勢が悪化。若年層を中心とした非正規雇用労働者が増
加し、足下でも非正規雇用労働者の比率は高止まり。

○ 同時に、企業の人事管理の見直しの中で、従来の年功型賃金制度を業績・成果主義型の賃金制度に見直す動き。

○ 経済のサービス化等に伴い産業構造も変化し、仕事や働き方の多様化、労働者の職業意識や価値観の多様化も進展。

（２）労使コミュニケーションにおける労働組合の果たしてきた役割の現状

○ 労働組合組織率が趨勢的に低下。←非正規雇用労働者の増加や経済のサービス化等の社会・経済状況の変化等

○ しかしながら、労働組合は、労使での話合いにより職場での働き方のルールの整備と定着に取り組むことなどに
より、働きがいのある労働環境の実現に努めるなど、重要な役割を果たしてきた。

○ また、現在の我が国の法制度においては諸外国に見られる常設の労働者を代表する機関の設置が義務づけられて
いない中で、企業別労働組合は、団体交渉により組合員にとって有利な労働条件を獲得する役割と併せて、現場の
実情の経営への反映、会社の方針の浸透に協調して取り組む、いわば経営上のパートナーとしての役割も果たすな
ど、労使コミュニケーションの主体となり、非常に重要な役割を果たしてきた。

（３）労使関係、労使コミュニケーションへの影響

ア 個別の労使コミュニケーションの拡がり

○ 業績・成果主義型の人事評価制度の定着に伴い、個別の目標・評価は個々の上司と部下の間のコミュニケーショ
ンを通じて決定され、それが処遇に影響する傾向が強まった。

○ 労働者の関心や企業に求める事項が多様化し、個別の労使コミュニケーションを必要とする局面が拡大。

○ ICTツールにより企業から労働者への直接のコンタクトが容易になり、企業が、労働者のエンゲージメント向上
やスピード感のある意見集約に利点を感じ、個別のコミュニケーションの機会を積極的に増加。

・ 個別の労使コミュニケーションへのニーズや利点はあるものの、集団的労使関係に立脚した協調的な労使関係
が希薄化し、労使関係の不安定化や、個人と企業との交渉となった場合に交渉力に差が生じる状況が危惧される。

・ 集団的な労使コミュニケーションの再構築や、既存の労使コミュニケーションを補完する多様なコミュニケー
ションの在り方の検討が必要との指摘があった。

４．労使関係を取り巻く環境変化と労使コミュニケーションへの影響
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イ 労使コミュニケーションの主体の拡がり

○ 非正規雇用労働者が現場の基幹的業務を担うケースが増える中、新たに非正規雇用労働者も労使コミュニケー
ションの主体として組み入れる労働組合や企業の動きも見られる。

○ 組織のフラット化等が進む中、管理職についても働く者としてコミュニケーションの在り方を考慮する必要。

○ ICT化により仕事の非集団化・個別化が促進され、フリーランス等の雇用関係によらない働き方をする者が増加。

⇒ ・ 「フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガイドライン」（令和３年３月）では、フ
リーランスとして業務を行っていても、実質的に発注事業者の指揮命令を受けて仕事に従事していると判断
される場合など、現行法上「雇用」に該当する場合には、労働関係法令に基づくルールが適用するとされ、労
使コミュニケーションの主体となることから、当該ガイドラインの内容の周知・徹底が求められる。

・ フリーランス等の雇用関係によらない働き方の者の声を拾い上げる取組も必要であるとの指摘があった。

ウ 労使の関心事項の変化

○ 企業の経営環境の変化・労働者の意識の多様化により、企業と労働者がそれぞれの短期的な視点での利益を目
指すようになる中で、今後の新技術の活用のためにも重要となる継続的な人材育成等の長期的課題には目が向け
られにくくなっている懸念がある。

９

（４）サイバー空間上のコミュニケーションの進展に伴う労使コミュニケーションに関する課題

ア オンラインでのコミュニケーションの普及に伴う労使コミュニケーションに関する課題

○ 感染拡大を契機に急速にテレワークが拡大するも、対面等の従来の働き方に揺り戻すような動きも見られる。

・ 経営者・管理職は対面によるコミュニケーションに慣れ親しんできたため、デジタル技術を活用したコミュ
ニケーションやテレワークを通じたマネジメントへの対応に難しさを感じている可能性。

・ 若年層も、企業内での人的ネットワークや能力開発・技能形成が十分になされない段階でオンラインでのコ
ミュニケーションに限定されることは、業務遂行や能力開発の上での困難やストレスにつながる可能性。

⇒ 労使コミュニケーションにおいても、デジタルと対面それぞれの利点を活かし、バランス良く取り入れるこ
とが重要。

４．労使関係を取り巻く環境変化と労使コミュニケーションへの影響
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イ ソーシャルメディアの進展に伴う労使コミュニケーションに関する課題

○ SNSなどのコミュニケーションツールが多様化し、個々の労働者による情報の受発信の在り方の変化するこ
とにより、労使関係や労使コミュニケーションにも影響が及んでいる。具体的な影響として以下の事例が挙げ
られた。

＜SNSへの書き込みの「炎上」＞

○ 労働者が職場で受けた不本意な処遇・取扱い等についてSNS上に会社名が特定される形で書き込み、社
内での問題を公にした場合に、SNS上で非常に多くの参加者から共感を得ることで社会的な批判が巻き起
こり、当該企業や労働者が影響を受ける事象が発生している。

＜「タイムライン」を通じた個人の価値観の強化・アップデート＞

○ SNSの普及により「タイムライン」等を通じて、自分の興味のあるものをフォローすることにより、自
動的に自分の求める情報の受信が可能となったこと、自らの考え方への共感を即時に得られること等によ
り各自の考え方が強化されるという現象が発生している。

○ 個人の労働環境に関する考え方についても同様に日々、個人の興味や選好が反映された最新の情報に触
れることで、自身の考え方がより強められる方向で更新され続けることや、SNS上で同様の問題意識を
持った人々の共感を得ることにより、職場への不満の声を上げやすくなっている可能性がある。例えば、
長時間労働を積極的に捉えるかつての考え方から、現在のワークライフバランスを重視し、パワーハラス
メントやサービス残業を否定する考え方が急速に強まってきたことの背景には、こうしたソーシャルメ
ディアの影響があった可能性もある。

労働者の価値観が多様化する一方、企業が組織として速やかに考え方の変化に対応していくことは
容易ではなく、これにより個人と企業との間で労働環境に関する考え方が乖離し、労働条件等につい
て労使で話し合いをする際、前提となる認識のずれによるコミュニケーション不全（ディスコミュニ
ケーション）が生じやすくなっている。
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（１）技術革新が進展する中における労使コミュニケーションの重要性と求められる内容

＜労使コミュニケーションの重要性＞
○ 働く現場で新技術を活用する際には、現場の実情を的確に把握した上で導入する必要があり、労使コミュニ

ケーションが十分に行われなかった場合には、現場の実態に合わない形で導入されることや、労働者の納得感が
得られないこと等により、生産性向上が達成されず、経済成長に影を落とす結果となることが懸念される。

○ DXやAI等によるイノベーションは、働き方自体の変化を必要とすることからも、労使コミュニケーションの重
要性は増している。

＜求められる労使コミュニケーションの内容＞
○ 上記を実現するには、労働者が乗り遅れることなく進めることが必要。業務方法や職務の変更、スキルアッ

プ、スキル転換等へ前向きに取り組めるよう、企業が労働者のキャリア形成支援や人材育成に取り組むことが重要。
○ 新技術の導入により働き方が変わる際には、各職場での働き方のルールの整備と定着に取り組むことも重要。

５．今後の課題や方向性

○ 新技術活用の目的、生産性向上に伴う成果の適切な分配、企業が求めるスキルや人材像等についての認識共有
が必要。

○ 労使がパートナーとして共通の利益を目指し、双方向のコミュニケーションを行うことが望まれる。

（２）技術革新が進展する中での労使コミュニケーションの促進
ア 個別の企業における取組

○ 個別の企業では、労使コミュニケーションの必要性や労使双方にとっての有用性について労使（経営者、労働
者、労働組合）が改めて認識共有することで、労使コミュニケーションの取組を促進すべき。

・ 非正規雇用労働者、管理職、職業意識が変化する若年層、ギグワーカーやクラウドワーカー等の新しい働き方
等にも目配りするコミュニケーションの模索が必要。

・ 労働組合には、幅広い労働者の意見を集約する役割が一層期待される。
・ 労働組合がない企業でも、積極的に労働者の意見を吸い上げる環境構築が求められる。

＜新技術導入・活用にあたり、労使コミュニケーションを促進するための工夫例＞
・新技術の活用に関する専門の組織（恒常的な部署やプロジェクトチーム等）の設置
・グループウェア、社内SNSを通じた、情報発信、情報共有、意見収集
・新技術導入の課題について経営者層と直接的・継続的な協議機会の設定
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（２）技術革新が進展する中での労使コミュニケーションの促進

イ 個別の企業の労使を超える課題

ウ 労働組合に期待される役割

５．今後の課題や方向性

12

（３）デジタル技術によりコミュニケーションが変化する中での労使コミュニケーション

○ 企業が労使コミュニケーションに取り組む際には、ソーシャルメディアの普及など、時代の変化に応じて
労働者の労働環境に関する考え方が変化しており、企業と労働者との間での認識の違いを埋める姿勢が求め
られる。労働者がSNSで不満を訴え、企業が損害を受ける事例の存在も念頭に置く必要。

○ 技術革新による産業構造の変化への対応や労働者のキャリア形成・雇用維持の方策は、個別の企業を超えた
課題。技術革新の進展は社会全体に影響を与えることから、こうした課題も含め、業種・産業レベル、地域レ
ベル、全国レベルでの労使コミュニケーションの取組が求められる。

○ 従来の労使コミュニケーションの枠組みではカバーできていない労働者やそのような枠組から距離を置く者
を、社会全体としてどのように労使コミュニケーションの主体としていくかも課題。

○ 新技術への対応が難しい労働者の雇用やキャリアへの対応について労働組合の果たす役割は今後とも期待さ
れる。労働組合には、非正規雇用労働者を含めた組織化や、雇用関係によらない働き方をする者への支援など
も含め、集団的な労使コミュニケーションの充実に向けた更なる取組が求められる。

○ 労働組合自身も技術革新による環境変化についての情報収集等、デジタルツールの活用も含め取り組むこと
が必要。

企業内で不満を表明しやすく、表明しても不利にならない雰囲気・企業文化の醸成、相談窓口等不満・苦
情を処理できる仕組みの運用など、社内の労使コミュニケーションを実効性のあるものにすることが求め
られる。
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○ 経済社会の変化、新技術の進展等により労働者の働き方や意識・価値観が多様化し、労使コミュニケーション
にも影響。その上で、新技術導入を通じた生産性向上、企業・経済の発展と労働者への成果の配分を実現すると
ともに、労使関係の不安定化を防ぐためには、企業の実情に応じた形での集団的・個別的な労使コミュニケー
ションの活性化が重要。労使においては、労使コミュニケーションの改善・深化に向けた取組の推進を期待。

○ 同時に、新型コロナウイルス感染症は、我が国経済社会に不連続な変化をもたらし、テレワーク等の働き方の
変化、産業をめぐる技術環境の変化等への対応が課題。また、影響が長期化する中で、非正規雇用労働者やギグ
ワーカーなどフリーランスとして働く人々のセーフティネットに関する課題も指摘される中で、これらの人々の
声を拾い上げていくことも重要な課題。

本検討会としては、今後政府が労使や有識者をはじめとする幅広い国民の意見を踏まえつつ、こうした課題に
応える議論に積極的に取り組むことを期待。

おわりに

委員

池田 悠 北海道大学大学院法学研究科准教授

井上 智博 日本商工会議所産業政策第二部調査役

戎野 淑子 立正大学経済学部教授

大竹 文雄 大阪大学感染症総合教育研究拠点特任教授

鬼丸 朋子 中央大学経済学部教授

後藤 一宏 情報産業労働組合連合会副中央執行委員長

（KDDI労働組合中央執行委員長）

佐久間 一浩 全国中小企業団体中央会事務局次長

●委員（50音順、敬称略、令和３年６月22日現在）◎は座長、○は座長代理

佐藤 千佳 日本電気株式会社人材組織開発部長

冨山 和彦 株式会社経営共創基盤IGPIグループ会長

仁平 章 日本労働組合総連合会総合政策推進局長

根橋 美津人 日本労働組合総連合会長野県連合会会長

守島 基博 学習院大学経済学部経営学科教授

一橋大学名誉教授

森戸 英幸 慶應義塾大学法務研究科教授○

◎
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開催実績

第１回（令和元年12月26日）

・今後の進め方等について

・委員プレゼンテーション

第２回（令和2年1月17日）

・委員プレゼンテーション

第３回（令和2年2月19日）

・企業ヒアリング

第４回（令和２年10月20日）

・今後の進め方等について
・「AIなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関す

る調査」の 結果について（JILPT調査報告）

第５回（令和２年11月24日）

・近年の「労使コミュニケーション調査」結果について（厚労省

調査報告）

・企業ヒアリング

第６回（令和2年12月4日）

・企業ヒアリング

第７回（令和3年1月29日）

・委員からの報告

・企業ヒアリング

第８回（令和3年2月26日）

・有識者ヒアリング

第９回（令和3年3月18日）

・ 「AIなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに

関する調査」の結果について（JILPT調査追加報告）

・企業ヒアリング

・報告書骨子（案）について

第10回（令和3年5月11日）

・取りまとめに向けた議論

第11回（令和3年6月8日）

・取りまとめに向けた議論

第12回（令和3年6月22日）

・取りまとめに向けた議論
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